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は じめに  

本稿は，ドイツにおいて労働条件が産業レベルおよび企業レベルでいかに  

規制されているかを調査した事例研究である。   

ドイツでは労働組′合が産業別に組織されているもとで，労働条件は組合に  

より産業レべ／レで規制され，さらに独自の制度である従業員代表により企業  

ないし事業所レベルで交渉され規制される。組合との合意は労働協約として，  

従業員代表との合意は事業所協定として締結される。協約では企業横断的に  

問題となる賃金および労働時間など給付と反対給付に関する事項が規制され，  

それは実質的労働条件と呼ばれる。それに対し，従業員代表は，労働時間編  

成や人事事項など，各企業の事情に応じて規制される事項を扱い，それは形  

式的労働条件と呼ばれる。両者の振り分けは事業所組織法において定められ  

ている。さらに，後に述べるように，実質的労働条件を事業所レベルで事業  

所当事者（使用者および従業員代表）が取り扱うことが協約によって認めら 由  

れることがある（開放条項）。その結果，産業および企業により多様な規制の 八  

姿をみてとることができる。   

ドイツでは，産業構造の変化や企業間格差の増大を背景に，労働条件規制  

の重点が次第に産業レベルから企業レベルに移行しつつある。そういう状況  

のもとで，本稿では，組合による規制と従業員代表による規制の交錯に焦点  
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を当てつつ，2つの実例を紺介し，それにより労働条件規制構造とともに，  

その最近の変化の一端を判らかにしたい。調査事項は，甘薯労働条什として  

賃金および労働時間に限った。調倒寺点は，2004年4月から7月の間である。  

文中にでてくる資料番仇甘後掲資料の整理番号である。  

一 事例1：金属産業S社W事業所  

A 従業員代衷ブ〔与剰の概要と条件  

この事業所は，南西ドイツのバーーデン ・ヴュルテンペルク州フライブルク  

市周辺のヴアルトキルヒにある。金屑臆業のうち「1動感知装置メーカーであ  

㌦・労働者数は1，702人（うち職員1，2㈹人，現業労働者5州人，女件の比率は  

4剤。な払 Sコンツェルン全体ではこう，676人）である。パートタイム労働者  

も多数雇用されており，その週所定労働時間は，20時間，24時間，30時間，  

またほ週3［†勤務と多様である。それは州別に労働契約で定められる。たい  

ていは女性である。他方て、，協約が定める過35時間を上回る労働時制を個別  

に合意している労働省はこの事業所では4n％に漣L，それは，協約所定労働  

時間を上回って仰別に，より良い労働時間を合意することが許される労働者  

の比率につき，事業所の労働者全体の18％にとどまるべき旨の協約規定に違  

反している。労働者の編成にあたり，グルーーブリーダーが佃々人の所定労働  

時間を知ったうえで調整している。  

この企業は，すでにハンガリー（EU力＝盟l封）で二L場を抹業している。そ  

こにおける同相労働者・の賃金水唯はドイツの12割である。しかL，最新工  

場はここW事業所に設二、ンニされ，その際に，これを効率的に稼働させることが  

従業員代表との問で合意されている。このノ・．＼は特別な事情である。S社コン  

ツェルンに雇用される労働二片数は，この5年間に約6割増伽しており，早い  

テンポで成長を遂げている。  

リ   従業員代封委員は17人・うち女性は7人である0再選は14人，立候補者は  

七 28人であった。議長は60嵐 代表委長iとして2（件，議長として10年の経験を  

もち，職稚は電冥枝術宵である。ミ輔〔二委Ⅲま4人で，法定基準過りである。  

代表委員は「年間労働時「琶」の4分の1を従業員代表情動に充てる」旨の包括  

合意が行われている。さらに，業務補体を3人の職員が仕事の一部として担  

当している。そのうち誰かは従業員代表事務所に常駐している。代表委員選  
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挙投票率は，前回2002年では78％である。捜票は一つのリストにもとづいて  

人物選挙で行われた。   

従業員代表会議は2週間ごとに開かれ，毎凧3一－4時間を晋やしている。  

会議には必要があれば労組などの専門家に山席を求めている（たとえば，労  

働時間の弾力化の議題のとき）。代表委員は任期4年小に全員が研修を受けて  

いる。研修の主催名は，ドイツ労働組合同盟（DGB），金属労組，継続教育研  

究所などであー），特定テーマでは民間コンサルタント主催の研修を受講する  

こともある。締結されている事業所協定は約30である。筆者が閲覧したのは，  

その一部である。   

従業員集会の出席率は，40％である。開催形式は，全体集会（年21亜 は  

市民会館で開き，年1［自lの部門別集会（6部門）は，事業所内で部門近くの  

会議室などで開く。「使川音側が十分に情報を提供しているので，法律通ー）に  

年4l口1開く必紫を感じていない」とのことである。集会に欠概している労働者  

は，通′苗通りに現場で働いている。欠席する理由は，「仕事業績のh■三力である」  

と議長は語る。集会には，労組（金属労組）代表，使用者側代表が必ず出席  

する。「使川老側は出席する権利はあるが，義務憬ない」という説明であった。   

便川者側との定期協議は，3カ月ごとに行っている。それとは別に，人事  

部とは人事的事項につき砧週連結を取り合っている。「法律通りに毎月協議す  

る必要を感じていない」と語る。   

共同決定事項につき合意が成立せず，仲裁委員会を設置した経験はある。  

それは健康保護に関してである。苦情中二1ンニはここでは稀である。従業員代表  

の姿勢は，労働者の利益を擁護することであー），使用者とはパートナー的に  

振る舞い合意形成に努めている。   

この企業の人事管矧ま労働者に好評であり，業界紙が調査した，従業員に  

好評な人事・労務管理が行われている企業の全国ベスト10のなかに入る。そ  

のことは，それをホす新聞記事が掲示板に掲ホされるという形で使用者側か  

ら宣伝されている。ここでは便川者主導で対話的な労使関係が築かれている。 

これは珍しいことである。従業員代表口身，「よい働IJ者である」と見ており， 六  

その具体的な内容として，職場で毎週J川副こグループ懇談が開かれ，同僚の  

おかれている生活条件，凶難な事情を伝え合っている。また，使用者が研修  

や労働者の資格吼仁に熱心で，そのために社内に企業名を冠した講座「S社  

アカデミー」が組まれている。使用者が労働者にそれへの参加を働きかける  
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971ドイ、ソにおける労働条件′矧別の交錯  

等である 

つづいて，この事業所における組合（金属労組）の状況である。組織率は  

30％であり，組合員は約500人である。代表委員17人中15人が組合員である。  

この地方の金属産業のそれが平均40％であることに比べて低い。組合所属は  

現業労働者中心である。現業労働者の80％，職員の10％が加入している。組  

合の企業内組織である職場委員会は20人で構成しており，うち15人は代表委  

員である組合員が組合規程にもとづき自動的になっている。その会議は2カ  

月ごとに労働時間外に開かれている。  

この企業は1994年に使用者団体に加人した。その前は，協約はなかった。  

当時，組合組織率は10％ほどであった。当時，賃金は社長の裁量にもとづい  

て支払われていた。  

B 賃金・祉会給付  

1 従来の賃金制度  

イ）金属産業では，協約地域によりやや異なるがl），賃金に関しては2005年か  

ら新しい協約が適用される。調査時はその移行期であった。まず，従来の賃  

金制度として，職員および・一部現業労働者は時間賃金であり，他方で，現業  

労働者の→部は能率賃金である。その能率賃金の加給ではプレミア賃金だけ  

であり，出来高賃金はない（2）。  

時間賃金でも能率賃金でも，基本賃金は，労働者が抑当している職務の格  

付けによって決まる（職務給（3））。  

く時間賃金＞  ＜能率賃金＞  

ロ）つぎiこ，従来の成績手当（職員fH 資料③）をみる。その骨子として，  

成績手当は事業所l刃の協約通用職員の平均で協約賃金額の10％を上回らなけ  

ればならない。評価指標は，専門知識の活用，作業態度，労働の量，労働の  
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質，協力および個人的な働きかけの5項目から成る。重要度が高いのは，労  

働の質および量である。手続きとしては，上司が部下労働者を評価し，評価  

結果および成績手当ならびにその変更は，関係する個々の労働者および従業  

員代表に書面で通知される。さらに，異議中立手続が定められていて，労使  

同数委員会で取り扱われる。なお，評価指標，評価等級および配点（重要度）  

は，事業所協定により，協約の定めと輿なって定めることができる。   

これを，1975年締結の職員用成績手当協約（4）と比較すると，75年協約は成績  

手当を基本賃金の4％に相当する金額として定めているのに比べ，比率が高  

まっていること，旧規定では評価指標は4大項目だったのが，5大項目にな  

っていること，指標の重みが異なっていることを指摘できる。他方で，手続  

き，異議申立手続，事業所への開放条項があることでは共通している。   

これを現業労働者用の評価指標（資料④）と比較すると，「労働の量」「労  

働の質」に重きが置かれているのは共通するが，一方で，職員には「専門知  

識の活用」および「協力および個人的な働きかけ」の項目があり，他方で，  

現業労働者には「多能工件」および「作業の安全性」という独自の指標があ  

る。   

さらに，現業労働者fl」のそれを1975年当時のもの（5）と比較してみる。当時の  

評価指標は，労働成果（8点），仕事の完成度（8点），多能工性（8点）お  

よび作業注意度（8点）の4項月であった。それに対し，現在は5項目であ  

り，「作業の安全性」が加わっている。ただし，詳しくみると，「作業の安全  

性」の内訳の「規程や補足的な安全規則に注意すること」は，旧規定の「作  

業注意度」のなかで「安全規則遵守」の要素があり，実質的な変化はなく，  

項目が独立扱いされているということである。配点をみると，現在，「多能工  

性」（1．5点）は低くなっている。  

2 2005年以後の賃金制度  

ドイツでは通常，職員と現業労働者の賃金は別々に定められるが，金属産 画  

業では新協約によりその区分がなくなる。その理由は，職員と現業労働者の 四  

仕事内容が似かよってきて，従来のように別々に取り扱う必要性がなくなっ  

たことである。そこで事業所内の各職務が新協約のどこに格付けされるかに  

つき，使用者と従業員代表が協議している。そのため金属産業の事業所では，  

2004年は新規の格付け作業に追われて忙しい。新しい格付けを判断する基礎  
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資料として，金属産業労使は約300真の，各職務の特徴的指標を記述した分厚  

い資料を作成し事業所当事者に堤供Lている。イか月老側は，格付け変更によ  

って「人件費を増やすことはない」と考えており，見由二しの結果，職務によ  

り，従来よ㌣）も高く格付けきれることもあれは，逆に低く棉付けされること  

も生じる。その調軽作業は事業所内に設撰される労使同数委員会で行なわれ  

る。  

貨金基本協約（2005年より適川，資料（D）の特徴は，つぎの適F）である。  

a，賃金ほ3つの構成要素（基本賃金，成績給，負耕手当）から成る。成績  

給は基本賃金の15％に相当するよう定められている。負担手当は，標準点本  

賃金の7％を．上限に支給される。  

b，基本貸金は，職員および現業労働者で一本化される。それは職務評価に  

もとづいて等級に分類される（6）。その基本的な指標は，知識と能力（職業教育，  

守門教育と経験），思考卜行動の裁量および責任，コミュニケーション，部下  

の指導♂）5つである。これは総合的ではなく，分析的な職＝躇評佃である。職  

務評価の詳しさは産業により人きく異なるが，これは詳Lいほうである。こ  

こでは，勤続年数ではなく，職業経験として考慮されていることが注目され  

る。職務評価では，男女楕差を縮小するように配慮されている（7）。事業所内の  

各職務は，使川者と従業日代衣が指名する委員から構成される格付けのため  

の労使同数委員会で格付けされる（8）（〕介業内では，前記同数委員会の同意をえ  

て，協約上の水準例示を考慮して．事業所刊の補充的な例示を定めることが  

できる。格付け作業を†1J滑に行おうとすれば，多くの企業でそれが定められ  

ることになろう。また，同数委上＝ま会のいずれの側も，専門的な相談員に，会  

議に出席を求めることができるィ。格付け手続きは促川老主導で行われる。．す  

なわち，まず使用者がト」数＝委舅会に，決定の準備のために必要な資料を渡し，  

仮の格什けを通知する。この原案につき，同数委H会でその是非を検討する。  

ここで同数委員会かある職務の格付けにつき合意を得ることができず，かつ，  

委員のいずれかの提案があれば・協約当事者のなかの専門的実‖識を有する選  

二 挙権のある代表1人ずつが会議に山席を求められる（拡大同数委員会）。拡大  

同数委員会で検討しても決定できない場合には，仲裁手続に移行する。  

協約は，労働者が，本人に帰責しない原剛二より，格付けの低い職務に変  

更を余儀なくされる場合の基本拝金請求につき定めてい る（り）。この場合には，  

使用者は，まず，最大限，関係労働者に，従来の賃金グループに該当する事  
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業所内の期待可能な作業課題を提供しなければならない。つぎに，そのよう  

な職務を使用者が提供できない場合には，便川者は，可能なかぎり労働関係  

を継続しながら従来の賃金グル叫プで事業所内でほかの期待吋能な作業課題  

を担当することを巾†古削二するような，資椅向．L二のための措置を提供しなけれ  

ばならない。そのうえで，従来の基本賃金確保がイこ叶能な場合には，期限つ  

きで従来の賃金との差賽貞を支給することになる。   

なお，協約はい〈つかのノ∴i二で，事業所レベルの労使合意により協約とは異  

なって取扱うことを認めている。たとえば，格付けの基準を企業で独自に定  

めること，労働者数500人以下の事業所で賃金グループに関する異議申立に備  

えて同数委員会を常設することなどである。この点は，後述する。  

C，成績給は成績結果の評イ耐こもとづいて決定される。その方法として，評  

価，指数比較および目標達成度評価の3つのうちのいずれか，またはその組  

み合わせを事業所当事者が選ぶ。その際に、評価による方法が原則とされ，  

その評価指標および基準が協約で定められている。この場合には，使用者は  

それを事業所内に具体化する際に従業員代表のl司意を必要とする（事業所組  

織法94条2項）。指数比較は，成績結果と標準成績の比較によって行われる。  

目標達成度評価は，目標取り決励に対する甘標達成の度合いによって行われ  

る。   

成績評価の確定に関する紛争に備えて，1十惜中二＼ンニや関連する手続きが定め  

られている。成績評価結果は，本人に対して説明されると同時に，従業員代  

表に対しても交付される（】0）。  

d，魚拍手当は，筋札 利敵小足および環虜影響（騒音，汚れ，水やガス，  

事故の危険性など）が測定されて，それに応じて支給される。これは現業労  

働省に支給することが予定されている。   

こうした特徴を従来の賃金基本協約（現業労働者用）と比べると，い〈つ  

かの相違ノ．‡がある。まず，尾大の特徴は，職員と現業労働者で賃金を－一本化  

したことである。その紆凪職員と現業労働者に共通する職務評価基準が必 両  
要となり，細かいものとなっている。また，現業労働省に特有な事情を考慮  

する必要性から，負担手当がおかれた。賃金の用語は，これまで職員ではGehalt，  

現業労働者ではLohnとされていたのが，Entgeltで統一された。   

また，現業労働う削こは賃金形態として，時間賃金のほかに能率賃金があっ  

たが，それは廃止されているし〕これに近いものとして，成績給の「指標比較」  
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型がある。そこでは，「標準作業量」ないしは「標準」♂）決定が重要な意義を  

有するが，その決定手続に関する協約規定は大幅に少なくなった。新協約で  

は，専門家に委託してデータ収集が行われることになっている。  

なお，事業所内の各職務の格付けは労使が共同で行うことに変わりはない。  

新協約では，事業所当事者に具体化や選択を委ゴ■ょる定めが多い。これは，  

職員と現業労働者♂）賃金が一本化されたことにより，従来以上に多様な職務  

を統一的な格付け基準で処理することが容易ではないという事情と同時に，  

職務内容が企業によって多様になってきていることを示しているのかもしれ  

ない。  

ここで，賃金決定にあたり従業員代表と使用者が共同決定する事項を整理  

すると，つぎのようになる。すなわち，職務等級格付け，成績給のタイプ選  

択，成績評価の間隔を決めること，標準に関する苦情申立の手続を定めるこ  

と，必要とあれば成績指標を決定すること，指数比較型ではさらに成績と成  

績給の関係を定めること，成績給が事業所平均で13．5％を下l司る場合の具体  

的な取扱い方の決定等である。このようにみると，協約から事業所当事者に  

託されている義務的な作業が多く，当事者の任意に委ねられている事項より  

も比率が高いことがわかる。採用するか書かが事業所当事者の判断に委ねら  

れている事項は，賃金関係よりもむしろ労働時間関係で重要である。   

3 協約〉上二の社会給付   

社会給付のうち，クリスマス手当および休暇手当はほとんどの産業では協  

約で定められている（11）。家族手当も頻繁に協約で定められている。名称は，  

社会手当（Sozialzulage）とされることが多い。しかし，それ以外の手当は企  

業内の取扱いに委ねられている。企業内給付（12）で最も普及しているのは，永  

年勤続手当および企業年金である。ノ企業年金は特に重要なので，通常，特別  

規程で定められている。  

4 事業所レベルの取扱い  

イ）前記に紹介した賃金基本協約は，2005年から通用されるものであり，調  

査時点ではまだ適用されていない。しかし，S社では2004年現在の手続き（資  

料⑤）を新しい協動のもとで基本的に続けて用いる予定である。これは，成  

績給の点では，労働者全員に対し一律の評価基準にもとづいて評価するので，  
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協約が予定する3つのタイプのうち，従来の時間賃金労働者には，「評価」型  

が対応する。他方で，能率賃令労働者には，「指数比較」型，またはそれと別  

型の組み合わせが対応することになる。この企業では，それとは別に，個別  

に作業目標が合意される。その口的は，能力開発である。  

ロ）この事業所には，「従業員懇談と評価制度」がある。この特徴は，賃金と  

は直接関係しないが，労働者と▼1二司の個別懇談（従業員懇談）を人材育成の  

要であると位置づけ，それを重視していることであろう。上司と従業員の懇  

談は，従業員の現状を語り，担当職務範囲の拡大および能力開発の可能性を  

相談し，任意に新しい目標を合意する。現状分析では双方が自己点検し，必  

要とあれば＿上司にも反省が求められる。懇談では，上司は従業員に改善提案  

し奨励する。懇談には会話川紙を用い，そこには話題が示されている。能力  

開発のためにOJTコースが組まれているが，Off一十Tが中心のドイツでは  

珍しいことである。この制度を運用するうえでは，上司には人を教育する能  

力を■求められよう。企業は管理職をそのような人材に育成する方針である。   

成績手当（2005年からは成績給）にかかわって，評価制度がある。成績評  

価における評価指標は，専門的な能力，作業方法，社会的な態度，作業結果  

および作業態度の5項目である。これ自体は，さほど目新しいものではなく，  

他社でもみることができる。評価結果は従業員との話し合いのなかで説明さ  

れる。成績手当の金額は評価次第である。評価結果に異議を有する者は，人  

事課または従業員代表に書面で異議申立を行うことができる。この事業所で  

は、評価者により甘辛評価の違いが生じることを防ぐために，「コスト意識」  

の項目をおき，「コスト意識とは，労働者が操作可能な予算を維持することで  

ある」と定めている。これにより評価者が部下を甘く評価するときには，評  

価者がその上司からこの項目で低〈評価されることになっている。それらを  

まとめて，10項目の評価脱別が整理されている。   

S社で，従来から独自に開発したこの評価制度を維持するならば，事業所  

当事者は協約とは異なる評価手続を利用することになる。  

ハ）協約にもとづく賃金支給とは別に，他社に移られる可能性がある一部の  

労働者に対して，使用者がその省と個別に話し合いをして，労働者の市場価  

値にもとづき，個別に賃金の上乗せ緻を決めている。それは使用者側が単独  

で決める。従来も，協約上乗せ支給は使上汁者が単独で決定してきた。それは  

事後に従業員代表に通知される。「協約上乗せ支給は，人手不足への対応，ま  
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図表1協約上乗せ支給のある事業所比率（2002年，％）  

産業分野  西  乗  

農業など  
鉱山■エネルギーー  

原料加工  

投資財生産  
消費財生産  
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計（民間部門）  45．6  柑．9  

注：ここで分母は協約適川のある事業所である。  

出所：WSl，Tarifhandbuch2004，S．71  

たは労働者の動機付けのために行われる。」図表1によれば，かなりの事業所  

で上乗せ支給があるようであるが，それは従紫員の一部にでも支給している  

事業所の比率である。  

5 企業内社会給付（資料⑥）  

事業所内の給付は事業所協定によ／）てではな〈，任意の事業所困慣行とし  

て支給されている。イ酎IJ省側はいつでも撤lりけることかできる。事業所協定  

の形で定めることを便川省は拒否する。これは軋要な特徴である。この止で  

も，S杜ではイ勅里者ヰ導のもとに対話的な労性関係か形成されていることが  

わかる。  

給付の種類は月寸巨みであるが，ここでも永年勤続表彰が定められている。   

㍍ c 労働時間  

1 制度の運用原則  

イ）労働時間の説日月にあたり，この間」の労働時間の弾力的取扱いに関する変  

遷を説明しておく。ニの点に関する状況は人きく変わった。弾力的運用の点  

では，1984年に金属座業における労働時間短縮のなかで，一律の過労働時間  

4〃   



同 法（544）964  

ではな〈，労働省全員の平均，または一定の調軽期間内の平均で週所定労働  

時間を達成すれば足膏るという枠組み規制に変更されたこと，1994年の労働  

時間法改正（13）により，1日8時間原則を残しつつも，6カ月間または24週間  

の平均で1口8時間を超えなければ，1日あたり10時間まで労働時間を延長  

できることになった。その結果，その範関内でフレックスタイム制など大幅  

な変形労働時間制が認められるようになー），それを受けて，いわゆる労働時  

間貸し借り口座（以寸▲，時間L」座と呼ぶ（14））が利用されている。時間［1座と  

は，とくにフレックスタイム制とりンクさせて利川されるもので，所定労働  

時間と実際に働いた労働時間（時間外労働を含めて）の差を計算し，それを  

労働者個々人の労働時間に関するIl座に預令または倍令のように貸しまたは  

惜りとして記録する椒扱いである。産業分野により各協約が定める制度枠組  

み（貸しおよび借り時間の限度，調整期間の長さなど）は多様である〔，それ  

は各事業所で多様な形態で実施される。代表例は，フレックスタイム制であ  

Y），時間外労働に対する代替イ小二l付与という時間補償（時間調整 Zeitausg－  

1eich）もこれに分放できる。この時間口座が普及してきたことが，大きな転  

機になっている。  

ロ）また，時間外労働に関しては，その実施には従業員代表の同意が必要で  

あー）（事業所組織法87条1二項3号），そして，協約が割増手当支払いを定める  

ときにはそれに拘束されることになる。時間外労働（】5）にあたり，労働省に時  

間外労働義務が生じるか否かは，事業所に従業員代表が存在するか否かによ  

り異なる。事業所に従業員代表が存在する場合には，従業員代表が当該時間  

外労働に同意を与えた場合に初めて労働者・に時間外労働に応じる私法上の義  

務が生じるが，従業員代表が存在しない場合には，従業員代表の同意という  

手続きなしに，法律および協約が定める範関内で，時間外労働に応じる義務  

が生じる。時間外労働が行われる枠組み条件は協約で定められる。その内谷  

は産業により異なるが，割増手当準，時間口座の枠組みなどが定められる。   

したがって，事業所に従業員代表が存在する場合には，従業員代表が時間  

外労働の要請に同意するか否かが労働者にとって重要になる。従業員代表は  

予定労働者本人の意思を問い合わせて，本人が残業に応ずる意思を持ってい  

る場合のみそれに同意するという「什意性腺則（Freiwilligkeit）」が多い。し  

かし，それがどの程度厳格に行われるかは，産業分野によって異なる。この  

点につき，「任意性原則の運用がこの10・年間にかなり変化し，プロジェクト労  
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働およびチーム労働の増加に伴い，労働者個々人の漬任意識が高まり，労働  

時間把握を嫌がる傾向がある。また，経営困難が頻繁に発生するなかで，当  

該時間外労働が必要であると従業員代表が判断するときには，従業員代表が  

本人に応じるように説得したり，また，もはやこの原則を維持せず，労働者  

本人は時間外労働に応じる意思はないのに従業員代表が時間外労働に同意す  

ることが増えてきた。」「金属産業では従業員代表に対する研修を通じて，そ  

れを厳格に行うよう指導Lており，実際にもそうなっている。なお，緊急時  

にはドイツの労働者はたいてい時間外労働に応じる気賀を持っている。担当  

職務でみると，手工業職人（Handwerker）は時間外労働に応じる傾向が強い。  

彼らは仕事にあたり独立性が高く，従業員50人以下の零細事業所に多く働い  

ている。それに比べると，組立二上は数人のグループで働くが，気質は異なる」  

と組合役員は語る。さらに，「作意件原則が厳格に行われる場合には，條用省  

側にとってその時間外労働がどうしても必要な場合には，労働者Aが断れば，  

使用者はAの代わりにそれを労働者Bに依頼することになり，結局は労働者  

相互間の争し－になる。そこでは，強〈口分の意見を主張する方が得をすると  

いうことになる」と語る。  

前述のように，時間外労働は時間ll座の対象になりうる。時間外労働をこ  

れに含めて運用する場合にも，時間外割増は生じる。割増率は時間外労働の  

長さとかかわり，たとえば，週10時間までの最初の時間外労働は，割増率は  

25％であり，それを＿l二回る分は50％である1：金属産業・一般協約10条）。その  

場合に，たとえば25％割増対象となる1時間につき，1．25時間を袖イ賞する場  

合に，協約では金銭補償が原則であるが（同協約8条），事業所協定により時  

間補償とすることができ，1．25時間のうち，たとえば1時間分は金銭補償に  

よr），0．25時間分は時間補償にするという取扱いも’可能である。「手工業職人  

は金銭補償を希望する者が多いが，全体的にはこの10年間に，時間補償を希  

望する労働老が増えてきた」という。  

94年労働時間法政止は時間外労働の取扱いにも変化をもたらし，時間外労  

毛 働として扱われるケースが少なくなった。改止前には，1日8時間を超える  

労働は原則としノて時間外労働とされてし、た。しかし，94年法が，期間内平均  

で1日8時間を超えない場合に緩やかな取扱いを認めた結果，使用者と従業  

員代表の労働時間配分決定により，1「†の所定労働時間が8時間とされれば，  

それを超える分は時間外労働となる。しかし，制度設計により違いはあるが，  
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フレックスタイム制が適用されれば，1F18時間を超えても値二ちに時間外労  

働になるわけではな〈，算定期間内で所定労働時間を超える分だけが時間外  

労働となる。しがたって，94年改正により，時間外労働に該当するケースが  

少くなったといえる。   

2 協約規定（資料②）   

協約は，労働時間に閲し過当たり所定労働時間，個別の合意にもとづき所  

定労働時間を延長できる限度および対象労働者の比率，パートタイム労働の  

所定労働時間目安，パートタイム労働とフルタイム労働の転換手続きなどを  

定める。フレックスタイム制に関する協約規定はわずかであり，それは今後  

の検討課題とされている。   

協約7条5および7条6は，6カ月聞を通じて週あたり所定労働時間を達  

成する旨定める。すなわち，→律に毎週35時間を定めるのではなく，6カ月  

平均でそれが達成されればよい。   

協約は年休につき，ll数と基本収則を定める。年休に関する協約規定は産  

業および協約地域によー）異なるが，ここの定めは簡略なほうである。「協約で  

それを詳しく定めることは吋能であるが，そうすればその分，事業場で自主  

的に決定する余地が減る。どの程度まで詳しく定めるべきか，組合も迷う」  

と組合役員は語る。  

3 事業所内の取扱い  

イ）W事業所では，労働者全員にフレックスタイム制が適用されている（資  

料⑦）。ドイツではフレックスタイム制に関する法律および協約の規制が少な  

いために，日本に比べてかなり弾力的な運用が行われている。W事業所では  

技術や新製品の開発に従事する労働者の比率が高いが，彼らはたいていグル  

ープ労働である。そうなると，労働時間の決定は実際には，個人単独では決  

定できず，グループ内で調整するよう委ねられる。その旨が，事業所協定に  

は明記されている。さらに，「必要な場合には，フレックスタイム制の枠内で  

手当なしに土曜労働が行われる」ことも明記されている。これが，協約が定  

める時間口旅のW事業場における実施形態である。   

ここのフレックスタイム制の特徴として，土曜労働を組み込んでいること，  

標準型のほかに製造部門およびプロジェクト部門で特別な枠組みになってい  
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ること，運用にあたり信頼原則が強調されていて，労働者が始業・終業時刻  

を決めるにあたりグループ内の調整を含めて，業務遂行への配慮を強〈求め  

られるであろうこと，時間［l擁に長期貸し倍ー）および早期退職という調整方  

法も予定されていること，コアタイムはあるようであるが，その時間帽は長  

いこと，調整期間が24カ月と長いことなどを指摘することができる。部門に  

よっては過所定労働時間を月に180時「t与ほで上IHlることができるという取扱い  

は，いたって緩やかなものである。これはプロジェクト部門が取り組む企画  

や業務が頻繁に短い期限つきの作業であることによる。  

フレックスタイムの調整期間は24カ月とされている。これは事業所の「立  

地確保協定」にもとづく取扱いで，それは，「週所定労働時間は6カ月以内の  

平均で達成されなければならない」（一般協動7条5）という協約規定に違反  

する。このような長期の調軽期間は雇川保障協約で叶能であるが，説明によ  

れば，S礼ではその協約は活用されていないし）したがって，協約に違反した  

取扱いということになろう。  

ロ）時間外労働に関するSネl二従業員代表の対仏としては，「従業員代表は時間  

外労働の必要性と本人の意思を検討するし）必要怖があるにもかかわらず労働  

者が応じる意思がない場合には，本人にその理由を問う。した〈ない労働者  

を説得するのは上司の役割であり，従業員代去の役割ではない。本人がそれ  

を了解すればOKであると，使用者側に返答する。その意味で任意性原則で  

ある。それでも労働者が頻繁に暗‖与j外労働を断れば，『労働時間の来秋さ』と  

いう評価項目で低く評仙される。労働者が断りそうなときには，上司が説得  

をしており，それでもなおづj・働者がそれに応じる意思がないときには，労働  

者はよ〈従業員代表に和談にくる」との説明である。  

この事業場では，時間外労働を時間補侶するための事業所協定はない。「フ  

レックスタイム制なので，その範関内で調整されている」と語る。ここは自  

動感知装置メーーカーであるために開発技術員の比率が高い。専門職メンバー  

のチーム内で調整されて述＝」されることになる。  

二正  

二 事例2：′」＼売業K百貨店F店（16）  

A 従業員代表活動の概要と条件  

このデパートは全回に198店舗を抱える（2004年）。このデパートは現在，  
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重人な経営難にあー），04年9月に全国で5，500人が整理解雇された。この店舗  

の特殊事情として，この事業所は数年前にH社から営業譲渡されたもので，  

企業年金もそのまま旧企業の企業年金甚金を引き継いでいる。この点は当社  

内でも異例である   

従業員数は350人，うちフルタイム労働者とパートタイム労働者は半々であ  

る。女■惟は8割の約280人である。約30年前の1973年にはこれよりも狭い床面  

積で1，200人が働いていた。′ト売業ではこの20年間に思い切って人員が削減さ  

れている。ここのレストラン部「11では，かなり多くの外国人留学生が僅少時  

間勤務者として働いている。「留学生がアルバイト先を比つけるチャンスは，  

現在のドイツでは減りつつある」という。   

代表委員数は法定基準によれば9人であるが，ここでは結婚などにより任  

期途中に退職する者が多いので，普通でも定員の2倍を確保している。ただ，  

今桓＝ま経済的非常事態で近く大量退職などが予想されるのでさらに多めに28  

人にしている。うち女性は15人である。候補者は35人であった。再選は15人  

である。代表委員選挙投票率は7剤である。選挙方式は，長い間リスト方式  

であったが，前l白lは人物方式であった。   

議長は58歳で，代去：委員歴31年でほとんどは専従委員であった。議長職は  

15年になる。11J火従業員代表の副議長でもあー），全社の経営問題への対応に  

活動の多くの時間を割いている。専従委員は2人である。   

従業員代表には2部屋が宛われている。従業員代表の業務を補佐する担当  

者が1人，専任で宛．われている。   

従業員代表会議は毎週開かれ，約2時間を費やしている。会議には，必要  

とあれば専門家や労組代表を招いて専門知識を提供してもらっている。代表  

委員は研修をほとんど受講してし、ない。その理由は，現在深刻な人手不足で，  

出席したら代替省がいないので遠慮している。いずれにせよ，非常事態であ  

る。   

使用者側との定期協議は行われている。それ以外でも必要性があれば，い  

つでも人事部と連絡を収り合える体制である。したがって，苦情処理が出さ  

れることは柿である。   

従業員集会は年4回開いている。そのときにはデパート全体を閉鎖し半「1  

休業する。各3時間である。rH倍率は5割であり，欠席者は，休暇中の者，  

週休2R制にともなう休暇の老であるという。ただし，それだけでは計算は  

イ5   



959 ドイツにおける労働条什規制の交錯  

合わないが。集会には労組代表が必ず＝席している。  

仲裁委員会の経験は過去10年間に3度ある。紛争になった事項は，労働時  

間で2回，事業所変更にかかわる社会計画で1回である。  

従業員代表の姿勢としては，「労働者の利益を擁護する二立場」である。ただ  

し，「この数年問，経営難に陥り，労働者のなかで使川省側と対決しようとす  

る姿勢が弱〈なった」と語る。また，「どちらかといえば，利害対立的であり，  

紛・争が多いほうである。」  

つぎに，組合の状況として，組合組織率は65％である。これはこのデパー  

トのなかでもトップである。この事業所に限ると，最高時は70％であった。  

営業譲漉される以前の1980年代前、l㌧に，組合および従業員代表と使用者側で  

激しい労使対立と攻防があり，数カ月問，組合と従業員代表は毎日のように  

ビラを配布し，労働者に対する働きかけを活発に展開した。その攻防は組合  

側優位のもとに終結したという。  

代表委員全員が統一一サービス産業労組の組合員である。組合規約にもとづ  

き職場委員は運上11されているか，閉店時l動法改lT一二により営業時間が延長され  

て以後，全体では会議を開けずに有志で会合している。その点では困難な柄  

動条件にある。  

この事業所の労使関係は，概して従業員代表か強くリードしているという  

印象をもつ。従業員代表は労働省の厚い信組を得ているようである。  

B 賃金・社会給付   

1 協約規定   

′」＼売業の賃金表（資料⑧）は令属産業とは異なー），現在なお職員と現業労  

働者で別々であり，それを一本化することは検討課題になってはいるが，な  

お検討lいである。この産業分野では職員と＝呪業労働者の即】で明確な粗当職務  

の区別があり，一本化する必要件は感じていないようである。資料（釘の職務  

分類指標は，かなり以前に定められたものが現在もなお用いられている．。こ  

れは総合的職務評価である。金属産業とは対照的に，比較的簡単な定めであ  

る。協約をみると，各賃金グループごとに代表的な職務が例示されている。  

言い換えれば，′ト売業では職務の柿類がさほど多くはないことを意味する。   

この賃金表で特徴的なことは，職員では経験年数（TAtigkeitsdauer）に応  

じて昇給（習熟昇給）が行われていることである。このような取扱いは職員  
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には多くの産業でみられるが，現業労働者にはない。これは職員担当業務の  

性格に照らして，経験とともに仕事水準が高まるという認識があるのであろ  

う（17）。ただし，その程度は数年間で上限に達する限られたものである。なお，  

小売業では現業労働者の賃金計算は，現在は時間給ではなく月給制になって  

いる。このような傾向は，おそらく他の産業分野にもみられると推測される。   

店舗により収益状況は大きく異なる。そこで，中央事業所協延で利益配当  

に関して定め，売上高，人件費比率に照らして業績のいい事業所では，それ  

に応じて支給されている。   

このデパートにおける協約適用の特殊な事情として，レストラン部門の取  

扱いがある。レストラン部門のウj・働老には，以前は小売業の協約が適用され  

ていた。しかし，最近では，人件費節約のために小売業の当該部門は分社化  

されて飲食業の協約が通用され，その結果，当該部門の労働省の賃金は引き  

下げられる傾向にある。このデパートでも催川者側はそれを提案するが，従  

業員代表が反対していて，それは行われていない。しかし，当社が特別な経  

営難であるという事情は従業員代表も考慮せぎるを得ず，妥協策として，小  

売業の協約の水準よりは低いが，しかし飲食業のそれよりも高い水準の内容  

で，レストラン部門を対象とする企業別協約を締結している。珍しい取扱い  

である。   

賃金は時間賃金が基本である。しかし，資料⑲に能率賃金の定めがあるよ  

うに，′ト売業の一部でそれがあり，一一部事業所の現業労働者の→部はその形  

態で賃金を算完三されている。   

2 協約上の社会給付   

この産業分野でも，クリスマス手当，休暇手当があるほかに．労働協約（資  

料⑧）のなかで「社会・千当」が定められている。内芥的にみて，家族手当で  

ある。ドイツでは公的な児童－flがあるので，企業による家族手当の重要性  

は低く，その金蕃則まわずかである。  

3 事業所レベルの取扱い   

賃金額は，今日，′ト売業でも協約通りに支給されるのが通常である。当事  

業所でも1990年頃までは，労働者ほぼ全員に対し協約上乗せ給付が存在した。  

その形態は毎月の月額賃金に上乗せされていた。ただし，誰にいくら上乗せ  
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するかの決定は，使用者が単独でイーfっていた。「上来せ給付を任用者が単独で  

決定することは，ドイツでは通常のことである」との説明である。このとき，  

従菜員代表は，「蔵終的な決定は仙川者が行うとしても，いかなる基準にもと  

づいて上乗せ給付するかを知る権利は従業員代二如こあるはずである。また，  

個々の労働者に対する支給誠について、従業員代表に知る権利がある」とい  

う主張で提訴した。この主張は裁判所で認容され，以後，使用者側から，労  

働省個々人に対する支給観とその根拠が説明されるようになったという。そ  

の延長で，現在でも市場仙イ拙こもとづく上乗せ支給に関する情報（資料⑯）  

は従業員代表に提供され，従業員代よの同意が求められている。約8％の労  

働者にそれが支給されている。．なJi，協約上乗せ給付が全労働者に行われて  

いた当時は，協約改言丁により賃上げされても，賃上げ分は卜乗せ支給分が減  

らされて，実質手取輌は協約賃上げにより直ちに増えることはなく，しばら  

く時間をおいてから．卜乗せ支給が叫び増やされるという道川であった。  

格付けの関係では，新しい職務が登場して，その格付けで合意に達しない  

ときには，仲裁委員会が設置される。それは当該職虜山当者の採用に先立ち  

決定される。使用者側は，従業墨代大の同意を得ることができないときには，  

労働裁判所の決定を暫定仙二村て，それで代節しようとしている。   

4 企業内社会給付   

この点では，現令給付ではなく，「当社で商ぷ，を購人すること」という条件  

で，すなわち現物給什として，川捌二号■余の50％相当分が支給されている（全  

社的扱い）。資料⑪参照。   

企業内給付として，従業員割・Jl販売，病京休業補償手当，結婚・出産丁当，  

永年勤続報償令などがある。このうち，永年勤続報償金はいずれの企業でも  

見かけることができる。従業主ほlい川販売は′トノ己業でも製造業でもよく見かけ  

る。   

参考までに，当事業所が数年1抑二K什貸席に常業譲渡される前のIi社の朴  

全紙付を資料⑫に掲げている．〕三11峠は，多様な給付があったことがオっかる。  

5 人事考課制度   

この事業所でも実施されている。評価指標および評価基準は，資料⑲で紹  

介しているように，専門知識，顧客に対する態度，同僚・上古‖こ対する態度，  
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個人的な学習態度および勤務態度の4つの柱で構成されている。これは直接  

には職業訓練生用であるが，ほかの労働者の場合には，担当職務および役職  

に応じてやや詳しくなる。考課の臼的は，継続訓練計画および昇進の判断材  

料にすることである。以前には，さらに協約上乗せ支給の判断材料にも用い  

られていた。   

人材開発プランが労働者ごとに定められている。Lかし，女性比率が高い  

こともあって，多〈の労働者は昇進に対する関心が乏しい。管理職になるに  

は、ほかの店舗に異動することが条件である。  

C 労働時間   

l 協約規定   

労働時間に関して協約（資料⑨）は，週あたり所定労働時間は37．5時間で  

あると定めるだけである。それをどのように運用するかは，すべて使用者と  

従業員代表の判断に委ねられている。この協約でもフレックスタイム別に対  

する規制は乏しく，枠組み，調整期【lj」にとどまる。協約はまた，パートタイ  

ム労働につき，その労働時間は社会保険加入義務が生じる程度の長さにすべ  

きことなどを定める。その紆凪 小売業のなかでも各曜Ijへの時間の配分の  

仕万，パートタイム労働者の比率などで，企業ごとおよび事業所ごとの違い  

がでてくる。小売業ではパートタイム労働者の比率が高いが，それに関する  

協約規定はまだ乏しい。なお，ノト売業では閉店時開法により営業時間を規制  

されているという特別な事情がある（18）。  

2 事業所による追い   

店舗の場所により客層に違いがあり，周囲の企業や官庁の握休み時間もや  

や異なり，それにより客のニーズが異なる。閉店時開法では週60時間まで営  

業可能であるが，それをどのように清川するかは事業所の事情に応じて対応  

している。   

また，労働時間把握方法も事業所によってやや異なり，大規模店を中心に  

7割の事業所ではここと同様に磁気か－ドで把握しているが，この方法を導  

入するには経繋がかか「），小規模店ではタイムカードなどによる方が安く済  

む。この事某所では，磁気カード利用のために各部門ごとにセンサーが設置  

されている。そこを通過すれば，個人の白山な判断で休憩をとれる。  
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ドイツでは同一企業内でも事業所によって労働条件等の取扱いが異なるこ  

とがしばしばある。その背景として，第1に，連邦制のもとで，日本に比べ  

て地方によって習慣や文化に違いが大きいこと，第2に，管理職を除き，労  

働省の転勤は少なく，労働者は同一事業所に長年勤務するので，それぞれの  

同定した労働者によって独自の「企業文化」が形成されること，第3に，事  

業所内の労働条件規制には事業所ごとに選出された従業員代表が関与するの  

で，勢い事業所日清の傾向が州てくることを指摘できる。   

3 労働時間制度の変遷   

休L］（日曜以外）の決め方として，以前には，労働者グループごとに休口  

を交替でとる方法（資料⑲）が行われていた。これは現在でもかなり多くの  

小売業で利用されている。しかし，この制度の難ノ．一丈として，休口が固定して  

いて， 翌月勤務割り確定後に生じた事情の変化に対応して事後に変更するこ  

とが面倒である。固定的であるために催し物（クリスマス，復活祭など）に  

対応するのも難しい。また，仕掛捌則はフルタイム労働者を減らしてパート  

タイム労働者を増やし，それを労働者の弾力的な配置に利用したい。それに  

対し，ここの従業員代表は「労働名はできるだけフルタイム労働者として働  

くべきである」という妃解をもっている。だが，この見解にもとづきフルタ  

イム労働者中心になると，勤務制「）が碩血的になるという難点をもつ。そこ  

で，フルタイム労働者を中心にしながらも，弾力的な時間運用にするために，  

営業譲渡前のl口H祉時代から弾力的な休［1制度を事業所協定にもとづいて実  

施してきた。これはこのデパートでもこの事業所だけの特徴である。  

4 事業所内の労働時間運用の特徴  

イ）この事業所では，年間労働時間という発想にたち，52週間の平均で週37．5  

時間に達しようとしている。その意味で弾力的労働時間を運用している。事  

業所協定（資料⑲⑰）によれば，営業時間（平日は9：3020：00，土曜は  

9：00－18：00）に合わせて標準作」な勤務時間が組まれている。それは早番  

勤務などでは特別に定めらノLている。小売業ではしばしば営業時間に関する  

法律が改正されるが，それに応じて，勤務時間も見直される。事業所協定は，  

それに応じた土曜の営業時間変更を定めている。  

ロ）この事業所では磁気カードを用いた時間測定によF）ユニークな労働時間  
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管理方法が行われている（資料⑲⑲）。これは，事業所内で労使の話し合いに  

もとづいて追求された合理的な制度である。それは，事業所の利害と労働者  

の個人的な労働時間希望が調整されて，双方に都合よ〈労働時間が配分され  

るように工夫されている。⊥詞との合意にもとづいて，場合によっては関係  

する同僚との合意にもとづいて，労働者は遅い始業，早い終業，休憩の延長  

または矩縮，それ以外の勤務中断の形で，予定の労働時間帯から逸脱するこ  

とができる。   

個々人の年間所定労働時間の範囲内で，卜司と労働者は前月20日までにそ  

の月の具体的な労働しlおよび労働時間の長さ・配置を合意する。合意された  

労働時間は，合意があるかぎー）で，労働契約および事業所協定にもとづく労  

働時間から逸れることができる。こうして労働者に都合よく自分の勤務時間  

や休日を決める。必要な場合には，たとえば交通の便をよくするために，遅  

くに出勤し，また早くに退社する。このようにして年間労働時間という発想  

で，年間を通じた平均で協約所定労働時間を達成しようとしている。ここで  

も，時間口座が川いられている。したがって，それは一般協約6条2項の開  

放条項を利用している。人員酉己置計画では相互のコミュニケーションに努め  

られている。   

ここでは，自分の労働時間を確定する際の自□決定と裁量を拡大するため  

に，労働者は勤務時間をチームのなかでお互いに調整し，そのようにして労  

働者の個人的な要望を計画のなかに反映させることが求められる。この点で  

は，部門内の時間調整が不可欠である。日本の標準的なフレックスタイム制  

とは制度設計がやや異なる。この制度は，デパートでは女性が多〈，彼女ら  

の多くは今なお家庭責任をかなり背負っているという産業事情のなかで工夫  

して考案されたものである。この事業所協定につき，従業員代表は誇りとL  

ている様子である。ドイツでは，労働時間編成にあたり労働者が時間配置を  

自分で決定できことが重要であるとする労働時間主権が強調される（19）。その  

背景の一例を，ここにみることができる。   

また，時間計測で，労働時間の終了に10分を加えて終了する。また，4時  

間を超える所定労働時間につき出勤日あたり5分間の移動時間を算入すると  

いう取扱いは，労働者に配慮したものである。  

ハ）時間外労働に関する従業員代表の対応として，従業員代表は，本人が時  

間外労働に応じる意思があるか否かを打診して対応しているが，本人に応じ  
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る気がなくてもその時間外労働が不叶欠であると従業員代表が判断すれば，  

従業員代表が本人を説得してでし応じさせている。K百貨店の従業員代表は  

労働者利益を擁護するという宣揚でありなから，しかし，時間外労働ではこ  

のように時としては労働希に厳しい態度で臨んでいる背景として，従業員代  

表がK百貨店のおかれてし、る経常因雉な状況を考慮せざるをえないことを示  

していると解される。  

時間外ノ※・働の補惜ノノ法は，・一般協約9条によト）令銭補惜で行われる。  

三 分析 －関放条項を中心に－  

A 開放条項の意義   

開放条項（20）とは，協約が，事業所レベルで事業所当事者が協約規定とは異  

なって取り扱うことを認めている条項である。それは，定義にもよるが，事  

業所当事者が協約所定の取扱いと異なって取り扱うことを認める場合（A型二），  

または，協約に反することなくそれを補允する取り決めを認める場合（B型）  

を指し，さらに広義では，協約は件礼Lみだけを走れ 具体的な取扱い方は事  

業所当事者の判断に什せる場合（C彗■4）を含めて理解されることがある。C  

聖は，それを活用するか吾かは事業所当事者の自由な判断ではなく，いかに  

具休化するかの一如このみ事二砦所の独甘件があり，事業所当事者に対する決定  

の委任である。本稿は，組合による規制と従業員代表による規制の交錯を観  

察するという問題関心にもとづいているが，C型ほ，協約当事者の意思にも  

とづいて事業所当事者が共休化するもので，協約当事者と事業所当事者の間  

に役割分担はあっても緊張関係というほどではない。後掲資料には波形下線  

を引いて，C型を含めて開放条項に該1する箇所を示しているが，ここの分  

析では除いて考える。Ⅰうノて■！のなかには，それが明示されている場合と叩］ホさ  

れてはいないが粁果的にそのように理解される場合がある。たとえば，労働  

時間関係規定のなかで，「個人の過師走升動時Fl与】は，t…‥6カ月以内の平均で  

達成されなければならない＿」（金属仁ー般協約7条5）と定めているのは，6  

カ月平均で過35時間労働を達成すれば足り，その実施方法は事業所当事者の  

判断に委ねられていることを意味する。また，協約のなかで「事業所当事者  

は…」という文言が出てくるとき，事業所舶織法で事業所協定規制事項とさ  

れている事項を確認的に定めていることがしばしばある。  
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このように開放条項は，産業別協約が介業横断的L軒〉一イl勺に規制することか  

ら， 個別企業や事業所の事情を十分に考慮し反映させることが難しいという  

雉点があることを考慮して，個別企業や事業所のおかれている事帖を反映さ  

せるために二1二大された取扱いである。その意味では，産業レベル労使と企業  

レベル労使（使用者と従業員代表）の問に一種の緊張関係もある。今日，企  

業間格差が拡大するなかで，その意義が大きくなりつつある。産業レベルお  

よび企業・事業所レベルにおける労働条件規制の交錯を分析するうえでは，  

両レベルをつなく、1開放条項の分析が再要な意義をもつ。   

Aチモー！は，賃金に関してよりも，むしろ主に労働時間関係規定のなかに多く  

みられる。その例として，金属産業－・般協約のなかでは，土曜労働実施（7  

条5．1），時間外労働の日限を拡人すること（8条1．2），時間外労働を金銭に  

よってではなく代替休【lイ十リーの方法で調整■補償すること，賃金基本協約の  

なかでは，格付けの基準，一一－、一定規模の事業所で同数委員会を常設にすること  

などがある∩   

開放条項のなかで最も頻繁に利用されているのは，弾力的な労働時間制で  

ある（図表2二参照）。労働時間法政宜（1994年）により，変形労働時間削が大  

幅に叶能になり，時間L】庵が普及して，頻繁に利用されるようになった。そ  

れは必ずしも，協約のなかで開放条項の数が増えたことによるのではない。  

つぎに利用が多いのは，労働峠「昌］の延長である。これには仰l人的所定労働時  

間の延長と時聞外労働枠の拡人などがあたる。金属産業では，協約地域によ  

って異なるが，労働省の50％（地域により川％）まで，週40時間を限度に個  

別に延長することが認められる。その紆私 同一産業内でも労働者の所定労  

働時間は異なる。そのほか，経菅難に陥った事業所につき，協約の特別扱い  

を認めるさ1二境条項である。その場合，佃l別企業ごとに労組が経営状儲を分析  

して個別対応を決める。判断にあたり必要な資料をすべて提山させ，組合が  

契約している公認会計1二が点検する。特別な経常難であると認められた場合，  

対応策として，まずはクリスマス丁当，休暇手当を減舶することになる。   

開放条項の過川にあたっては，イ史用者と従業員代表が取り決めることにな  

る。加えて労組の同意が必要な事項（たとえば，苦境条項）はわずかである。  

雇用保障協定（磐理解雇を避けて現イ1三の労働者に一定期間雇川を保障し，そ  

の代わりに，所定一別動時間を短縮し賃金を満徹する，または賃金を特別扱い  

する）では，調整期間は原則として6カ十】であるが，使用者と従業員代表が  
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図表2 労働協約の開放条項利用状況  

（従業員代表委員会および公務員代表委員会に対する調査。％）  

■従業員代表委員会  D公務員代表委員会  

弾力的労働時間  

労働時間延長  

期限付きの労働時間短縮  
採用時低賃金※‖）  

年間一時金の削減または不支給  

協約賃上げの適用除外   

休暇手当の削減またはイく支給  
一般的な苦境条項削21  

協約基本賃金の引下げ  

注）（1）「採用時低賃金」とは  艮期失業者を新規採用したときに、その者に  
対して労働協約が定める賃金よりも低い賃金が支払われることを協約  
が認める条項である。J   
（2）これは経営困難であると認定された場合に、協約適用を免れる取扱  
いを認める条項である。  

＝所：FrankfurterRundschau2003年11月27日付。  

′合意すれば12カ月まで延長でき，協約当事者が同意すれば24カ月まで延長で  

きる（金属産業）。  

B S社W事業所における開放発現とその利川状況  

イ）そこで，前掲S社につき，開放条項がどの程度利用されているかをみて  

い〈ことにする。ここでは特徴を描くために，重要な開放条項に限り取り上  

左 げる。また，後掲資料には紹介していない各種協約も対象とする。協約規定  

を挙げ，矢印をホしてそれがこの事業所で柄川されているか否かを説明する。  

く一般協約＞7条1：個人的所定労働時間を過40時間まで延長することがで  

きる。→利用していない。  

7条5：週あたり所定労働時間は，llごとに異なって配分されうるところ，  
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事業所施設の監視または事業所設備の修理・整備に従事する個々の労働者ま  

たはそのグループにつき，週あたり所定労働時間を日曜に接続させた5日に  

配分することを従業員代表と協定することができる。→利用していない。  

7条5．2：土曜労働→利川している。製造部門でしばしば行っている。  

8条1：急迫した事業運骨上の必要性がある場合には，従業員代表の同意を  

得て，週10時間および月20時間まで，時間外労働を行うことを協定すること  

ができる。事業所協定により，個々の労働者または労働者グループに対し，  

月に20時間を上回る時間外労働が許容されうる。任意の事業所協定により，  

時間外労働は代休付与によって償うことができる。→いずれも利用されてい  

ない．〕  

8条2 二操業短縮→現在は利川していない。1983年に利用した経験がある。  

く休暇協約＞l条2．1二協約は休暇数の最低限を定めるところ，その補充的  

な規定を，便川省と従業月代表は事業所協定によって取ー）決めることができ  

る。→利用していない。  

4条5：休暇手当を上乗せ支給する場合に，事業所協定によー）その支払満期  

を統一的に定めることができる。→利用していない。  

く特別支給協約＞3条：事業所協定によー），クリスマス手当の支払時期を定  

めることができる。→定めていない。  

く高齢者短時間雇用協約＞協約はその枠組みを定め，事業所で実施するには  

任意の事業所協定を締結しなければならない。→この事業所では利用されて  

いない。従業員代表側は実施したいが使用者側が反対である。この事業所で  

は1983年に経常困難により雇用調整し，その際に中高年者が多数退職した。  

また，そのときには，高齢者短時間雇用を90－100人の労働者が利用した。そ  

の結果，この事業所の年齢構成は概して若者が多い。  

ロ）なお，2004年時点では適用されていなかった新しい賃金基本協約には，  

多数の開放条項が含まれている。それを列挙して紹介しておく。   

A型として，つぎのものがある。  

a，賃金格付け手続は作業課題を評価するための協紆l二の水準事例の格付け 四  

を考慮して，南接に適川されるっ しかし，使用者と従業員代表の合意にもと  

づいて，この記述の適川を排除することができる。（6条4．1）  

b，賃金格付けおよび甘lう㌢処理のための労使同数委員会における手続きに閲  

し，使用者と従業員代表は，つぎの事二項につき協定することができる。  
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・同数委員会の委員数に関する輿なった取扱し、。ただし，各2人を下l亘1るこ   

とはできない。  

・拡大同数委員会の設置に閲し，佃川ゴ者と従業員代表の間でさらに合意を模   

索する試み。  

・仲裁委員会による決定に代えて，くじ引きによる決定をすること。  

・仲裁機関議長を外Jl＝βに依頼し，それを決定する手続を通常とは異なって定   

めること。（7条1．3）  

C，賃金格付けおよび苦情処理のために設置される便川省側と従業員代表側  

の同数委員会の議事次第につき，使川名と従業員代表はその期l二1および様式  

を通常とは異なって定めることを合意することができる。（7条1，4）  

d，賃金格付けおよび二田青処理のための拡大同数委員会における決定手続き  

につき，同委員会は仲裁委員会によってではなく，くじ引きの方法で行われ  

るということを決定することができる〔】ただし，従業員代表の同意があれば，  

それと異なる取扱いを有うことがでさる（，（7条3．5）  

e，従業員数500人以卜の事業所，およぴ，コンツェルンに属している場合に  

は300人以下の事業所では，常ぶのl’【」教委員会は設置されない。Lかし，この  

場合， 事業所当事者は什意の事業所協定により常設の同数委員会を設肯する  

ことができる。（8条5項）  

f，従業員は確定した作業組織の範囲内で行われている作業課題の格付けに  

対応する賃金グループの基本賃金に対する請求権を有する。そのとき，たと  

え従業員が6カ月継続して，より低く，またはより高く格付けされる作業課  

題を遂行していたとしても，一比確定jれた賃金請求権は，変更されること  

なく残る。さらに，その職務に継続して6カ月以上従事した場合には，より  

高い等級の作業課題を遂行する期間全休に対して，賃金グループの金紙の差  

額分の手さ㌧に対する請求権が初めから有在寸‾る。ただし，この6カ月間とい  

う期間につき，事業所協定によって一部の部門に村し，短縮された時間の帖  

を合意することができる。（9条4項）  

g，何らかの≡哩「川こより基本賃金か滅徹されるときの収人調整方法につき，  

実際の収入調整が13条2にもとづく実際の賃金の4％をrTl口1る場合には，残  

っている請求権を包†舌的な－′一回払いによって補償する旨を，任意の事業所協  

定によって合意することができる。（13条11咄）  

h，成績給の確定に閲し，それは最終的に確定された成績給を基礎に毎月証  
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明されるところ，事業所当事者は、それに代えて，複数の賃金期間の平均を  

基礎にすえることを取り決めることができる。（19条1項）   

つぎに，B彗■！とLてつぎのものがある。  

a，賃令格付けにあたり，そのために設置された労使の同数委員会は，協約  

上の水準例示を考慮して，事業所内の補充的な例ホを定めることができる。  

（6条3項）  

b，採用時および追加の等級決定に閲し，事業所当事者の求めがあれば，一  

部の賃金等級につき，事業所協定によって，採用時等級もその後に追加され  

た等級も，異なって取り扱うことができる。（11条1項）  

C，成績給確定にあたり、勤務と賃金の関係は，使用斉が単独で決定するこ  

ともできるが，任意の事業所協定によって定めることもできる。（17条2．4）  

d，成績給決定の基礎となる成績結果に閲し，従業員が検討結果に納得しな  

い場合に備えて，事業所当事堵は卜占」数委員会などの具体的な手続きを取り決  

めることができる。（18条4項）   

この労働協約に関して，調査時点ではまだ適川されていなかったので，活  

用の比通しは不明である。しかし，一方で，新協約には開放条項が多数あ「），  

かつ，そのl力布は必ずしも労使む者側に不利な内谷でもなく，他方で，S社で  

は評価制度を独自に二t夫してきた実績があるので，かなり利用されることが  

予想される。  

ハ）要するに，ここでは，協約の開放条項としては，週所定労働時間を平均  

して達成すること，および，土曜労働条項を利川しているにとどまる。   

従業員代表は「開放条項をほとんど利用していない」ことを強調している。  

労働時間関係では開放条項の多くが，協約が定める標準的な取扱いから逸れ  

る場合が主であることを考えると，便川者の要請を従業員代表側が断ってい  

ることを意味することが多く，これは彼らの誇りとするところである。もっ  

とも実際には，当事業所で実施されているフレックスタイム制の弾力的運用  

の程度は人幅なものであるが。したがって，開放条項も，労働時間関係と賃  

令関係では，標準的モデルと異なって事業所で取り扱うことが労働者に及ぼ  

す意義も異なる。   

S社では，このように大中由こ弾力l杓なフレックスタイム制が適用されてい  

るが，これは金属産業内でも標準的な事例とはいえないであろう。S社では  

新設工場を当地に建設した際に，ここの競争優位条件を確保すべく立地確保  
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協定にもとづいて，週所定労働時間の平均達成調整期間を24カ月とすること，  

労働者のなかで開発技術員の比率が高く，そこではプロジェクト作業に従事  

し受注から比較的短期間に仕事を完了させる必要から特に柔軟なフレックス  

タイム制が利用されていることなどの特別な背景事情がある。  

C 小売業K百貨店における開放条項とその利川状況   

小売業の各種協約をみると，いたって開放条項が少ない。一般協約のなか  

の労働時間関係規定でも同様である。代表的な開放条項は，一定の要件のも  

とに事業所当事者が過所定労働時間を52週の平均で達成するという取扱いを  

谷認するものである。当事業場ではそれが利用されている。当事業場の特徴  

である，労働時間の計測を個々人に任せる取接いもそれと連動している。  

D 先行研究（21）結果との比較   

本稿と似た問題関心にもとづく先桁研究がすでにある。それは，1983年に  

金属産業企業を対象に毛塚勝利氏によって調‥杏されたものであり（22），協約優  

位原則がどの程度実際に運用されているかという問題関心にもとづき，それ  

に照準を合わせた詳細な分析が行われている。   

それによれば，毛塚氏が調査したS社における労働条件規制は，恭本的に  

協約基準に準拠していること，賃令では介業内で協約への上乗せ支給がある  

が，それは使用者が取り崩しうることを認めた任意加給であり労働者の請求  

権はないこと，労働時間では協約規定の）出川に一部逸脱が見られることが紹  

介されている。この調査は，協約規・利か企業lノ弓でいかに運用されているかを  

分析した貴重な研究である。そこで緋介づれている特徴に照らし，本稿でl‖  

らかになった点につき，協約規定を含めて当時のS社内規制と比較して，共  

通点および相違点をl判らかにしたい。  

1 共通している点   

社会給付のなかで，協約による規制は，クリスマス手当，休暇二手当および  

家族手当にとどまっており，それ以外の給付は事業所レ／ヾルの取扱いに委ね  

られている。図表3参照。  

、7．ヾ   
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図表3 協約上の休暇手当および年間特別支給  

年間特別支給  
（月給の％）佃1〉  

協約分野  休暇手当  

農業（バイエルン）   

エネルギー供給   

鉄鋼業  
化学産業  

才「油加工シェル・オイル  
有限会ノ杜  

金属産業  
貨物運送業  

木材加二工業（北酉部）  

製紙業  

印刷業  

現：業労働者：休暇1日当 現業労働者：204．52  
リ7．36e  c  

勤続1年目は50  
2年目よリ100  
110（廿2）  

休暇1【＝1ミレlリ20．45C  95  

750C  122．5e   

休暇中賃金劇1細の50％ 25，・・55  

イ木暇ーい‡i令‡lし当紙の50％ 2050  

休暇Lい賃金担当観の56％ 65  

休暇中賃金ノ相当触の50％ 95  

5（）％  95  

85100  

82．5  

100  

現業労働者：93  

職員：55  

繊維産業（バーーデン ・ヴ 417．21756．71e  
ユルテンペルク）  

衣服産業（バイエルン） 374497e  

良品産業  休暇1l1当り13．80C  
建設業  現業労働者：休暇Ll■賃金  

州当紬の30％  
職H：休暇111当たリ  
28．12e  

卸売（ノルトライン・ヴ 643．55e  
ェストファーレン）  

4二i3，92（：  

休暇中賃金オ‖当額の5（）％ 62．5  小売業  

ドイツ鉄道  

ドイツ郵1東  

ドイツ・テレコム  

民間運輸交通業（ノルトライ  
ン・ヴュストファーレン）  

銀行業  

保険業  
ホテル飲食業（バイエルン）  

建物丁古掃業  

官公庁（連札州，廿川丁村）  

4（）9．03e  

332．34e  

256／332e  

イ木暇11】当り12．78e  

100  

10（）  

100  

3040  

n
U
 
O
 
 

O
 
O
 
 

1
 
8
 
5
 
 

休暇l巨甘食相当額の50％  

休暇1口当り6．30－7．40C  

現業労働者：332．34e  

職員 二332．34eまたは  
255，65e  

現業労働者：65  

83，79  

注1： これは年間特別支給，クリスマス子竺lなどと呼ばれているものをす  

べて手旨している。  
注2：これは）呪方の手当♂〕仙一宿払いである。  
出所：図表1と同じ。83頁。  

．うリ   
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2 変化している点  

a，全域産業では賃金協約の構造が人きく変更され，賃金は労職【一本になっ  

た。その結果，協約賃金等級に格付けするための職務分析指標が詳細になっ  

た。  

b，賃金体系のなかで，かつての成績二卜11（2：i）に比べて，成績給の比率が高ま  

った。同時に，それを公平に道川するために，成績詔佃手続が協約により詳  

細に）王められることになった。  

C，事業所内の社会給付の種類および水準は減少・低下しつつある。  

d，当時に比べて，金属耗業の協約で開放条項の数は必ずしも増えてはいな  

い。しかし，労働時間が頻繁に弾力的に運用されるようになって利用率は▲」二  

昇した（図表2）。その理由として，第1に，94年労働時間法改止により時間   

Il庫の形で，大幅に弾力的な運用が■1」▲能になったことである。事業所ごとに  

′芳働時間を弾力的に運用する余地が広がり，その分，協約における細かい労  

働時間の定めは減ってきた。協約所㌫労働時間を達成する際の調整期間が長  

くなる傾仙こある（24）。第2に，ドイツ経済もグローバル化の披にさらされ，  

さらにEU拡大により，ドイツ企業の競争優位が低下してきたことである（25）。  

それが労働時間の効率的道川を化す背景となった。  

時間外労働実施の要請に対する従業呈i代衣に対応には，基本的に変化はな  

いものの，EU拡大に什い企業か二r二揚を新しいEU加盟国に移転する動きが  

強まー），従業員代表の対応でそのような経漬的な事情が考慮されるようにな  

ってきた。  

e，雇用保障協定が増加してきた。ただし，それは凶際競三如こさらされる令  

属・電機産業が主のようである。その背景として，労働時間弾力化の矧Iiと  

重なる点が多いが，企業の経常状況によっては従来の雇用を維持しつつ従来  

通りに短時間坑■働・高賃金を提供することが困雉になりつつある。  

二 E 従業員代表の分析  

九  事業所内規制では従業員代表の役割が重要である。本稿で取り上げた2つ  

の事例でも，従業員代表はそれぞれに個性をもっている。これらの事例に見  

られる従業員代表の特徴を整．印しておく。  

イ）S祉では，最新二上場がハンガリーではなく，貸金水準の高いドイツ国内  

に設立されたという特別な事情がある。ドイツとハンガリーの賃金格差を考  

6〃   
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えるならば，思い切った経営判断である。このような場合，国内に最新工場  

を設立する条件として，［j本であれば採算をとるためには，雇用構造や賃金  

体系の見直Lを行いそうである。しかし，ドイツでは賃金は職務給であり，  

協約適用Fにあるために，協約賃金を布引こ切ー）下げることはできず，ほか  

の二L夫によって生産件を引き上げることが求められる。生産性向上のための  

改善活動は，口木では使用者主導で行われるが，従業員代表の参加権が強い  

ドイツでは使用者は従業員代表と協力Lながらそれを進めざるをえない。ド  

イツでは労働者は従業員集会で自分らの意見を表明する機会もある。そうな  

ると，使用者としては，従業員代表や労働者の意見をくみ取りながら生産件  

向上に取り組むことを余儀なくされるが，他面で労働者をそれに統合するこ  

とは容易であるともいえる。   

S祉では，従業員代表が協約に違反して労働者の40％につき協約所定労働  

時間を超えて佃別により長い所定労働時間を合意することを認めている。ま  

た，同じく協約に反して，長期の調懲期間を含んだフレックスタイム制を採  

川Lている。そこには，使用者と従業員代表が協力して最新工場を維持Lよ  

うとする姿をみることもできる⊃ 従業員代表は協約に違反した行動を行って  

いるが，その事情は従業員代表が組合規制から意識的に逃れようとしている  

というよりも，最新工場を軌道に乗せることに協力している姿であると筆者  

は解Lておきたい（26）   

S社の従業員代表をコトホフの従業員代表タイプ分類（27）によって分類する  

と，「尊重され安定した従業員代表」に該当しよう。その埋山は，まず代表委  

員投票率78％は高い。しかし，従業員集会出席率40％はやや低い。これは当  

事業所における労働者構成で開発技術員が比較的多いことと係わるのであろ  

うっ それでも選挙における候補者は定員の2倍近くいる。組合組織率30％に  

支えられて，使用者との関係は良好であるが，それは使用者の善意にばかり  

依存しているわけではない。l二場新設も従業員代表の働きかけを抜きには考  

えられないであろう。Lたがって，基本的に独力で使用者側に認められ，そ  

れなりの実績をあげているとみられる。  

ロ）つぎに，K百貨店では深刻な経営難にあるという，これも特殊な事情が  

ある。ここでは全社規校のql央従業員代表が経営難乗り切ー）のために積極的  

に発言し共同で克服に努めている。従業貝代表が協力する以上は，国難克服  

の方法は労働者だけに負担を及ぼすことはできない。使川者側は経営内容を  

fil 

八   
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公開し，人員削減の方法も社会計画策定芳どにより労働者に痛みの少ない方  

法が模索されることになる。また，K汀貨店F店の従業員代表が協約．卜乗せ  

支給の基準とリストを示させているのは独卜丁1の成果である。  

K百貨店F店の従業員代表は，タイプとしては「協力的な対抗者としての  

従業員代表」で，やや「階級間事的な従業員代表」に近い。ここでは組合組  

織率は65％と極めて高い。現在の経営難による特別な事情を措いて考えると，  

旧H社時代に獲得Lた企業内社会給付の水準は高かった。投票率7割はまず  

まず高いが，従業員集会用倍率が5割であることはそれほどでもない。これ  

はデパートのために女性やパートタイム労働者が多いという労働省構成とも  

関係する。現業労働者中心の事業所のようにはいかない。その点では，組織  

率は高くても，労働者が強力に後押しするようにはなりにくい。  

ハ）2社とも，従業員懇談や労働峠間違用などで事業所労使は独自の工夫に  

取り組んでいる。K百貨店では従業員代表主導でそれが行われている。その  

背景には，従業員代表が法律により参加権を保障されていることであり，そ  

れにより，従業員代表が経営に発言することを誘発され，労働省は発言を保  

障されるが故に，それに前l占」きに関与する傾向がある。労働者に発言の機会  

が与えられても，ドイ、ソのようにそれが法律により使用者に義務づけられて  

いるか，それとも便川者♂）「発意」にもとづくかで大きく異なる。  

むすびに  

この10年余りの間にドイツの労働条件規制の実情はかなり変化してきた。  

それは金属産業で賃金が職員と現業労働者で一本化されていること，企業内  

の賃金上乗せ支給が通常のことではな〈例外的になったこと，1994年労働時  

間法改正を契機に協約の労働時間規制がか業内で人幅に弾力的に運用される  

ようになったことにみられる。  

さらに，最近では，2004年のEU拡大後，企業がEU新規加盟国に工場を  

七 移転させる動きを強めてjゴり，自動ヰおよび電機姥業でほ国内二Ⅰ二場で労働時  

間を延長する動きが口立つ。2004年には，ダイムラークライスラー社および  

フォルクスヴァーゲン社で，期限つきの雇用保障と引き替えに，新規採用者  

や現在の労働者の一部で労働時間を延長することが労使間で合意された。そ  

れぞれの企業がおかれている事情は異なっており，それらを一律に評価する  

バニー   
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ことはできないが，こうした動きは今後も続くことが予想される。  

（1）協約事情は同じ産業刊でも協約締結地域によりやや異なる点がある。  

まず，金属産業で成兢給の比率は，繭バーデン地域では15％であるが，北バーテンりヒ   

ヴュルチンベルク地域では16％である。また，過35時間労働の通用を外れて，個人的に週   

40時間まで所定労働時間を延よ這することができる労働者の比率は50％までとする協約地域   

が多いが，南バーーデン・ヴュルテンペルク地域では］8％である。きらに，賃金水準は，北   

ドイツよりも摘ドイツのほうが高い傾向がある。そのような格差が生じる背景は，南トイ   

ツのほうが失業率が低いことである。バーテン・ヴュルテンペルク州では全国最低で．5   
％の失業率である。  

協約交渉および合意の時期も地域によI）異なり，新しい賃金基本協約はバーテン・ヴュ   

ルテンペルク地域では2003年9JJに締結されているが，ヘッセン，ラインラント7Uファ   

ルソおよぴザールラントでは，2004年7ノ1時点ではまだ交渉中である。  

また，ほカ▲の産業分野も含めてみると，協約締結単位二は，各種協約によりやや異なるこ   

とがある。たとえば，フライブルクTrJで適汁】されている協約をみると，金属産業では，一   
般協約は南バーデン（バーデン・ヴュルテンペルク州の約3分の1の地域）で，賃金基本   

協約はバーテン・ヴュルテン〈こルク地域全休で，特別支払，雇用保障および高齢者短時間   

雇用の各協約は南ヴュルテンペルクと南バーデンで一つの単位として締結されている（バ   

ーデン・ヴュルテンペ′レク州の約3分の2の地域）。他方で，小売業では，いずれレヾ－   

デン・ヴュルテンペルクという州に対応する地域を単位に締結されている。さらに，協約   

有効期間をみると，以前は1年間であったが．延長される傾向にある。郵政廃業の賃金協   

約は2年間であり，金属産業では4隼牒］である。その期間設定は∴労使間ではしばLば雇   

用保障協約とセットになって交渉されている。  

（2）出来高賃金（アコード賃金）とプレミア賃金の達しゝに関しては，「l本労働研究機構編・   

久本憲夫・竹内治彦著『ドイツ企業の賃金と人材育成』（1998年，R本労働研究機構）64   

頁参照。  

（3）ドイツにおける職務給の職務評価手法は，－一貫して得点要素法である。それは各評価項   

目ごとに塵要度ポイントを決め，当該職務がどれほどの重みをもつかにより点数を定め，   

それを合計して賃金碩を決める。アメリカで食も頻繁に利用されている市場調査法がドイ   

ツで利用されない】理由として，ドイツでは職務評価千法は産業別協約で定められておl），   

同一一産業内では共通している。山場調査法は「け→職務でも他社がより高い∴または低い賃   

金を払っているときに，労働省の介業間移動を促進または抑制するために採用される。し   

かし，ドイツでは同業他社も協約賃金を払っておー），まして今月のよう仁こ協約L乗せ賃金   

がほとんどなし、状況のもとでは，それを考慮する必要件はない∴ただし，優秀な人相の流   

出を防ぐための結滞として，市場価値の高い労働者に対しては例外的に協約上乗せ賃金を   

支給するという措置が講じられている。  

（4）藤内「ドイツにおける労使協定等の実例・上」岡廿大学法学会雑誌46巻2号（1997年）  

185頁以F参照。  

（5）毛塚勝利「西ドイツ金属兼業における労働協約と企業内労使間協定」静l増大∫字：法経論集   

56・57号（1986年）217頁参照。  

（6）日本でフルタイム労働者とパートタイム労働者の均等処遇が議論されているが，それを   

進めるためには，職務を分析し，職務相当に必要な職業的資格・水準，必要経験年数，責   

任度などによって人事制度を区分することが不可欠であると考えられる。  

†工●∫   
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（7）従来，食属産業では類似の職務に従やLていても，職iiのほうが現業▲制動者よりも月700   

ユ．－ロ多く：支払われるi：うに怖什けされているといj）れる。Vgl．FraIlkfurterRundsch；1u   

v．06．07．2（柑4  

職務．軒価に関しては，EUが指針せ定勃ている。ドイ、ソの協約の約8剖はそれに違反し   

ているといわれる。職務評価に関しては．多くの研究機関がモデルを提案している。金属   
づぅー組バーーデン・ヴュルテンペルク地本では，内部で男虹および労職間格差をなくすべく議   

論して，協約交渉で提案したが仙川右側のノ文対にあい合意に到らなかったという。  

（8）このように労使日数委員会で取り根うことは，必ずしもポピュラーーではない。調停委上i   

会（SchlichtungsausschuB）で扱うという産業も多い」そのi：うな特別の取扱い機関が   

定められていなければ，その郡度仲挽歪主二ま会を設帯することになる（事業所刹1織扶99条1   

項）。  

格付けをめぐる扶的取扱いに関しては，腰板稔弘「ドイ、ソにおける協約上のli企■給う一   
決定をめぐる紛争の法的処坪」骨鰍裾野り槻lニラ91リ・（1996年）63貞こ以卜参照。  

（別 ドイツのこのような収抜いは．＝本にもホ唆をノノーえる。すなわち，労働片本人に輔責弔   

山のない何l、〕かの事情により，従来の職頗を押、」1できず，担二11職務を変更すれば賃金格付   

けが下がるという取扱いは，変更解約ハ▲匁＝二あたり，†昨雇を避けるための措置の一つとし   

て，仲川ノ削こfl持させることが期待吋能な抱囲でづナ働拙二職業訓練の機会を与えることを   

検討すべきであろう。  

（10）成果主義壬i■金の運用にあたり，従業‖代表が果たす役割は人きい。仰］々のノ制動者の賃金  

l凡沢は従業員代表にその′／j：しで渡され，労働舌はl二1分の，椚酢処遇に不満をもつときは，   

卜．刷こ菌接伝えることもできるが」走業日代表に木‖．談する，または同伴してもらうことも   

できる。ここで成果主義賃金が適用される労働者のサポート役とLて，また，制腔の監視   

機関として，従業員代表が大きな役割を果たす姿をみてとれる。  

（11）いわゆるクリスマス手当は各協約では，クリスマス∴巨－1，年末手当，年間利益配当，貨   

与（Gratifikation）などの名称で支給されているこ）令臓ヰ三業では，「特別支給（Sonderzah－  

1しIng）」という名称で支給されている（事業所の特別支給に関する協約）．支給蘭は勤続年   

数によって異なり，、ト斗二勤務で月給のり∴うカノ」分，l古」1年で0．4カ．．「1分，トり2午で0．5カ月   

分，同3年で0．6カ月分である。かつては1カ月分を支給することが多かったが，減街さ   

れてきた。その一閃は，96年に賃金網潮時‖l】支払日ミが改1卜されて，疾柄休業時における賃   

金保障が100％から8U％に減糾されたときに，協約で■JJき続き100％保障を続けることと引   

き番えに、協約L二のクリスマスr当が減備されたとイ云えられる。  

また，同庫業では咋休（3り【りが有給であることのほかに，休暇手当として，休暇Il■の   

賃金＝fH当額の50％が支給される 州湘闇宣4条3）。  

他ノ∴ ′ト売業では，クリスマス千二、l什土「特別支給」のれ称で，は金月術の62．5％とされ   

ている（一般協約19条）。また，休暇丁lとLて休職期川中の賃金相当柏の50％が支給さ   

れる（17条とそれにもとづく別の取り決めに．より〕。小売業では年休「1数が多い。午齢25   

歳末淋で3211，25歳以仁で34【】，30歳以lて：う611である。，これは小壷業では－女性比率が高   

く，そのために年休に対する希望か強いことの反映であろう。  

（Ⅰ2）これに関する事例を紹介した文献とLて，徳永・垂良庵紺西ドイツl二」動中二1∴業の労使関係』   

（1985年，御茶の水＃扉）355妄「（以卜〔刷Ill、．■1友〕，毛塚・前掲注（5）226頁，藤l入い前掲妾iミ  

（4）275頁などがある。  

（13）和IH輩『ドイツの労働時間と扶』（1996Jh 有斐「瑚）116兵参照。  

（14）何前ノ恕人「ドイ、ソにおける労働時間弾力化の現状」労働法律旬報1445り・（1998年）6長了   

以F，橋本1敬fイホワイトカラーーのづ日動時間に関するドイツの法規制」［J本′芳イ動研究雑誌  
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519号（2〔It）3年）24頁参照。労働時間をめ〈、、っては，頻繁に労使交渉の争点の一つになっ   

ている。最近の令属席業では，イ出舶用りが，「使川者と従業員代衷が，協約所定過労働時   

間を5時間まで事業場内の所に労働時間を延長できる」旨の開放条項を要求している。そ   

れに対し．組合側は，弾力的な述川に対する規制を求めている。Vgl．FrankfurterRunds－   

cllau V．2臥01．20（】4  

（15）時間外労働の手続きに関しては，藤内「ドイツの労働暗闘短縮」l」不労働法学会ぷ83写－   

（1994年）36頁以ド参照。  
（旭 参考までに，ここの施設・設備の一端を紹介すると，デパー トなので，」坊災のために各  

】i削こスブリンクナが取り付けられ，火災時にl′l動的に閉まる鉄製ドアが取り付けられて   

いる。デパートからでるゴミ甑は†十杜の童什で分難し処理することが義務づけられていて，   

運搬川トラいノクが直接に搬送できるように聞取りされている。  

レストランは社日食堂を兼ねているか，ドイリでは禁煙スペースを確保することが義務   

づけられている。従業員は定食を2．7ユーロで提供される。食事に対する使用者による補   

肋は就業規則に定められている。また，従別iが波労直視するための仮眠室かある。  

（17）「このような取劇いをどうするかは，肌合内部でも議論がある」との組合役上iの指摘が   

あった。  
（lS）藤内「ドイツ小克業の営業凧朝川踊り」李二1二り労働法川6号（19錮午）80白以下参照。なお，   

その後法律政止されて，2004年呪れJ田川とLてJ日烏！から金曜までは6：0020二00，土   

曜は6 二0018：00グ）菅業が許されている。  

（19）和IF卜前旭注（13）98頁。  

帥 西谷敏「ドイツ労働法の抑力化論・3」人I娠lト人法′ソニ雑誌43巻1弓・（1996年）7頁以下   

参照。  
飢）殻近，人・甘九人郎氏により，ドイツにおける組合による規制と従業員代表による規制の   

相互間係に関する実証的研光が発衣されているが，それを踏まえた研究は今後の課題とし   

たい。大童「ドイツにおける事業所レベルの利益代表制」労働祉会学研究2サ（2000年）  

1頁以卜，ト什トイツ化学耗業における事業所レベ′レの労使関係の実態と機能」独協大学   

ドイ、ソ学研究46り・（20（11牛）8り吏以卜，同「ドイツにおける協約システムの分散化と企業   

別労働協動」大原社会問題研究所雑誌541号（2〔旧3年）37頁以卜参照。  

¢2）毛塚勝利「組合規制と従業fi代走規制の補完と相克」軒別証一価川介二業レベルの労使関   

係と法』（1986年，類草薔房）213真以下。  

（摘成績丁当とその法的問題に関しては，紺万杜予「卜、イツにおける成約力＝給制度と法的規   

整の構造」季刊労働法190・191ぢ一（19〔甘fト）127頁以下参照。  

なお，成績手1・戊糸紬」給グ）比率は賃金全体の30％を卜因ることが，法解釈上，求めら   

れている。30％を上回るときには，賃金変動か－不透明となり，労働者の期待・予測叫能性   

を奪い，透l相性規則（民法307条1項の2こ）に違反すると解釈されている。高橋賢二『成   

果＋義賃金の研究」】（2（IO4年，信Ill祉）168頁参照‖  
伽）橋本・前柚i榊4）25和こよれば，時制外労働分をその後の時間で精算する口座の調牢期間   

は，6カH以下が31．4％，6カ月以卜1午以Fが38．6％である。  
（25）和I11肇「ドイツ州勒法の変容」‖本労働法学会誌93号（1999ヰ）64頁，共同決定審議会   

報告『共同決定と新しい介業』藤l勺「ドイツにおける従業員代表の最近の実情」岡山大学   

法学倉雑誌54巻3号（2005咋）62f（。  

（26）この点では，従業f汗し表が意識的に糾合規制から逃れようとLている従業員代表の事例   

とは事情が異なると理解する。意識的に逃れようとLているケーースとして∴藤内・前掲注  

（25）39真のジーメンス祉従業員代演があろうしなJゴ，各従業ii代表が組合の影響からのかれ  

（i．了   
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て「一人歩き」Lているか手iかの評凧ま，その事情を総合的に考慮Lて慎重に行われる必  

要かある。   

（2乃 藤内「ドイツにおける従業員代表のタイプ」岡帖人学法学会雑誌47巻4号（1998年）135  

頁以下参照。  

〔付記〕本稿の執筆にあたっては，紹介Lた従業員代表から調査への協力を得た。S祉W  

事業所従業員代表議長のRud（）1f Schlegel氏，K灯用店F店従業員代表議長のRieker  

氏，副議長のUweRichter氏，さらにはトイツ労働組合同盟南バーデン地方議長のJtirgen  

H6fflin氏に協力Lていただいたっ 記して謝意を表する。  

（とうない・かずひろ）  

fifi 
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〔資 料〕  

①金属1食属産業・バーチン・ヴュルチンベルク地域・賞金甚本協約  

②食属2 令届産業・バーテン・ヴュルテンペルク地域・一般労働協約く労働時間関係＞  

③金属3 令属兼業・成績イやに閲する協約（職則Ij）  

④金属4 成績評仙指標および評価等級（税＝業労働省用）  

⑤S祉1 S社規程「従業員懇談と成績評価」  

⑥S祉2 S祉における什仝給付  

⑦S朴3 事業所協定「フレックスタイム制」  

⑧小売1 小克業・バーーデン・ ヴ1ルテンペルク地域・接合労働協約  

⑨小売2 ′ト売業・バーテン・ヴュルテンペルク地域十一般協約  

協約上乗せ支給される労働者の賃金変更予定  

作意の祉l斗廿会給什  

IllH祉の社会給付  

人事考深表  

休日カレンダー  

就業規則  

≠業所協定（労働峠仙関係，1998年締結）  

事業所協定（労働時間関係，2003年締結）  

磁気のカ・ドに よる嶋田】intl定のヂ夫施および適川に関する事業所協定  

従業日向けパンフレット「巾L合わせにもとづく刑動時間編成」  

⑲K石指店1  

⑭K百Ⅰ引責2  

（吟K古墳JJiニi  

⑬K百焦眉4  

⑲K白壬篭居5  

⑮K百貨店6  

⑲K什柑橘7  

⑰K「】－卸占8  

⑲K百貨店9  

（画K打H店1（）  

注：濾形下線は，事業所ニl1串者に取扱いが委ねられている定めを指す。下線は筆者による。  

①金属1〔金属産業バーデン・ヴュルテンペルク地域・賃金基本   

協約（2003年9月16日締結（1））〕  

4条 基本給確定の原則  

1 9粂1項にもとづく労働者の基本給請求権の確定の基礎は，格付けされた作業課題で  

ある、1  

2 作業課題は作業組織によって規定される．それは全体的に考慮される。その格付けに  

あたっては，以ドの定めの範囲内で，担われているすべての部分課題も考▲慮される。  

5発 作業課題の楷付け  

1 格付けの対象  

ト1評価と′格付けの対象は，事業所内の作業組織に応じて担われる作業課題の要件（Anfor－  
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derungen）である。  

12 作業課題の評価にあた′）ては，仰仰二r】勺にみて作業課過を特徴づけるあJ〕ゆる部分課題  

が考慮される。  

2 作業課題の評価と格付け  

21作業課題の評価と倍イゝj■けは，下ii己の等級手続を過川して6条にもとづき作業評佃の方  

法で子fわれる。  

22 等級手続は直接に（6条4′1），または協約上の水畔例に関連して（6条42）．もLく  

は事業所内の補充例に関連して（6条43∴1楯仲比較の方法で行われる（〕  

評価および蘭付け制腔の構成は，イ、】■録に掲げtれた協約卜の水咋例のカタログである。  

23 協約当事者は，技術rIlりjよび胤L織的な展聞から出発して水準例のカタログを，新しい  

事例を導人する必要性にもとづいて再検討し，場合によノては補允をできるだけ遅滞なく  

協にするものとする。  

6条．許仙と格付けの制度  

1 等級手続  

11作業課題の佃仙を規定する肘掛ま，作：紫要什にl対する以卜の評仙才旨標である。定義は  

付属資料lを参照のこと。  

a．知識と能力  

・職業教育  

・専門教育と経験  

b．思考  

c．行為の裁量，責≠  

d．コミュニケーーション  

e．部下の指導  

12．沖イ酢指標の安什水準は，写級によ一Jて異なる。  

ト3 ．刑i肘旨標および等級の重みは，ランク分けされた点数となる．  

14 作業課題の合計得点は，個別の．甘価満雄封二もとづく点数の合計である〔  

15 合計得点は下記のように17グ）賃金グルーフロに分机される。  

（沼   
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賃金グルーーフ  得点総数  偏二す  

35－38   

13  

14  

r          ロ  6  10       2  78  田  39－42  3  911  四      4  1214      5  1518  

6  1922  15    7  2326  16  59－一63  8  273q  17    6496    9  」   3ユ34  

6－2 協約上の水準例は，付属賀嘗＝にもとづく等級丁・紙の適用のもとに拘束力を伴って評  

価され格付けされる1〕  

63 負担は，等級手続とは別に手さ1によって特別に考慮される。付属資料2を参照のこと。  

6－4 制度適川   

以下の・下総が過川される．－  

（1）6条1にもとづ〈等級手続は作業課題を評価するための協約上の水準事例の梧付けを  

考慮して，直接に適用される＝   

格付けの基礎は，作業課題のi書己述であるLJ   

阻カの合意にもとづいて、このi‡J述の過川を排除することができる（つ   

評†l桐の紙栄は，それぞれの評価指麿に対する閂H」が1■1l‾される。  

（2）作業課題は，協約卜の水準例ホリヒ較することによって，評イImされうる。ノ   

作業課題の楕付けは，その際に協約上の水準例ホと関連させて行われる。作業課題に関  

連して，評価が異なる場合には，宵「射でその他llをホされるものとする。  

（3）協約卜の水準例ホを考慮して，7条で定め「っれてし、るH教委舅会でIi］意して，事業所  
内の補充的な例示を定めることができる、l■口数委H会のなかの一小判のl古」意によって，そ  

れに代替することはできないr〕   

補充例ホは，641従って評価される。作業謀題は，計装所【句の補充例示と比べて評価さ  ○  

れうる。   

事業所刊の補充例ホは，紆企業レベルの軒数委員会の了解をえたうえで、統一一的に定め  

ることができる。】り数貴とi会のメンバーーは，中央従業片代表および企業経営l嘩によって拍  
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名される。  

7条 同数委員会  

1 事業所内では、卜り数で構成される格付けないし二首情処理委員会（以下，同数委員会と  

する）が設届される。  

1・一1同数委員会は，使用者側および従業員側かご〕3人ずつで構成される。従業員側代表の  

少なくとも1人は，従業員代表委凝でなければならない。  

12 使川若柳代表は使用古から，従業員側代表は従業員代表から指名される。双ノバま委員  

と同数の補欠委員を指名するu  

l3 使用者と従業員代表は，つぎの事項につき協定することができる。  

・同数委員会の委員数に関する異なった取扱い。ただし，各2人を下回ることはできない。  

・址人同数委員会の設置に関L，使用者と従業員代表の聞でさらに合意を枚索する試み。  

・下記の仲裁委員会に代えて，く じ引きによる決定をすること。なお，これを個々の事案  

ごとに定めることもできる。  

・仲裁機関議長を外部に依願し，それを決定する手続を通常とは異なって定めること。  

14 使用者と従業員代表は議事次第につき，その期＝お  とは異なって定め  

ることを合意することができる。同数委Ei会は，そのための提案を行うことができる。  

15 間数委員会のいずれの側も，専門的な観点から選ばれた相談員を介業のなかから，会  

議に州席することを要請することができる。  

トー6 同数委員会の委員および補欠委員は，本協約にもとづく職務を遂行するために貨令を  

減額されることなく，通常の職務を免除される。本協約に関する研修についても同様であ  

′こ  

21司数委員会の任務  

21同数委員会は，つぎの議題を扱う。  

・存在するが，まだ評価されていない作業課堪の格付け，  

・新たに生じた，または変更された作業課題の格付けJ   

ただし，本協約がそれ以外の任務を課していない場合に限る。  

22 委員会はさらに，個別事案ごとに三呪キニ】・の格イ車ナを検討する権限を有する〔）ただL，変  

更された職務要件により柄付けの変更が生じうることが明らかな場合に限る。  

3 同数委員会における決定  

3－1使用者は同数委員会iこ，決定の準備のために必要な資料を交付し仮の格付けを通知す  

TJ   

同数委員会のいずれの佃＝ハ ′便川名から理F‡】の説明をうけて，任された作業課題の評価  

が一致する事項につき，作業課題の記述の再検討，および場合によっては記述の加筆を求  

めることができる。   

仮の格付けにつき，同数委員会のいずれの側も，8週間が経過するまでに異議を申し寸  

刀ノ   
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てることができる。仮の格付けに対する異議申立が認容されない場飢こは，それが確定的  

な決定となるし   

格付けに対する異議中二寸二は認谷されなくても，個別の評価指標およびその理由付けの評  

価iこ対する異議小立が認められた場′斜二は，その旨が記録され，格付け資料に付記される。  

この場合には，仮の格付けは効力を有する⊂ 仮の楷付けは，異議申立があっても，確定的  

な決定三まで効力を布する。   

有効な決定が佃りの格付けと異なる場合には，新Lい格付けが同数委員会への通知の時  

点まで遡って効力を有する。   

有効な決にが従来の格†、J■けよりも低い場合には，新しい格付けは有効な決定三の時一兵以後  

に効力を有する。  

32 前記の柿付け再検討にあ／こり，現在の格付けはこの千続の範囲内で，他に定め▲ゝ〕れた  

拘束力を伴う決定の峠．t‡まで，有効である。  

33 同数委員会で合意が成立せず，かつ，いずれかの提案があれば，労働協約当事者のな  

かの専門的知識を有する選挙権のある代表1人ずつが会議に出席を求められる（拡大同数  

委員会）〕  

34 拡人同数委員会主よける．、’／二ち入った検討の後にもなお全員一致の，または過斗数によ  

る決定が行われなしゝ場合には，一一ノノの拉案により仲裁委員会が設置される。この委員会は，  

拡人された同数委員会メンバ→お上げ議J之から構成される．〕議長は，協約当事者が確定し  

た複数の候補者のなかからくじ引きで決定される。   

拡大された同数委上i仝のメンバーは ，仲裁委員会の議長となることはできない。仲裁委  

員会議長は、まず調停を試みる（、それが功を奏しない場合には，仲裁委員会か，提案され  

ているなかから指標棉付けおよび賃金グループを決定する。   

決定は，議長によって3週乱以内に即【Llを付して書面で示される。  

35 使用者は，決定が拡人同数委H会のなかで仲裁委員会によってではなく，くじ引きの  

方法で行われるということを決定することができる。この決定に使用者は2年間拘束され  

る。ただし，従業員代表の同意があれば，それと異なる取扱いを行うことができる。   

拡大同数委員会における決定に先．、て亡ち，くじ引きが行われる場合には，協約当事者の代  

表のいずれかは2栗を有する。その者は，3週間以州二決定を書面で理由を付して示さね  

ばならない。  

36 意見対立を解決するための下総は3カH以内に解決されるものとする。  

37 31の同数委員会，3－3にもとづく拡大トJ数二吏員仝．34にもとづく仲裁委員会，もし  

くは35にもとづく拡大同数委員会の決定により，格付け下続は確定される。   

決定から ，また二哩山付けを知ってから2週間以内に，イ那i】者もし〈は従業員代表が，・F  

続ミスがあるか，または46条の諸原則の重大な誤解のもとに評価が行われていることを埋  

け＝二，決定は拘束力を有しない旨の訴えを裁判所に提訴しないかぎり，そ・れによって決定  

は拘束力を和する。  

7ヱ   
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38 決定が取り糾された場創二は，作業課題はl1「」数春日会によ／Jて放判所による理山付け  

を考慮Lて改めて評価される。  

39 いずれの楷付けト続lいでも．6条4にもとづ〈廿制空過Jl］の結果烏よび資料を含んだ適  

切な証明が行われる．〕  

8条 例l喀化された梢イ車ナト続  

1 従業引数500人以卜の，コンツェノレンに屈している場合には二州I人以下の事業所では，  

′肯設の吊放委1二i会は設置されない  

2 その代わりに，従業日代表は／）ぎのれ舶二l対する硬川名の通知を′受け取る。  

・〟在すろが，まだ楷什けされていない作業．甘超の梢¶け，  

・新たに生じた，または変更された作業i課題の桁付け、   

その際に，6条4にもと／J’き対応する資料が渡される〔ノ   

使川都こよる格付けは拘束力を・イJする。   

イ動旧署による作付けが従来よりも低い場合には，それは8週間経過後に初めて効力を生  

じる。10粂にもとづき従業‖代よか町議を小L、ンニるとさには，この期11りは界，議申＼工手続の  

終イまで延期されるし－ ただL，5カメ」を卜l弘之とする√，  

3 1葺合グルーー7Uの異議「巨立の場合には，ぷ世されるべきいJ数委員会は合＝されるu これ  

はイ射1描‾側および従業上ま代よ側からそれぞれ2人の代衣により構成される。ただし，使用  

署および従業呈＝i代よが，それぞれ3人グ）委‖熟まで増やすこセを合意した場合を除く′，  

4 さらに，7条2を除いて，7条の規㍍が咋川される′，  

5 現行規定とは異な／Jて，≠乳所1事署は任意の中葉所l血走によリ7条にもとづく常設  

の同数委H奈をぷ崗することができるこ  

9条 従業員の基本′1i食前求欄  

1 従業月は，確定した作業組織の範囲内で加われている作：業課題の格イ車ナに対応する賃  

令グループの耗本1i斜二村するii出ご柵をイ1する「ノ  

く議事記録＞従業上i（7）基本賃金請求権は，も／）ばJ〕，協約規定にもとづ〈事業所内の手続  

で当該作業課題がどのように詔珊Iiされているかによ／ノて規定されるという点で介意がある。   

特別な相什け先例（Vorgallg）も，従業＝を特定の持合グループに分類することももは  

や行われず，協約当事打は．桁イi］tけおよび梧付け変動二関するご耳≡勘叶組織法99条にもとづ  

〈手続のための黎什はもはやイ削〉っていないという認．諏で－一致して，そこか」1J出発する。  

2 仲川者はこの賃金グルーーフりを従削りJ上び従業1i代表に吾l射で通知する。   

従業員代表にはさらに，基礎とな／ノている析付け先例が＃面で過知されるっ  

3 たとえ従業里か6カ月継続Lて，より低く，またはより高〈桁付けされる作業課題を  

遂行Lていたとしても，lにもと／几、て確にされた借金請求権は，憂更されることなく残  

るし  
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4 その職務に継続して6カJ二j以卜従事Lた場合には，より高い等級の作業課題を遂行す  

る期間全体に対して，1て企グループの令縦の差舶力の寸・＼11に対する請、求権が初めかごっ有井  

する．   

差裾は，一般協約11条32の意味にま；けるノ】齢のそれ以外の部分である。差鶴は，賃金支  

払い，協れ卜確定している事業所内の特別支払いおよび協約上の休暇・手当の計削二反映し，  

二の場合も，時間に依存した可変的な構成邦分と同様に扱われる。   

事業所組織法87条の範囲内で，事業所協定に上って・部の部門に対L，短縮された峠IHJ  

の帖を合意することができる〔）1999年5月1＝時点で有在する事業所協定は，この協約が  

適用される範関内で凌劇はない。  

5 イ軋明者は従業月代衣に川’ト期ごとに各賃令グルーー71’の従業主i数を，場合によっては人  

職時等級を含めて．平面もLくは盲にj′一メーールにより通知し，牛1し凡 それに関Lて協議す  

る。  

10条 異議申立  

1従業員または従業烏代んは，過知されたi与令ケル→プにつき，使用者に書面で異議申  

よを行うことができるu   

異議中二＼ンニにあたっては，賃金グルHプが適切でない旨とその河出1が書面または【l頭で示  

される。  

2 異議申立の後に，貸金ブル【プないしは作業課題の楷付けがイ勘軒抑二よって再検討さ  

れる〔、これは通常2週問以内に行われる。再検討の結果は，従二葉員および従業員代表に遅  

滞なく書血で通知される。  

3 巾検討の紡見 合意が成立しない場翻二は，珊・付けのさらなる検．i寸が同数委員会で†丁  

われる。この場合．確定した作業机純のなかで遂行される作業課題が」是示されている課題  

記述が作成されていなければ，棟川君はそれを作成しなければならない。6条4にLとづ  

き，対応する資料が同数委員会に渡されるっ  

4lr」教委月会で合意が成、1しない場合には，7条33に準じた手続きがとられる。  

5 再検討の結果，より高い賃金グルーー7（】になった場合には，それは異議叶＼上の時点に遡  

って適用される。  

6 再検こi寸の結果，より帆い賃金グループになった場合には，それは拘東力を伴った決定  

の峠．キから適川される⊥、  

7 従業Hは仲検討の結果に閲し，法的手相に訴えることができるし，   

ただし，手続ミスがあったこと，または．沖仰が46条の諸原則の重大な誤解のもとに行わ  

れたことが主鵜されうるにとどまるし、  

】．］条 探聞時および、追加lの等級  

1 事業所さ11事者の求めがあれば，賃金等級717につき，事業所協定によって，採川時等  

∴‘J   
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組もその後に迫力‖された等級も，つぎの定めに従ってl■小時にイfわれる。  

2 採用時等級  

採用時の等級は哲㍍「杓なものであるし それはそれぞれの賃金グルー7で就労の最初の年  

に適用される。  

9条1にもとづく従業員の賃金請求権が其議巾立または再検討の結果，変更された場合  

には，新たな評仙ないし賃金グループの基礎となっている作業課題が従業員によって遂行  

されている期間は探川崎等級における滞留期帆として算定される。  

3 追加の等級  

追加等級では知識およL用巳力にF甘㌻る特殊な要什が．評価される、1そのための指標は，等  

級定義の指標である「知識と能力」という範囲によってはカバーーされないような，特徴づ  

けらjLた事業所l勺の特殊知識ないしは深是引二かかわ一〕た資格である。この指標の具体化は，  

11条1に1占められている事業所協㍍によってイ】二われる亡  

指標は，つぎの事項であってはなノ）ない√）  

・部分的な指標「経験」によ／ノて評イ仙きれるような知識および能九  

・勤続年数，  

・適応能力（Anpassungsqualifikati（）n）  

従業員または従業月代太は，追加等級につき理由を添えて異議中二！工をすることができる。  

追加等級に関する紛争解決のための規定（例，使用者と従業員代表の問の合意，くじ引き）  

は．11条1で挙げられている事業所協定で定められる。より高い賃金グループの賃金の請  

求権は，予め追加等級に対する請求権が存在Lていることを前提とはしないリ  

4 採用時烏よび追加等級の賃金制  

それぞれのユ“ロ額は、賃金・－▼一覧表にホされる。そこでは採用時等級の金髄は，次に低  

い持合グループとの差観の3分の1だけ各賃令グループの金勧より下に，追加等級の金偏  

は，次にホい賃令グループとの差翫の3分の1だけ各賃金グループの金髄はりもL二に置か  

れる。  

最も高い賃金グル→プの追加等組の差触は，この賃金グループの採川時等級の差富山二対  

応する。  

5 採用時等級もしくは追加等拙か＃在すろ揚釦こは，従業員の賃金請求権は9条1に応  

じて変動する。  

追加等級の賃金に対する請求権がない場合には，13条が準用される。  

12条 基本賃金請求権の確保  

1 人格および和動態様の収因によらず，賃令グルーープの低Fにつながるような基本賃金  

請求権を変更する精薄は，事業所組織法90条の規定を考慮して，従業員代表がその措置に  

意見を表明し，その提案を考慮する時l即勺余裕がある程度に適時に通知される。この通知  

には，コンサルタント企業に話Lあいに同席してもらうための情報を含む。  

「J   
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予定されている措置のF川勺，枯類ムよび規快ならびにノF想さjLる関係従業員数も，その  

際に知らされる＝  

2 前述の桔置が作業課題の喪失圭たは作業課題要什の変動二つながる場合には，または  

それ以外の貿件がよりイ±とし、首令グ／レープの基本賞金儲■求権につなかる場合には，催梢者は，  

それか可能であるかぎり，関係従柴riに，従来の賃金ブルーー／ハを伴った，事業所内の期待  

叶能な作業説鵜を提供LなければなJノない。  

3 その上うな作業課題を使用吾が提供することができない場「含には，使用者は，それか  

可能であるかぎ「），労働関係を継続しながら従米の賃金グループで事業所明でほかの期待  

吋能な作業課踵を相当することを吋台勘二するような，資格Irり上肝置（通常は6カ月まで，  

特別な場伽二は12カ月まで）を提供Lなければならなし   

さらに，資格ド」」上に関する労働協約3条4の規定が過川される。  

4 12条2にもとづく作業課題はたは12粂二iにもと′ノく資植向1二措置が従業員に提供され  

ない場合には，その後の時」l〔くで従来とHじ賃金グ／レーゾをともなった期待可能な作業課題  

か提供さオりこならば，その削二はこの作業課蒐が，場合によっては12条3にもとづく，こ  

のために必要な資麿「rり」二措置か，事業述廿卜の都合かつくかぎり，優先的に提供される。  

5 従嘗員が12条2ないL12条4にもとづく期待可能なlいし】rしほ晰／ノた場合にiま，新しい  

作業課題を担当する，または資格向＝m勘川卦始される峠ノ如ゝら，13条の意味における里  

人調啓に対する請求権は生じないし、従業iiが資統一「1J上措置を二甘栗な埋［二11なく中断した場合  

も同様である∪  

6 使用昔が従業盲i代去に，12条1に則らずに通知Lた場合には，より低い基本賃金に対  

する請求権は期間がてらに経過Lた後に初めてイJ‾効となる。この期間は，12条1にもとづ  

く適せな通知の峠一ホ：と，従黎rl代表への突際の通知の峠∴■、〔の時間差に柚き当するこ  

13条 堤本賃金減額時の収入i凋整  

112条2または12条3にもとづく基本1号食請求権の保障がイ刊一能な場飢二は，従来の，  

またはより高い賃金グループの賃金に刈jる請求権が，賃金基本協動7条3－1にもとづく作  

業課題の新たな一時的な栴イ引ナ，またはトJ協約8粂2にもとづく拘束力を伴った楷付けの  

時点で，6カ月以卜ある，もLくはユ1条2にもとづく従来の首金ブル【プの採用時等級の  

賃金に対する請葦権のみをれするときには，従業烏は収人調整を万・えられる。  

2 収入調整は，円単位て，つぎのように計算きれる〔〕  

〔従来の英二本賃金卜従凍の成績T＝、Fユ（LeistしIngSZulage）＋従来の負虹f当〕←〔新しい其  三  

木賃金十斯いり成績給（Ⅰ一eistuIlgSentEelt）T新LいilP＿f空〕  

3 収人調整が，賞金グルM7〇1ないL6では従来の賃金の1n％．貨令グル】プ7ないし  

17では従来の賃令の13％を超過する場合には．そのI∴回る金柚は定例のノ］給への手当とL  

て支払われる。丁当には協約引き」二げか反映される。  

4 収人調整侶，従業員の基本‡て令請求権叫成執ないし拘東力ある柿付けの時点から，  

乃  
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カ月問支払われる⊂ ただし，解雇守㌣潮lぎりは除かれるし∴〕÷1！ナ別間中も調磐は基本賃金と同  

様に協約づlき上けが反映する〔、  

5 18カ月後に収入調整に村する基本賃金の最初のウlき 卜げが算定されうる。それに続〈  

以後の基本賃金引き上げは，収入調繁に対して50％まで算人されうる⊃  

6 収入調整は，賃金算入の際には別々に証明される。  

7 収人調整は，成績にプ己イ干されないトナ1グ〕．汁算では考慮されない。  

8 基本協約6条にもとづ〈高㈱計収入保障の開始のさいに支払われる収入調整は，高齢  

者イ凪時の計算には含まれない。それは印刷逓本賃金の将来的な引き上げには反映する。  

9 収入調繋が支払われる限り．油常の試用期間（EinarbeituIlgSZeit）につき成績給は新  

たな堤本賃叙請求柿小村し，長くても1年間，如くても、事案の18カ月問う軒子の開始前控  

除された最後の3カ川手りの平均にJjけるとlル様に支払われる。従業Hがその成績を「ごiらの  

童伴で低ドさせた場合には，その収人はそれに対応して滅袖される。  

川 つぎの事項ほ，収人調整およぴ13条3に定める千当にもとづいて計算される。  

・基本賞金の引き卜げ，場合によっては，それから生じる成績給の要む，  

・貝杓子三！ヨの引き卜げJ  

11実際の収人調懸か13条2にもとづく実際の1壬企の4％をFk了lる場合には，残っている請  

求権を包子．印勺な一回払いによって補償する旨を，付二意の事業所協定によって合意すること  

ができる。  

12 同¶一の契機にもとづ〈が，LかL別々の臼：的理lLlによりリーえられる‾F当は，この規定  

から生じる請求権に算人することができる〔   

本協約にもとづく請求権は，従業Hが第二舌に対するけ柿の給付に対する請求椎を有L  

ない場合にかぎり発！1二する。   

催用者は，蠍瀾を遵守し様式にしたがって，従業烏のためにそれを主張可台引こするため  

に，従業員が第三者に対Lて給什を請求できるか丁子かを検討Lなければならない。従業長二i  

は，使用者に対し，主眼に必要な申子1「を行い，必要な資料を提供L，必紫とあれば授権を  

認めなければならない。   

従業員は第三者から提供される給イ、jの糾を限度に，便川者から机貸しを受ける。乍引廿者  

は，この返済請求権を確実にするために，第ニj引二対する従業巨iの請求権の譲渡を求める  

ことができる）  

二部成績給（Leisttl【1gSerltge  

14集 成績給を定めるための諸原則  

1 基本賃金に追加して，試用期間，遅〈とも6カf］聞の軌続の後には成績給が支給され  

る。  

2J戊績給によって，協約の賃金基礎になっている戊緯結果が惜われる。   

同等な成績結果は，ノ戊績結果測定のためにで「意された方法のいか／いこかかわらず，成績  
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給において同等の収入チャンスにつながらなければならないしつ  

3 個々人の成績給は，複数の従業月のなかにおける個々人の成績結果にもとづく、つ 個々  

人の成紹給が複数の従業月の成績結果にもとづいている限り，配分の手続は従業員代表の  

同意をえて確定されるt、  

15集 成績結果評価のためのカー法  

1 成績給は，調べられた成親親果にもとづく。そのために，賃金給付の基礎となる出発  

水準が根底に据えられ，提供された成績結果と比較されるっ  

2 成績結果評佃のために，つぎの方法の一つまたは組合せが川いられる。  

・評価  

・指数比較  

・目標申し合わせの範囲内でH標達成度を確定するノ／法し、  

16条 方法の選択  

15条2にもとづく成績結果評価のための方法の選朝は，単独，または組合せで，場合に  

よっては17粂にもとづいて，事業所全体に，各部門ごと別々に，もLくは各職場ごとに適  

川され，それは従業員代表と合意される。その際に，評仙を跡づけることが可能であるこ  

と，および業務運営上のニーズが考慮される。  

17粂 ノブ法の選択  

1 成績結果を評価するノノ法は，つぎのように過川される。  

2 評価  

21成績結果は所定の成績評価指標にもとづく評価によって確定される。  

17条5に応じて，成績指標．その範み，  および場合によってはその格差を，事業所  22  

協定で定めることができる。  

23 事業所当事者が独白のル価指牒を合意しない場合には，評価は協約で推薦されている  

方法によって行われる。付属資料4参軋、′  

2－4 勤務と賃金の関係確定は，20条を考慮して使用者によって，または  

定によって行われる。  

25 評価はに期仙こ，少なくとも年に1恒‖ま行われるし，この間隔は従菓員代表と合意され  

る。従業員は評価結果につき通知される。  

26 成縞給はそれぞれの評価に応じて確定され，評価が行われた賃金算定時期か1、）支払わ  

れる。  

2－7 前回の評価に比べてよりイ氏い成紙給に玉るような成績結果の評価が行われた場合には，  

従業員がその勤務ぶr）を改帯できるべく，それは従業月に理由を付して通知される。勤務  

ぶりがその間になお改善されなかったことが3カ月閉経過した後に評価にもとづし、て明1－」  

77   
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かになった場合，通知かJ〕与ゴーくても3カJ］後に，成純給の減鮎が有来れる。  

3 指数比陀  

31ここでは，成績結果は所定の成績指標にもとづいて成績結果と標準との比較によって  

確定される。標準は，：ト4グ）ような力‘臼：で調べられるか，それとも35のようにデータにも  

とづいて合意されるり 標準を確定するためにいずれのノノ侵さがとられるかは、協定される。  

32 事業所協定では，17条5に応じて，成績指傑わよぴそのぅと休化が指数によって確定さ  

れる。  

33 不石丁欠なl鋸壱事項は，成耕㈲果と成純綿との関係ならびに代金算定期問である。  

：ヨ4 ムー法的な標準調査  

34131にもとづく根準の調査は，イ吏川名‘が委．托した■馴↑家によってjごfわJLる。標準は  

つぎの動昆三を元に調三森され，また往休化されるLr  

3－42 標準調査のためのデーータが把捉される状況は，デ■タ調香リノ法ごとに，跡付けが保  

降されるように確定されねばなJ〕なし   

不可次なデータは，機械「1ミノに把握され加l二されうる。   

データ調査が職場で行われる場釦二は，従業上ま代表および慄係従業l封まそのイ射lJF］的お  

よびそれぞれのデータ調査ノ／法を通知される。  

：i43 つぎのデ山夕収集が許される、すなわち，測定，数景計算，計算，評イ帆 時間等級  

手続（Zeitklasscnverfahren 注：これは，関係する標準作業時l封＝二統計r畑こ近づけるため  

の丁続きを指す），質「札 本人i言己述。以仁の‡‘井耳＝二関Lては，そのために評価を行うことも  

許される。そのほかに，戸め時間を確定する制度である1 

344 成績に関連Lた標準を確定するために，事業所組織法87条1項11号・の範囲内で，  

事業所内で適川されているデ【タ収集ノバム その形態およぴその‖的が従業員代表との】†与1  

で協定される。それは状況に即Lており，跡づけることが可能でなければならない。その  

さいに事業所何の所り一の条件およぴ‖†能性なJ）びに詰柚榊勺な観点が考■慮される（＝，   

千め時間を確定する制度を合意する場合には，＝、11該協定には協約当事者の同意を必要と  

する。  

3寸・5 デーータ収壌にもとづいて標準か変吏される場合には，それは使肝者から従業fi代表  

に通知される。変動ま巾ちに効力を有するn 従業1＝し表が4週間以内に苫惜を申L立てる  

場合には，肯情中二＼フニはそれが有効とされたIlこ宇点に遡ノノて効力を有する。事業欄内でより良  

い期間を合意することができる。  

346 標準に関する廿l満山二、ウニにつき事業所協定で「続が定められる。手続の実施につき  

ノ含意が成立Lない場合には，仲裁委員会が拘束力をともなって決定する。   

苫惜が申し止られた場合には，標準の変更はその小ニ、1二の峠．11・二から効力を存する〕使用者  

による遡及支払い論求権はない。  

：i5 標準の協定 標ナ隼の協定は事業所二」）新苫問でてfわれる「ノ イ刺†ト肴はその根拠となるデー  

タを1軋集することができる、。データ収罷方法の選択および形態に関しては従業員代去は共  

ハ   
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同決定権を有しない。   

合意が成立しない場合には，標準は使用苦によって算定される。この場合には，17条3  

4の㍍三めが準1Ⅰほれる。   

一方当事者の小二＼ンニがあるときには，協㍍千凝が事某所協定によって具休化される。  

36 成績給が時間度フロレミエ（Zeitgradpr泳mie）の意味で，標準時間と実際にかかった時  

間との関係から直接に導き出されるような作業制度のもとでは，事業所当事者は，標準で  

は考慮されなかったが追加「榊二必紫であった時側に対する標準時例数を㍍三める。  

36－1この時聞が一打考慮されていない場令には，従業員は，成績結果の確定のために要  

作か指数比較で定められていない時川につき，指数比較にもとづく成績給平均収入を支払  

われる。   

そのための前堤条什は，追加l的に必要となった峠r帥こ対する原因が，従業員が責任を負  

っている，および影響力を及ぼすことができる部門の外部で生じ，その時間を作業課題の  

範囲内では匡11過することができない，または調整することができないことである。   

成績給坪虻」収人は，量後には19条1により，指数比較から証明された成績給に対応する。  

362 時間関連（Zei亡bezug 注：これは時間とは別の媒介変数である）に代えて，成績  

給確定のために比較可能芳賀をともなった別のデーータを直接に引き出せる場合には，36お  

よび361の定めが準用される。  

363 従業眉が一時的に本来の業務以外の什事を川：二！1する場合には，その者はその仕事に  

つき，指標比較にもとづく成績給乎J壬ノ収人の余紬で成績給請求権を才J一する。  

37 各々の標準作業時問は従業liに対して予め変更されうる。従業員は求めれば自分の成  

績給呆の算定三および内訳を説明される。  

4 甘標取り決め  

41成績結果の確定は，設定された目標に対する達成度の比較によって行われる。  

42 事業所協定では，17条5にもとづいて成績指標が㍍められる。一つの，または組み合  

わされじ成績指標は，便川者の意に反して定められることはないく  

・43 日標取り決めの其礎は，1該「1轢期‖い二対する，成績指標から導き出される，具体的  

l櫻取り決めはイ勅封者と個別従業員の問で締結さ  な作業状況にかかわる「l楳である〔）1   ましi二、  

それは相当する作業構造がある場合には，裡数の従業烏とも締結することもできる。それ  

は従業員と上司の間の相互の収り決めにもとづく。   

枠組み条件に関する過′粁の変むは且慮される。l」楷達成にはさらなる援助や崎間が必要  

な場合には，それは目標取り決めのなかで定められる。   

事業所当事者は従業［iと上司の聞で合意が成立しない場合に備えて，成績結果を確定す  

る別の方法，または事業所lぺの合意手続を協定することができる。画肴が協定をしない場  

斜二は，17条2にもとづく成績評仰の範l川内で成績結果が確定される。つ  

44 日牒触り決め期閲しいにIl標う動釦ことって重要万が†提条什の変更が生じた場合には，従  

業員もしくは上司のFト＼ソニにもとづいて汁標をそれに適合させるか，またはこの事情変更は  

乃   
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トl標達成比評価にあたり考▲旛される。  

事業所当事者は，H標の修止に関する合意が戌lンニしない場合に備えて，評価にもとづい  

で事業所内の合意手続を協定することができる。  

45 事業所協定のなかでは，とくにつざのことか完三められる。  

・l1標取り決めの様式および社内組織における取扱い。  

・R標取り決めの記録およぴその期問。なお，これらはたとえばプロジェクトに関連Lた，  

または事案に関連させるなど，弾力的でありうる。  

・「1標達成度と成績給の対応関係を定めることによる成績「賃金関係。  

千続きは取扱いやすくなければならない「，  

46 成績結果の確定は，ll標速成度懇談で行われる。その際にr1櫻取り決めと「】標達成度  

の比較では理由がホされるものとする。  

5 成績指標の選択は，収納結果確定のための各種ノバムを用いる範囲内で，17条の223  

242および42にもとづいて行われる。考え1ゝノれる成績指僧を付属資料3に掲け－る。   

それは作業課題（職常）と因朱関係にあり，取り抜いやすく，かつ跡づけることができ  

るものでなければち・らない〔，成績結果を特徴付け，かつ第三響を及ぼすような指標のみが適  

用できる。   

指標は付属資料3に掲げる4つの指標をflJいることができるL、成績指標は，質，違およ  

び従業員の行動に関連させることができる。  

18集 成緋結果の調企  

1 成績結果の調査は仙川署によって行われる。そのために必要なデーータは機械的に捕推  

され加二L二される。  

2 一人ひとrjの従業員は甘分の成績結果の確定につき，枚数の従業員は自分たちの共同  

の成績結果につき，苦情を巾L立てることができる。  

3 苦情巾二、フニには理山が添えられなければならない。それは苦情申立の理山を知ってから  

できるだけ迅速に行われなければならない。それは使川省から遅滞なく検討される。   

検討結果は従業員および従業月代衷に通知される。  

4 従業員が検討結果に納得Lない場合には，まず企業内の了解済みの解決ノ」‘臼上が試みら  

そのために事業所1lユ市者は同数委層雲巧どの手続きを似り決めることが  れるものとする。   

できる。  

5 従業員が検討結果に納押しない場合には，法「机こ訴えることもできる。  

6 苦情中二立の結果，より高い成績給果に到った場合には，それは苦情虻立の時点から旭  

川される。  

19条 成績給の確定  

117条36にもとづく請求権を含む成績給は，最終的に確定された成績給を基礎に毎J」証  

β0   
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明される。、   

事業所当事者は，それに代えて，複数の筐金期聞の平均を基礎にすえることを取り決め  

ることができる。その間に生じた協約官金引き上げは，それに応じて平均を引き上げる。  

2 成績給算定のための賃食期間が1カ月を遇える場合には，指標比較では，個別に成績  

給が毎月支給されるような分割払いを，目標取り決めでは事業所当事者の提案にもとづき  

分割払し、を取り決めることができる。   

実際の成績結果に対応し行確定は，賃金支払期聞末に行われる。その際には，分割払し、  

によって従業員にそのほかの賃金請求権でfl・lらのイく利孟宗も生じないように配慮されなけれ  

ばならない。必要な場合には，清算は翌＝に子」二われる。  

3 成績給の構成は従業員に適切な形で証明される。  

20条 成績一賃金関係の確定  

116条にもとづく成績給のそれぞれの協定は，どの方法または組合せを選んだかに関係  

な〈，協定が適川される従業員の平均で定期的に従業員の農本賃金の15％が成績給になる  

ように遅出」されねばならない。  

偶々人の成績給は，0％から30％の問である  

21条 事業所内の成績給の給紙  

1 成績給の総額は，事業所で姓木賃令総循の15％になるものとする。   

勤続期間が6カ月に満たない従業員甘∴、ド均の計算にあたり考慮されない。  

2 成績給が事業所ヤ旦で14％を下lニロlる場訊こは，他用満と従業員代表の置Jでその原閃か  

検討され，その原因を正服するための措置が講じられるLつ   

成績給が事業所平均で13．5％をドLりlる場合には，14チもになるように追加に支払われるj  

詳細は従業員代表と協にされる。二のさいに合意が成立しない場合には，仲裁委員会が拘  

束力をもって決㍍する。  

3 成績給が事業所平均で16％を卜因る場合には，その理11」が使用者と従業員代表の問で  

話し一合われ，必要とあれば，その原lぺを克朋するために措置が講じられるく  

16％を超える部分が協約賃動二もとづき，かつ，協約上の方法によって調べられた場合  

には、それは協約卜の成績給である。この場合に、f証明された協約外または協約上乗せ賃  

金は考直されないし、  

4 イ軋昭者は従業員代表に毎年成績給の二、】∠均をパーセンテージで，事業所全休，各協定単  

位または賃金支払い単椋で知らせる。   

このた紬こ従業日代表は賃金グルー70ぉよび成績給を記載された従業月のリストを渡さ  

、ヾ／   
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＜付属資料1＞作業課題の．酔価およひ廿什けに関する等級丁続  

1 知識および能力   

二れは，作業課題を遂行するために必要な知識および身体的条什，ないし技能を包括す  

る。これらは作業指料∴訓練，体系的な職業訓練，て戦や人学における専門教育およひ凝  

験を．通じて獲得される。作業指導，訓練，体系的な職業訓練，専lll教育および離験の必要  

とされる期間の考・慮にあた一ノては，作業課題を適切に速写十することが，協約にもとづ〈賃  

金支給（本協約3粂）とともに，基礎とされる。知識は，基礎力l識および作業課題の遂行  

に必蟄な，それを通用する能わ（精利的な莱軟性）を含む、   

作業課題の遂行に不可欠な以仁の知識および経験も，作業課題の専門的な要件に含まれ  

る。すなわち，イノ作業JL侶切削軋 ロ）作業工程，ノ＼）紛争解決，司会および表現技術。つ   

身体的な能力か、L技能（FertigkeiL）は，センス（Sinne）お］：ぴ1物即的ないしilT覚的  

な技能の要件を含む。作業課題の遂行に必要な身体的能力および技能も考・慮される。評価  

にあたっては，身体および省イ虻の必要な反応力および技能，すなわち，安全性，正確さ  

およU汀†由度も考慮される。知識および身休的な能力ないし技能の評価にと′ノて，それが  

いかなるノノ‾法で獲得されたかは・甘栗て【iない1あらゆる加識および身体的な能ノ」ないし技  

能は，それがどの程度斬繁に，またどれほど1、ごい暗I11」にわたって求められるかに関係な〈  

考慮される。ただし，それが作業裸過せその仙佃て特徴づけることを条件とする⊂ 要件の  

高さは，必要とされる知識の帖広さおよぴせ■■川勺な高度さとかかわる。評価の出発点は，  

少な〈ともノ封軒声校教育で教えられる知識であり，それは通常，平均的に妥当な労働肴に  

とって前提とされているt，のてある。＃吊iz6T）tti門教蕎の履修要什として必要な学雁（Schulabs－  

chluss）は，重ねて考慮されることはない。それぞれ前提潔什とされている学校における専  

門教育で修得される知識は、専「■■】教育の評仙ですでに考慮されている。  

11 訓練   

この部分指標は，利当する期Iii］［如こt】標設定された（zielgerichtet）作業指導もしくは体  

系的な訓練によって獲得される知識および身休勅庖能力ないし技能を含むし、評価にあたっ  

ては，評価の出発点を超えて，そのための予備加破なしに作業課題を遂行できるために必  

要な修得期間カぐ基準とされる。   

作業指導は，里純な業務，すなメ）ち，中経な作業を処即する活動に関する情報の伝達で  

ある。それはノノ法的か伝達を伴うこともあれば，伴わないこともある√ノ ニの業務は，対応  

する訓練の後には予備知識がなくとも遂行できるものとする。訓練とは業務の反復である。  

（ここで「訓練」とは，後述の「専門教育＿」に比べて水準の休し、むのである。）  

2 専「－11数百ムよび経験  

21専門教育   

この部分指標は，通常の′、／：校数市，職業．訓練法にいう職業専Ill】教育またはそれ以外の認  

可きれている専lll」教育，ないしは人・了：における勉学によって修科される知識および身体能  

力ないしは技能を含む。中門教満里，必要な課題に特有な継続教育ないし事業所内の専門  

＆2   
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教育を含む。この樺の認叶された守門教育がない場fHこは，指標等級の仙他に応じて格付  

けされる。必要な専門数台の．津偶にあたって，それが基幹学校の専Pl教育を超える場合に  

は，あらゆる専一】－】教育の期間およひl勺芥が考慮される。これは実習および経験年数のよう  

な職業的な履修要件にも妥ナ】1する。   

等級BlおよぴIi2では，基幹学校修了後の職業専門教育を前提とする。履修要竹のよ  

り高いほかの専門教育はその価他に応じて分類される。作業課題を遂行するために必要な  

職業的または事業所内のモ引－■j教育の実際の叶谷も評価される√⊃  

22 結膜   

この部分指標は∴専門教育修了後に作業課題を迷子」するためにさらに必要であり，かつ，  

作業課題を遂行することによノ〕て碓糾されるような知識および身休的能力ないし技能を含  

む。作業課題をこなすのに必要な経験年数が評価される。  

両 ロ  知識および能力    1．1  訓練    等級  記述   点数   

作業指導と長期臣」の．訓l練を必要とするような知識および身体的な能力  4   

ないし技能   

作業指導と赦過任削二およぶ訓練を必貸とするような知識および身体的   5  

Al  1回の作業指導と知期l［りの訓練を必要とするような知識およひ身体的   

3  

よび身体的な能力ないし技能であり，その際に訓練は理論的な知識の  

伝達を含むこともある。   

身体的な能力ないL技能   

1．2  専「■■］教育および経験    1 
．2．1  専門教育  な能力ないし抜能  A4  等級A3を」二回る期問に及ぶ体系的な訓練を必要とするような知識お  7 H        A5  、巨年を超える，也才．朋りで体系的な．訓練を必要とするような知識およひ  9  

職業訓練法の怠味において，通常2年間の完結した職業的専門教育  

職業訓練法の意味において，通常3年ないし3年半の完紙Lた職業的  

専門教育  

＆プ   
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家検定技術者）  の後に行われる，通常2年間のフルタイムの高度専門的な専門教育（田         川  
完結したミ引■り人一、r：教育   24  

完結した総合入学教育   29   

1年以内  ．2  経験  3  

2年を1二回り3年以内   5  

3年を．L回リ5年以内   8  

5咋を上回る。   

23 思考   

思考のもとに、情報の入Fと加11ならびに解決モデルの適用，および場合によっては  

具体的事案を解決することが理解されるし 解決モデルとは，当面している課題の範囲内で  

適切な解決が選ばれるような解決ノノ法にいたる，思、考と文書を什う構造であるっ   

困難さと複雑さは，つぎの要素で．沖佃されるrすなわち，・課題と問題性，・鮨決モデル  

の適用とその後の展開，情報の人手と加l「（たとえば，検討課題にあたっての集中，必要  

とされる介入への緊張した準備，監督的役割にあたっての振る挫い）。   

思考の因雉さおよび複雑さの評価にあたり，宗を逸ノブさせたり混乱させる刺激を意甜Ⅰ勺  

に切り梓える必要性が考慮される、、  

2   思考  

等級  記述   点数   

Dl  情報を人乳加工することか寄航刷な課題   

D2  情報を人下し仙て1二することかやや困難な課題，または標準化された解決ん   

法を当てはめることか必要な課題   H  3  

．ヾJ   
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D3  情報を入手し加二」二す  

にもとづいて適切な   

D4  括ほUの解決モデルを   

D5  周知の解決モデルを   

D6  周知の解決モデルを  
問題設定   

D7  刷新的な思考が求め   

」   
が考慮される。   

ることが因雉な課遇，または知られている解決モデル  

解決八一法を選び当てはめることが必要な課腰  

刹1み合わせることが必要な広範囲の課遇  

さJ）に発供させることが必蟄とされる問題設定  

さらに発展させることが必要とされる新Lいタイプの  

らメLる新しい複雑な関越設定。長期にわたる発展傾向  

3 行動の裁量および責任   

行動の裁量は，つぎの点に関するl川J度と表作を含む。すなわち，活動の余地，取扱い  

の余地およぴi央定の裁鼠。   

H両度および責任は，つぎの山で評価される。作業連子f，必要なご手f弦の選択，または行  

うべき決定。その評価にあたっては，作業組織，作業、†二程，技術的な安全性および監視の  

椎類がその者の行動の裁量および素什をl娘界づけているかどfか，どの程度限界づけている  

かが考慮されるっ  

3   行動の裁量および責任  

等級  記述   点数   

＝1  作業は指図にもとづいてイ、」二われる。   

t12  個別の作業（部分課題の枠内で，州別の作業段階）にあたり行動の余地は   3  

わずかであり，作業は指卜州二むとづいて行われるリ   

H3  個別の部分的な課題（依頼全休または作業」二程の一部）につき行動の余地   5  

を作って，作業は指直射二もとづいて行われる。   

H5  作業課題のなかで，よりにい行動の余地を作って，作柴は・一般的な指1ヌ＝こ   

る。   

ⅠⅠ4  作業課題のなかで行動の余地をイトノて，作業は指図にもとづいて行われる  7      9   もとづいて行われる。ほかの行動または可能性を取ることが認められてい  
H6  課題領域に対L行動の余地を什って，作業は廿標基準（Zielvorgaben）に   
もとづいてイ」‘■われる。   

．ヾ．′了   
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H7  複雑な課題領域に対しより広い行動の余地を伴って，作業は甘標基準にも  14  

とづいて行われる。   

H8  包括的㌃課題領域に対し広範な行動の余地を伴って，作業は一般的な目標  17  

にもとづいて行われる。   

4  コミュニケーーション   

作業課題の意味におけるコミュニケーションは，以下の一斗ニを含む。すなわち，情報の交  

換，必壊な協九，必要な調幣，作業クループまたは作業分野の内外を問わず別の部署にJ、」  

する利益代表J   

後述する指標5の部卜指鳶のために必要五コミニ′ニケーンヨンは，ここには含まれないu   

コミュニケーション磐件の程度は，作業課題遂行のためにj評価される。  

4  コミュニケーション  

等級  記述   点数   

Kl  作業課題を処理するための情報の人f＝および伝達（たとえば，注文の受付  ロ  

および断り，ズレ発生の通路）   

K2  作業課題とt自二様にかかわる定例の州別市項の調整（たとえば，ズレの発生  3  

につき議論し調整する）   

K3  作業課題と直接にかかわって，定例的な仙別事頂を超えて頻繁に発生する  5  

前提条件の相違の調整（たとえば，ズし発ご1二の解‖小   

K4  粕似した全体「1標設先にあたり，任された課題群の範関内で調整すること。  7  

さまぎまな利益状態か山塊する。，   

K5  【1標設定が多様な場合に，化された課題群の意義を他部署に対して主張す  10  

ること（納人業者を作った顧＃との対話）   

ること、   K6  目標設定が多様な場合に，課題や部署を超えた意義につき他部汽と交渉す  13  
5 郡下の指導   

部十の指導は，下位にある労働者（場合によっては他の部署の労働者を含む）につき，  

その人事的および専「■朋勺な指揮権限を含む。労働苫を制裁的に配属することは必ずしも含  

まない。  
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その際に，援助，世應ぶよひ、評価など，それぞれの指導状況で指導するために必要とな  

る会話は，枠組み条什に配慮して考慮される。   

枠組み条件とは，業務遇程，資源，人数や資格などの点の労働省構造，労働者育成，作  

業安全などの指導状況に影響を及ぼすほかの要素である。   

部卜の拇導という課題にあたっては，つぎのことが評仙される。すなわち，協力が必要  

な場伽二はその意思があることをはっきりと伝えること。また，枠組み条件が多様な場合  

に指導を行うための要什（Anforderung）。   

前記の謀判とは別に，守雄Flの明小された馴■Ll的指揮権限は，人事的な指揮権限がな  

くても評価される。   

部下の指導の課題をflわない者は この指標は対象にはならない。  

5  部下の指導  

等級  記述   点数   

Fl  恒常的で概観できる枠組み条件および目標のもとで，指示を与えることじ   2   

F2  労働者の意見を聞きながら目標を解説し．課題を明らかにすること。枠組み   り J  

条什の変化とその影響を，その種類および範州の点で概観できる。   

F3  鉦際達成のための共通の課鶴を認識させること。－一部，利書状況が異なっ   4  

ても同様である。枠組み条件の変化とその影響を予測することができる。   

F4  部分的に異なる利昔状況のもとで，課追および部門に関辿した，ならびに   5  

個人的な「1標を共l■iJして屁l謁すること。枠組み条件の変化とその影響を予  

測することは難しい。   

F5  頻繁に異なる利吾状況のもとで，－′けナが所属する，または他の部門の労働   7  

老とともに，課題および部門に関連した，ならびに個人的な「1標を，労働  

者本人の碓イ，‡にもとづいて共同して展開すること。枠組み条什の変化と部  

門や川上11を超えたその影響を予測することは粍しいっ   

＜付属資料2＞n押  

1条 原則   

協約当事者は，労働者の健康を保護するというけ標を共石する。両掬ま，負担評価の範  

関内では健康被‘吉に対し∴支払いを行わないことにつきIiり意する。   

負担が健康被告に到ることを避けるために，負押軽減のための適切な措罵につき，イ吏用  

宵は従業員代表と協議し．なければならない。その際に，技邪，労働医学および衛生学の現  

状ならびにそのほかの認識されている労働什、㌢上の知見が考慮されるh  

β7   
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う射動打および従業員代表は適切な堤案を行うことができる。  

労働舌または従業日代表が提案した川和二つき介意が成立しない場合には，便川音は反  

対する二理由を示さなければならない「  

lい程腔の負拍はすでに鵜木賃金によノノて慣われているものとする。それを卜回る員抱は  

以下の定めの範囲内で評価され，負川手当によって償われる。  

2条 手続   

負川および労働者の負担F当の調査につき，簡略化された等級一紙（8条），労働者の基  

本賃金請求権の確定（9粂2墳4項），異議申立（川条）に関する定めが準用される。た  

だし，当該皿■属資料に別の定めがない場合に限る。   

評価にあたっては，作業課題遂言行時に生じた，またほ場合によっては作業環境によって  

もたらされた則L】が考▲赦される。   

3条にもしとつく負目の種粕（筋肉，刺激イ虻，環境最刊）ごとに，負川の樟度は仝休を  

考慮して踊画される。つ その際に，頻度，期「㌻り，頻度，およぴil担要素が及ぶ時問，場恰に  

よ／ノてはそれらの組合せがそ慮さゴLる 

個別の負抑における各fi‡ltの確定に．車〉た／ノて比、11成子．I動かlい程度を超えた負担を継続  

的におよばす負担の杜度が考慮される、餌」」．等級のハ休化またはある事例を負‡l澤級に分  

類することは，任意の事業所協定によ一ノてイJ－うことができる、「魚担手当は⊥F記の去にも  

とづき，魚租の梓難（筋l礼 刺激十こ址，環鳩影響）の評価の点数合計にもとづき取り扱わ  

吐旦Lそれは賃金グ／い－プ7のパ＝セントとして小されているし、  

負粗に対する手当制度  

ほ金グル【プ7の  
点数合計     比率における金箱   

2．5％   

5．り％   

7．5％   

411十   10．0％  

北バーデン ・ヴュルテンペルクおよび南一丁ユルテンペルク・ホーユンツレルンの協約地  

域では，l困難な労働条什のもとにある鋳造l二楊の常川ヅJ・働者が含む作業j課題で，5点以卜  

に．汁価される負川は，賃金グループ7の12．5％の高さで貝杓子当が償われる。  

＜議事メモ＞協約耳事者は ここで「ノ帯川」とは，鋳造「場で可1断な〈働いているという  

ββ   
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意味には坪解されないことに同意する∩   

手当抽は，基本協約7条1項に定める協約上の過労働時間を基礎とする。それとは別に  

個別に退所走労働時間を定めている場合には，この手当は托分Lて支給される。  

3条 負抑．の杵類とその評価   

本協約の意味で下－11と関連する負頼の栢類は，つぎの種類である。すなわち，筋肉，刺  

激不足，環境影響である。  

1 畝l肉負担   

作業課題遂行に必要な動的，静的または一九的な筋肉ね粋が引暑される。その際に，認  

識されている労働相！、才：1二の知見か考慮される。   

負担は以Fの点で測られる′ すなナ）ち，作動させる加二】二Li7．，1ニ具または生産器具がどれ  

ほどのノ」の発揮を求めるか，作業に必墳な休の要勢はどれほど負担をかけるか，日々の什  

皐で負担がかかる部位に変化はあるか，それは同じ軌肉部分に負担をかけるか，それとも  

さまぎまな部位に交互に負担をかけるか，それは突発的に生じるか，である。  

筋肉の負租  

等級  定義   点数   

ロ  筋肉に対する高度の負柑：重労働、イ利な姿勢を伴う中杵度の重労働（た  ロ  

とえば，かがみ，膝，頭上作業）   

2  筋肉に対する高低の負拙：持別な巾労働，ニイく利な姿勢を伴う重労働（たと  2  

えば，かがみ．膝，頭上作業）   

2 刺激不足による山川   

本協約では，二れはつぎの場合に生じる。すなわち，わずかな力什事で甚だしく刺激不  

足な，内容的に画－一的で「首調な，′削二反復繰り返しの作苦の場合，職場で同僚との接触が  

ないような場合である。  

刺激不足による負担  

等級  定義   点数   

ロ  やや高い負担   

2  高度の負川   2   

．ヾリ   
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3 環境の釘督による負頼  

ここでは，作業逢石に悪影響を及ぼす，または魚押＿を・j」き起こすような外部の働きをさす。  

i冊附こあたっては，認識されていか片働科ヤ1二の知見が考慮される。  

以下の環境岩闇が考慮される。  

3■1騒音  

職場では評価基準はLとして評価されるこ騒F■ぅ㌧の程度は専Fllに照らして調べられる。F  

記の表の価≠には，1997年1†】苛案におけるBGVのBこうにもとづき評価法準の調べが加  

われる。その際に、この規不■■ミにもとづ〈髄汗の刺激の継続件が考▲癒される。  

騒・洋による魚机  

等級  定義   評価基準   点数   

ロ   やや高い魚担   
82デンベル以卜，86  

デシベル以卜   
ロ  

職場で90デシベルを上lロ」る騒二洋が継続するときには，騒抒を怖減させるための適切な技  

術的措置か講じられなければならない。1条2嘩カゞ準JllされるrJ  

32 そのほかの環境影響   

それ以外の環境適確は，F記の（う抑につき総合Lて，全休として考慮される。その群の  

一つでも彩響があれば，その郡のなかて三！1．該n打l．が基礎として考慮されるし 中程比を超え  

る負担が－一つでもあるかJfかは，二2条4」川こもとづいて伴走されるL、  

そのほかの環境射響   

等級  定義   

個々の環境影響に．より継続日  

個々の環境影響により継続作  

より継続的にやや高いf細川  

．・1・二数   

、n＝かある  

llがIf）る，または複数の環境形儲に   2   

321汚れ，油，順肪   

作業にともない，汚れ，i■れおよぴり田彷などが身体に長峠閃にわたりイ、J■弟するときには，  

迩「†1で一Ij．身休を洗うことが必聖てせるしノまた，什二業後に通常－の習慣を卜桓」って休を洗う  

川J   
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ことが不可欠であるときには，油性，脂肪昭，粘着性のある物資または汚れにより身休的  

な負担がある。  

3212 暑さ，寒さ，通気   

皆さまたは寒さによる負机のJ1度は，熱放射，熱伝導ならびに温度計である。異常な高  

温またイ氏温ならびに通気も考層される。   

体を全体的にまたは部分的に冷やすような，作業場における激しい温度変化や通気も，  

それに対する保護措置が十分でない場合には，負担が生じうる。  

32ト3 水．酸性，アルカリ性   

水，隠性またはアルカり作を伴う作業では．衣服およひ身体が濡らされて，負担になる  

ことがある。  

324 ガス，蒸気，ほこリ   

ガス，蒸気またはほこりが，呼吸器王または感蒐器官を刺激し，ないしは視力を悪化さ  

せる場合には，それによリn拍が生じうる。  

32【5 まぶしさおよぴ犯不足   

光の反射，照明イ二足および照明遇照が作業にあたり負租となることがある。  

31－26 事故の危険，保護衣服   

一定の場合に，安全およぴイ揖嘩の措置に誠実な注意を払ったにもかかわらず事故の発生  

を完全にはl防ぐことができない場合，または事故や健康危書を避けるために，動き，視界，  

呼吸ないしは躍ることを佃‖脱するような面倒なイ呆常在服の着用が必要である場合には，負  

担がある。   

事故のリスクの評価にあたっては、事故の重大性および頻度に関する経験則が考慮され  

旦」  

4条 負担手当廃止の場合の収人補償  

1 基本賃金は減額されずにfl担手当が減紙されるときには，その被害を被る者は，場合  

によっては賃金基本協約8条2によ牛拘束力を伴う新たな定めにもとづいて，負担手当減  

額の限度で，月々の賃金補償を支給される、1  

2 この賃金補償にもとづいて，つぎのものが計算される。  

・協約賃上げ  

・基本賃金，場合によっては、それと連動する成績給の変動，  

・負相手当の引き上げ。   

賃金基本協約13条11が準川される。  

3 賃金草本協約13条1および本付属資料4条1にもとづく賃金補償が同時に行われる場  

合には，賃金補償の総客鋸二関しては，賃金其本協約13条3が準用される。  

4 賃金補償によって，負担手当の減板がない場合よりも高額の賃金が支給されてはなら  

ない。  

ウノ   
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5 碁本協約6条にもとづく高齢者賃金イ呆膵（Alterssicherung）の要件充址によって生じ  

る貨金保障は，高齢者保障分拒食に算人されない。  

く付属資料3＞成績給果確定の業績指標   

成績指標の選択は，つぎの指標群にもとづいて行われる〔 

1 作業過程との関連：たとえば，一一個の什1二げに必要な時制，設備稼働率，製造過程所  

要時間，注文完成に要した時間，70ロゾェクト所要時間，量。  

2 顧客との関係：たとえば，顧客の苦情，顧客満虻遁1顧客との接触，補正作業の減少。  

3 生廉品との関連：閑適解決，発想の発展，什l二げ完成度，人胤1二学。  

4 本人との関連：協九 コミュニケーーション， 指導的行軌 能力開発，配置換え頻度  

（FJuktuationsrate）．作業Jj汰」】トーターシップ，多能1二性（Einsatz）．資源・資金の有  

効利用，作業における柱意度，職場の清潔さ，資椅「古ト1二恥軸への参加。  

5 資金との関連：操業間隔，共通絶賛，／一三凧 支払いの遅れ，資源の節約。  

＜付属資料4＞協約にもとづく成績評価一統   

以下の成績評価指標15は原則として従業員全長iに過川され（絵合得点28が上限），指標  

6は役職者にのみ適用される（総合得点32）。評価にあたっては，指標は従業員の作業課層  

に即Lて適用される。例ホされている指標は確定的なものではない。  

＜評佃等級＞  

1 勤務結果は作業課題の出発水準に相当する。  

2 勤務結果は一般的にみて期待にそっているこJ  

3 勤務結果は完全に期待にそっている〕  

4 勤務結果は期待を上回トている。  

5 勤務結果は期待をはるかに上回っている′〕  

く指標＞  

1 効率作   例：効果のある作業遂行，合理的な作業遂イf、期しJが遵守されている，  

2 仕事の督  例：課題を拝意深く行っている，ミフ、や欠陥の頻度，約束や巾し合わせ  

の遵守，アイデアの多様性  

3 柔軟性   例：相当課題が変むされた場合の仕事ぶり，作業環噂が変化した場合の  

仕事ぶり，  

4 責任ある行動 例：目標追求の姿勢，原材料の扱いん，独立性，責任をJjlきせける姿  

勢，職場を清潔に保っているか，安全衛生や健煉に気を配っているか，  

5 協力  例二作業課題を共同で遂ノけする場合の協■力，匝1課題を遂行するさいの  

他の部署との協九 課題遂行の必要な怖報と経験をIH‖軌こ伝達しているか，  

且2   
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6 指導的行動 例二権限を下用iに委譲しているか，部下を職場のなかに溶け込むように  

配慮しているか，部下に対する動機づけ，都下の人材育成に努めているか，部下に必要な  

情報を提供しているか。  

②金属2〔金属産業・一般労働協約（南バーデン，2000年5月5   
日締結）〕労働時間関係（2））〕  

7条 所定労働時間  

1 協約卜の過あたり労働時一日」は，休憩を除き，35時間である。  

11 個々の労働省につき，個人の週所定労働時間を40時l封】まで社長する場合に労働首の  

同意を必要とする。   

労働者が彼の個人的な過労働時間の延長を拒否したとしても，それを理由に不利益取扱  

されてはならない山  

12 40時間までのこのような労働時間の取り決めにあたり，労働者はその労働時間に応じ  

た：支払いを受ける。  

13 合意された労働時間の延長は，当該労働者または使用者の希望にもとづき3カ月間の  

予告期間を経て変更されうる。ただし，双ノJ▲が合意して事前に変更する場合を除く。賃金  

額は変更された労働時間に対応する。  

14 使用者は従業員代表に6月および12月の未までに個人的な週所定労働時間を延長され  

た労働者を通知する。その人数は事業所の労働者全体の18％を超えることはできない。  

2 その労働時間に常囁 かつ，かなー）の範囲で手待時間が含まれる労働者（たとえば，  

ボイラーマン，守衛，機械操作員，運転手，警備員など）については，所定労働時間を1  

1110時間まで延長することができる。ただし，週あたりで，71にもとづく所定労働時間を  

5時間を上回ることはできない。f待暗闘とは，協定された労働時間のなかで，課された  

労働の意味における職務のための，継続的な待機である。   

かなりの範囲の手待時間とは，待機が71にもとづく労働時間全体の25％を超える場合の  

みをを指す。監視のための，および作業⊥程に規定された待機は，それが製造技術に巾来  

し，かつ，いかんともしがたいものである場合には，労働時指＝こ該当し，手待時間ではな  

い。   

労働者がこのようなグループに所属するためには，その者と書面で取り決めなければな  

らない。  

21これを超える定めをするためには，協約当事者の書師二よる同意を必要とする。  

3 個人的遇所定労働時㈲が7．1にもとづく協約上の所定労働時間を下回る労働者は，パー  

トタイム労働者である。パートタイム労働は個別の労働契約で合意される。  

31労働者がパートタイ  左塑些壇壁掛〕は事業所内で可能な範囲内で酉己慮そ吐旦  

且ヲ   
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ものとする 

32 労働協約に異なる定めがないかぎり，パ「トタイム労働者は，労働契約の範囲内でフ  

ルタイム労働者とl司等の協約上の権利および義務をイ干する。   

賃金基本協約の範囲内における勤続咋数の計算にあたっては，協定されたパートタイム  

労働の良さおよび酉己声引こかかわらず，すべての勤続年数が算入される。  

3－3 客観的な理由にもとづきこれと作なる取扱いがされないかぎ「），パートタイム労働に  

関」てはつぎのようにされる．〕すなわち，疾嫡∵老齢牛金および珠業保険における社会保  

険加入兼務が生じる限度を下回らない。もし市某所組織l二の理山によりそれかできない，  

または労働省がより短い労働時瀾ほ希望する場斜二は，それによる社会保険卜の吋能性が  

労働者に書面で通知される。また，［l々のノ訓動時「昌」は少なくとも3時間に達し，かつ，連  

続Lて行われる。   

現在すでにある労働関係は，この限りではない。  

34 もしパートタイム労働者がフルタイム労働への変更，またはフルタイム労働を下回る  

別の労働時間を希望L，そのような勤務か別の職場または同じ職場の別の労働時間で事業  

連骨上可能であるならば，その希望は配慮されるものとする。  

4 18歳末満の年少者の労働時r王りに関しては，本協動がより有利な′芳働時間を協定してい  

ないかぎり，年少労働保護法の規定が適用される。  

5 個人の週所定労働時間は，月曜から金峰までの5」】間に均等に，もし〈は不均等に分  

けJJれる。  

個人の週所定労働時間＝ま複数過で不均等に分けることもできる。それ  は6カ月以内の平  

均で達成されなければならなし   

51工場施設の監視もし〈は事業所設備の修理・整備に従事する労働者個々人またはその  

グループについては，従業員代去との協定により過労働時間を土曜を含む5［］までに分け  

ることができる。  

52 さらに土曜か労働者個々人または特定の労働者グループにつき，  所定労働時間  

の分凸己に含まれる場合には，従業月代去の同意を必要とし，それは仲裁委員会裁定によっ  

て代替することはできない。締結した事業所協定は協約当事者に通知される。  

53 労働時間の分配に関Lては事業所協定が締結される。そこで7－5条2項にもとづく  

期 および終期か定められる  調整期間の始   

54 別の取り決めがないかぎー）、フルタイム労働肴については、日々の所定労働時間は仰1  

人の所完三労働時間の5分の1である。  

6 事業連眉l∴の必要件により，事業所施設を従来とH様にフル稼働することを維持する，  

もL〈はさらに故人限活用する必要があるときには，企業側の希望にもとづき労働時間は  

法律ムよび協約の範囲内でそれにふさわし〈配分される。その際には，事業所で協定され  

ている所定一方働時」旨］と個人的週所定労働時間との格差は代侶外川十■与の方法で調整される。   

労働過程の混乱を避けるために，労働者はできるだけ均一に出勤することがイ呆障されな  

94   
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ければならない。   

休日の確定にあたっては，労働者の希望が考慮されるものとする。それは5日を超える  

分につき，連続して付与される必要はない。   

その際に，個人の週所定労働時間は6カ月以内の平均で達成されなければならない。  

7 労働時間振り替えは祝Ilおよび一般協約13条の場合に生じる。それは，疾病，休暇お  

よび7条6にもとづく休月には行われない。それにつし、ては，準備作業義務も接片づけ義  

務も生じない。振替Flは税目，休暇LJまたは疾病Hに当てられてはならない。   

7条6にもとづく休［ーには，H張子当を除き，月弧賃金が支給される。  

8 その下どもを保育所または保育者（Tagesmutter）に預けている労働者が，労働時間  

の開始および終了を弾力的に運用することを希望すれば．事業運営上吋能な範囲内で配癒  

される。  

9 クリスマス初l］の甫前および新年の直前の平日には，労働時間は遅くとい2：00に終  

了する。その【lについても月抽賃金は支給される。   

この両口の欠損時間は，最大3．5時間まで，それに対し特別に賃金が支給されることなく，  

事前または事後に埋め合わせの什事をできる。時間貸し倍r）で算定することも許される。   

早仕舞い（12：00）によって喪失する労働時間分の支払義務は，2交替または3交替の  

事業所でも生じる。  

10 くフレックスタイム制＞協約当事者が希望する場合には，本協約の当事者は，フレッ  

クスタイム制に関する事業所協定に対する協約上の枠組み規定を協定する目的で交渉に取  

りかかる。  

11フレックスタイム制を含めて，労働時間の不均等な分配▲の結果生じる労働時間調整の  

格差は，当該労働者に毎月証明される。  

8条 所定労働時間と異なる労働時間  

1 時間外労働（Mehrarbeit）  

11時間外労働は継続的には行われず，吋能な新規採用の代替としては利用されなし、もの  

とする。  

ト2 急迫した事業連宮上の必要性がある場合には，従業員代表の同意のもとに過10時間  

まで，および月20時間まで時間外労働を協定することができる。事業所協定により，労働  

者の個々人または個々のグループにつき月20時間を超える時間外労働の分局が許される。  

時間外労働に関する協定は、8週間を上限として締結することができる。   

時間外労働の決定にあたっては，関係する労働者の正当な利害が考慮されねばならない。   

月16時間までの時間外労働は，個々の事例で，有給の代憤休暇によって調整することが  

できる。月16時間を上回る時間外労働につき，急迫した事業連宮上の必要がない限り，労  

働者は有給の代償休暇によ一ノて調整することを求めることができる。時間付与による調幣  

は3カ月以内に・行われなければならない。  

JJ．ニラ   



909 ドイツにおける労働条件規制の交錯  

任意の事業所協定により，時間外労働を代休イ」リーによって補償することを取り決めるこ  

とができる。調整期間は別に定められる。  

時間外労働・手当は股則とLて金銭によ一）て支給される。  

9条 割増手当支払い義務のある時間外労働等  

1 割増手当支払い義務のある時間外労働は，つぎの場合である。  

－フルタイム労働轟こあっては，配分の範囲内で取リi央められたH々および週の労働時間  

を上回る場合，  

柵当村度の手持時間を含む労働者にあ一）ては，7条2にもとづく個別の日々および過労  

働時間を超える場合，  

一パ・一トタイム労働・者にあっては，7条1にもとづく協約卜の過労働時間を超える場合。  

9条6 従業員代表の同意があれば，3交代制実施の事業所で，日曜および祝Ll馴動の始  

期および終期を通常とは異なって定めることができる。 －ト  

11条2 賃金支払いにあたり，事業所協定により現金ではなく現物給付によって支払うこ  

とができる。  

10条 時間外労働等に対する割増f当の高さ  

1 日小勤務中（6：0019こ00）の時「才り外労働  

11週あたり最初の10時間については25％，  

12 週あたりでそれを上回る分については5（）％，  

13 L］々の所定労働時間の前後に行われる第3時間またはそれ以上の分については50％，  

14 1二昭の12：00を超える時間常宜時間外労働については50％。   

ただし，これは7条2にもとづく労働j引二は過川されない。  

③金属3〔金属産業・成績手当に関する協約：職員用（南バーデン   
地方，1990年5月8「l締結，2004年まで適川あり）〕（3））〕  

1 試用期間の後に，個別に協約貨令よりも高く評価される成績に対Lて，協約は金過川  

卜にある職員はその成締に応じた成績r当を支給される。  

2 成績手当は，事業所内の協約適川職員の1F均で協約賃金制の川％を上層らなければな  
八  
らない。職員は全員，協約グルー70のいかんにかかわらず，もっぱら個人の成綿にもとづ  

く成績千当を支給される請求権を有する。   

試用期間中の職f引ま，事業所l勺の平1ニ」成績ト11の確定にあた一つては常人されない。成績  

手当の確定には，つぎのものは含まれない．、すなわち，時間外労働手当，休暇手当，財産  

形成給付，その他の1剛限りの手当，祝い金，クリスマス手当および永年勤続報償金。  
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3 成績手当は，便川肴またはその代郡から，この協約に付属資料として添付きれている  

評価表による個別の職員の成績一軒偶にもとづいて，確定される。   

それぞれの点数には，統一的なパ一セントが定められ，それは変更されない。成績評価  

の実施にあたっては，全職長≡iの平均点数は従繋員代表のl‘司意がある場合にかぎり，33点を  

上回ることができる。．呪行規定の補充は，次tnlグ）再検討の際に5号にもとづいて行われる。  

4 評佃棉標，評価等級および配点（重要度）は，事業所協定により付属資料とは異なっ  

て定められうる。その際に，評価指標ユiよび評価等級の数は増i成されうる。それは．すべ  

ての職員によって充足されるような成績に関連した指標のみを用いることができる。  

5 成績手当の導入は，すべての職員に対して抑剰こ行われる。成績手当の再検討は，少  

なくともある部門の職巨利こ対Lて，少なくとも年間に1回，「潮時に行われる。その期「1は  

従業員代表委員会と協定される。成蘭手当の個別の再検討を同時に々fうことは許される。  

6 成績手当およびその変更は，関係する個々の職Hおよび従業員代表に書面で通知きれ  

垂エ  

7 職員は，成績手当の食客酎こ刺する異議を従業員代表に111し立てることができる。  

職員の成績評価に関する紛争を調整するために対等な委員会が設置される。使用者側の  

代表は使用者によって，職員側の代表は従業員代表によって指名される。委員会には少な  

〈とも1八の代表委月が加Jlらねばならず，できるだけ専門的に詳しい・者であるものとす  

る。   

この委員会は，異議中正は正当であるか，協約上定められている手続きが守られている  

か，成績詔価は客観的に，かつ，公正な我昌子ニにもとづいて行われ点か，主観的な影響が重  

要な役割を果たしていないか，を検討しなければならない。  

至  空軍  

らない。  

ここで合意が成立しない場合には，法的t抜に訴えることか詔二される。異議申立が成績  

ナ当を引き上げるべきであるという紆諭に到った場合には，それは異議巾立の時一たから鹿  

川される。  

8 成績手当は，それぞれの評価に従って新たに確定きれ，評価のつぎの首金算定潮間か  

ら支払われる。再検討の結果 成績手当が減額されることになった場合には，その旨が職  

員に遅滞なく書而で通知される。職員は従来の成績手当を引き続いて3カ月閃の待機期間  

の聞，支給きれる。3カケ」間の経過後に再度の再検討の結果，成績かこの間に臣】復しなか  

ったことか明らかにな／ノた後に初めて，成績手当はそれに応じて滅縦されうる。  

9 現行規定にもとづいて支払われている成績手当はパーセントで吾面で示され，マルク  

の単位に切り上げ1†っれる。  

10、上付二の協約グルー－プに昇櫓した場合には，成績手当はこのグルー7て小個人ごとに支払  

われている手当に応じて新たに確定される。同じ協約グルーープ内の昇格の場合には，成績  

手当は従来過りである。これらの取扱いは，昇・櫓厄前に先回りとして与えられた賃金部分  

β7   



90了 ドイツにおける労働条件規制の交錯  

には関係Lない。  

11現行規定に従って支払われるべき成績手当にもとづいて，従来から支給されてきた成  

績手当を含めて，すべての種類の手当は法的な根拠iこかかわらず算定される。新しい賃金  

の確定の際には，従来の絵絹が減放されることはない。  

12 これらの条件を一充たすような内答で事業所内の取り決めおよび評価制度かすでに協定  

されているときには，それは事業所協走によIj確認される。ノ  

職眉用集積評価項目  

労働者氏名  

従業員番号  

部 署：  

評価者：  

評価指標   
＝＝壁 ≡   2  

3  4  

まれに期待   一般に期待   完全に期待   期待を上回   期待をはる  
にそ‾  臼  にそ‾   臼  る  5  

4  6  

ロ                  にそっ  0     2  4  6  8  

2  0  4   8  12  16  

2   o  4  8  12   16  

O   山⊥  6  8   

④金属4〔成績評価指標および評価等級：現業労働者用（1990年   

5月8日締結の基本協約）（4）〕  

Ⅰ 労働の量（配点3）：集中度 効果および作業方法  

等級1：作業量はまれにしか期待に沿わない。作業方法は形式ばっている。やたらと時間  

をとる。  

等級2：作業量は一応期待に沿う。作業ん法はほとんど安定して効果的である。ほとんど  

常に作業に集中し．ている。  

等級3：作業量は，期待に拾うものである。作貴方法は，安定して効果的である。作業に  

ノし  
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集中してし、る。  

等級4：作業量は，期待を上回る。作業ノJ▲法は，優れていて効果的である。とても作業に  

集中している。  

等級5：作業量は，期待をはるかに⊥回る。作業方法は，とくに優れていて効果的である。  

特別に作業に集中している。  

ⅠⅠ労働の質（配点3）：作業規程の遵守，苦情の範囲および頻度，後片づけ，粗悪品  

（Ausschuss）．指導的能力。なお，事業所内における現在の作業水準が考慮される。  

等級1：作業連用ま，前述の水準に稀にLか対応しない。  

等級2：作業遂行は，前述の水準に頻繁に対応する。  

等級3：作業遂行は，前述の水準にほとんど常に対応する。  

等級4：作業遂行は，必要とされる水準に常に対応する。  

等級5：作業遂行は，国難な状況のもとでも，必要とされる水準に常に対応する。  

nl作業配慮（配一た1．5）：設備・備品（作業用具、設備，機械，器具）および材料の取扱  

い，原料，補助用具およびエネルギーの使川。  

等級1：それらの取扱いは，必要な程度を下回っている。  

等級2：それらの取扱いは，必要な程度iこ対応している。  

等級3：それらの取扱いは，通常である。  

等級4：それらの取扱いは，合理的であり，優れている。  

等級5：それらの取扱いは，模範的である。  

Ⅳ 多能工性（Arbeitseinsatz）（配点1．5）：通常の作業課題以外の莫務を担当できる。  

等級1：ほかの作業課題を担当できない。  

等級2：ほかの同種の作業課題を断片的に担．当できる。  

等級3 二ほかの同様の作業課題を担当できる。  

等級4：ほかの異なった作業課題を担当できる。  

等級5：ほかの異なった，困難で多様な作業課題を担当できる。  

Ⅴ 作業の安全性（配点1）二規程や補旭的か安全規則に注意すること。  

等級1：注意不足であり，忠群が必要である。  

等級2：注意はできている。  

等級3：模範的な注意力である。ほかの相当する行動もできている。  
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く評価等級ノ  

指標   1   3   4   5   

0   3  6  9   

0   3   6   9   12   

0   1．5   3   4．5  

Ⅳ   0   1．5   3   4．5  

v   2   

6             6  

4  

H  

⑤S社1 S社規程〔従業員懇談と成績評価〕  

1 従業員懇談と成績評価  

2 指導と協力に関する諸原則の抜粋  

21 日標を共同で合意する  

・我々は目標を設定することによって，tて1礼を発展させる。l1標を共同で仕上げ合意する   

ことによ′）て，我々はリードする。、  

・臼標は課題と責任を明確にし、その結びつきを′」け。それは現状を明らかにし，さらな   

る発展ののための指針となる。  

・【1標，作業の進め方およひプロジェクトの進行に関する協定は，上層部と責任を負う従   

業員の間の協力的な話しあいを通じてあらゆる指導のレベルで行われる．ノ  

・従業上引ことって達成吋能であり，動機付け，挑戦し，最大限の一一休性を提供するような   

個々人の個別11標またはグループL」標が合意される．  

・仰々人のイ土事では，共同のト†標がLlt心であるようなグループ成績の一部であることが頻   

繁であるLそれゆえにすべての［」標は，n分の責什を超えて調整されなければならない。  

・新Lい認識が生じる，もしくは前提条件が変化する場合には，仕事の臼標は場合によっ   

ては修正されなければならないし  

22 成観を認識し促進する。  

・各従業眉は自分の成績およひ湖力に応じて配属され促進される。そのために成績評価と   

従業員懇談が必要となる。  

・延葦里塑墜娃，従業員才；よび企業がよりよい作業結果につながることを千助けし，従業   

員のさらなる能力開発を促進するというl］標をもつ。  

・公▼、l∠で的確な成績評価の条件は，明l′Jで事前に従業上iと調整されている課題Jjよび日原  
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である。  

L司と従業員は協力して，提供された仕事および結果に及ばした要素を分析する。  

「二司は，従業員カミ■どのように「■l分の成約を評価しているかを注意深く検討し，事実に基  

づいた話しあいにより食い泣いが生じた場合にはそれを解明する。  

上司は従業員に，いかに長所を伸ばし，短所を小さくするかにつき，アドバイスを与え  

る。  

上司および従業員に対する率直さおよび従業員の批判的な思考‾が．認識に役．立つ。それ  

ゆえに上司はさらなる協力のための改善提案を従業員に奨励する。  

3 従業員懇談と成織部価の2つの手段の共演  

31新しいル、－ル  

・従業員と上司は懇談と評価を同時に行うか，それとも別々に裾うかを自分たちで決める。  

・話し相手の▼一ノノ■が，別々に行うことを希望する場合には，いずれが言い出したかにかか   

わらず，別々にイ・J・われる。両者がまとめて行うことに合意した場合には，その年は同時   

に行われる。  

・11月15【］から4メ】1F】までの4カ月半の偶に懇談と評価が有われるものとする。評価と   

懇談を別々にイrうか，ltf」時に行うかは，毎年両者で話し合う。  

・成績手当が変更された場合の基点は2rll「1である。   

懇談には会議用紙を川い，そこには話題が示されている。それは事後の研修資料にもな   

る。  
32 従業員懇談の概要  

・H的は，従業員および企業がよりよい作業結果になることを促進することである。  

・上司と従業員の懇談は，現状を語り，新しい［］標を合意する。  

・上司は従業員に，いかに長所を伸ばし，短所を小さくするかにつき，アドバイスを与え   

る。  

・上司は，従業員の能力を目標へrf引ナて開隠促進することを計画する。  

・相互のやりとりは協力と行動への期待を明らかにする。   

かお，臼鷹取「）決めは事業所協定によれば任意であるが，資格向上のニーズを調べる   

ことは協約で定めらオLている。   

二こで重要なことは，前†ム】きであることである。すなわち，現在および将来の作業課題   

および目標について語ることである。  

33 成績評価懇談で重要なこと  

・上司は協約に格付けされている従業1iすべてにつき評価する。  

・評佃は年1回，11月15「」から4flll1までの間である。  

・5つの評価グループと5つの成績等級かある。  

・成績手当の金融再評価次第である。  

・毎年の賃令額変吏は2月1ltであるn  
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・評価は従業月と会話して行われる。  

・評価結果を了解しない名は14日以卜勺に人事課または従業員代表に書面で異議申立を提出   

する。   

成績評価にあたり重要なことは，目標および前年の作業結果に対する達成．状況を振り返  

ることである。  

34 別々か，一括か   

それぞれの特徴：く別々＞・フィードバックの時間的余裕かたっぶりある。  

・目標と評価がミックスにされる恐れがない。  

留意点：両方の懇談のアポイントメントは同時に設定する。  

新しい従業員や新しい上瑚こは別々に行うことを薦める。  

たとえ同僚が懇談を一打して行っても，あなたもそのようにする必要はない。  

く一括＞特徴：時間を節約できる。  

留意点：・両方の話しあいをミ1ソクスにしないこと。  

・いつあなたが評佃に関する話しあいを行いたいかを，話しあいの始めにお互いに取り決   

♂）ること。  

・目標設定と評価は同じ程度に重要であることを忘れないこと。  

・時間はたっぶりとること。たとえメモに善かれている事項はわずかでもテーーマについて   

は十分に話し合うこと。事業所側の事情と本人の事情の双方を同程度に考慮すること。  

4 従柴員懇談  

41モットー：協力する，開発する，実行する。  

目標設定：従業員懇談は当社の人材育成の要である。このモットーは，上司と従業員の問   

のコミュニケーションと協力を可能にするための重要な其礎である。  

協力：従業員懇談はつぎのことに役に立つ。  

・相互のコミュニケーションと情報交換をいかに効率的に行うかにつき，臓腹なく話し合  

つ。  

・協力にあたっての従業員の行動が1∴司にどのように受け止められたかにつき，意見を交   

換する。  

・どのような点で上司の指導は従業眉からは促進的iこ，または抑止的に受け止められたか   

につき，意見を交換する。  

能力開発：従業月懇談は，つぎのことに役＼工つ。  

・従業員の配属および今後の職業能力開発につき，一緒になって計画を立てる。例，担当   

叶能な職務を拡大する。  

・電子情報処理セミナーヘの出喘など，啓発措置を計画する。  

実行：従業員懇談はつぎのことに役立つ。  

・担当課姻，責任およびそれと関連した要件につき話し合う。  

・個々人の課題重点と目標を合意し，優先的な課題および「】標と調整する。  

JO2   



同 法（54－－4）902   

・自分に何が求められてるかを従業fiが理解Lやすくするために，作業結果の評価指標に   

ついて話し合う。  

42 上司へのアドバイス  

く懇談の準備＞・連絡を取り合い，アポイントメントを一緒になって決める。  

・懇談のために時間を十分に確保し，話しやすい雰囲気つくりに心がける。  

・懇談の経過および内杏をメモにもとづいて書面にしてお〈「▲  

・研修資料を参考に川いる。  

・職務言己述番およt，r賓件概要（Anforderungsprofile）を参考資料として用いる。  

・課題重点およひ鶴来をありありと思い浮かべ，予めメモにしておく。  

・臼標，課題および責任を説lⅥする。  

・余業臼標および部門臼標を解説し，経済的状況につき情報を提供する。  

・計画されていた目標か達成できなかった場合には，率臼引こ本人にその説明を求める。  

く懇談内界＞・作業結果の評価指標につき合意する。  

・成果と失敗の原因を一緒にさく■’る。  

・l二司と従業員の協力とコミュニケーションをどうしたら促進できるかについて，一緒に   

考える。  

・担当職務範凶の拡大および能力開発の可能性を計画する。  

・次年度の「1標を取り決める。  

く話し合い＞・メモ紙にもとづいてではなく，話しあい「l体を止面にすえる。  

・成績を詳Lく議論するときに，→捕Lたほめガではなく，具休的に優れた点を指摘する。  

・「1標変更の結果，実行されなかった作業結果があることも認めるu  

・積極的に耳を傾け、従業員の提案を取りl二げる。それにより従業員の積極的な取り組み   

を促す。  

・課題遂行および作業結果の欠一正をはっきりと取り上げる。  

・従業員が反省的に振り返り説明することを上司はじっ〈りと聞く。  

・上司が自分のミスや怠りを認めること。  

く懇談終了＞・肯定的な終r上狛こする。  

・メモ紙の写しを残す。  

・将来の目標計画への結論を導き出す。  

・経過，措置およぴ日時をできるだけ具体的に合意する。  

43 従業員に対するアドバイス  

く懇談準備＞・経過および内芥を記録用紙にもとづいて書而で準備する。  

・研修資料を利用する。  

く懇談内容＞ ・作業日標および作業結果を懇談の出発点にする⊃  

・作業結果がよかった，または懸かった原㈹を率直に分析する。  

・結果の分析にもとづいて将来へむけての結論が導き出される。  

ノり．て7   
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・個人的な職業的目標イメージを言葉で表現する。  

＜懇談の実施＞・客観的に進める旦主体的な情報を求める。  

・アドバイスと援助を求める。  

・指導と協ノ」における批判的な点につき，脱明を求める。  

＜懇談解イ＞・取牛決めと千定されていた和讃を上司が思い起こすことを喚起する勇気を  

奮い起こすu  

44 懇談用紙  

A 職場に関連して従業員に対する期待または求められていること（詳し〈善かれ，両者  

から調整される）  

・あなたはこれを記述するためにつぎの指標を利川できます。：専PL柑勺な能九 作業方法，  

作業行動，作業結果，対人関係の振る舞い。  

B n標の和談と評価二回屈  

［］   標   期イ寺・指標・規模   別の分析 

ここでは目標および作業結果がどグ）程度遂行され，超過達成したか，未だ到達していな   

いかし，  

：打っている課題のいずれが処理され，いずれがまだ処理されていないか。  

・それは遅滞しているのか，それともまだ丁‘・かつけられていないのか。なぜか1  

・作業i汁l函では子定されていない課題がさらに迫力Ilされるれ  

C 目標の相談：「前向きに」  

卜1 標   

個人的専門的措眉   期待■規模  期限・優先度  

JりJ   
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・ここでは，将来予定される目標および作業重点カゞ記述される。   

いかなるH標が達成される二戸定か。  

IJ標はロメ］確に定められているか。：子朋勘二かかわ・つた（「目標取り決め」という形の基礎   

になる），また企業・事業所の目標から導き＝される［］標，プロジェクトにかかわった臼   

標。  

・目標は課題と責任の【勺谷とその拘束力を明確にする。それは現状を明らかにし，今後の   

発展の方向づけに役立つ。   

相談にあたり，「1標取り決めのつぎの事項に択一Jてくださいら 臼標：なにか（例，升情   

を迅速に処理．する），目標期l」：いつまでか（例，2004年11月1t」まで）．臼標への責任：   

誰が世話をするか（例，同僚のミュラー′・，・・・氏），目標内布：具体的にはなにか（例．量，質，   

時間，コスト，協力），目標範馴二どの程度か（例，5％削滅）．。  

D 職業的な目標イメージ・発展ll標促進措置・援助  

なにを・どのように  いつ  どこで 

くOJl、＞  

くOffJ′Ⅰ、＞  

・社内で可能な範囲で目標イメージを話し合う。   

従業員は現在担当している課題でふさわしく配属されているか。   

どのような職務が従業員には将来過していると思われるか。   

現在の部署のほかに考えらJLる配属場所はどこか。  

くOJl、（職場で）の例＞担当吋能職務の拡九 職務交替，プロジェクト責任，プロジェ  

クト参加，肋言者担当，社内研修所の研修拉当省。  

＜OffJl、（セミナー形式）の例＞社内研修所の目標グループを意識したプログラム，専門  

職の研イ風 見本市や会議への参加。   

従米参加したセミナーがその後の仕事っでどれだけ子弦tこ立っているかを相談してくださ  

い。  

E．粕去二のフィードバック  

J′人・了   
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・rl標は，肯定的な経験や認識をイ云え，トラブルやミスをヰiiI引こH已批判的に相手の見解   

を求め，分析し，それによって両者か協ノ〕して解決を見いたすことである。  

5 成績評価懇談  

51基本的な考え  

・勤務ぶりおよび勤務成績は成績評価懇談を通じて評価されるものとする。これは従業員   

の成績をさまぎまな視点からみることによって，求めに対して使いやすく，説得力ある   

ものでなければならない．〕  

・従業員から示された年間成績が評価対象である。評価の【1標は，成績手当が算定される  

総合得点を割り出すことである。これは年に一度検討され，場合によ一つては新たに確定   

される。  

・成績手、11の金紙は，成績評価の結果次第である 

JO6   
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続      きは職務評価と混合さ  卜に賃金と評価手続きの関係をホした。ここで，成績評価の手  

れてはならない。職務珊山にあたっては，f「L当業務が労働■者に課す要件（Anforderungen）  

のみが問辿となる。ここでは，当該職務を遂行するために不叶欠な匁l識や能力も含まれる。  

職務評硝の「柑勺は，ある職務や業務を特定の甘食ハレープに桁付けすることである。協約  

上の基本甘食靭は，柏付けされる賃金グルー，プ次第である。その際に，個々人の成紙の程  

度は，各人の賃金グルー▲一プの高さとは関係なし㍉  

52 原則   

統一“一的な成績評価の手続きは．さまざまな二邪門で．界なった作業課題を担当し，異なっ  

た上■りのもとにいる労働着かその成績を公平に評価される平等なチャンスを提供できると  

いう利点がある。協約によって発展させ／っれ，あらゆる協約領域をカバーLている評仙丁  

続は，この平等性を確保するのに役＼ソニつ。しかしなから，これはまだ理想的む制度ではな  

い。誰にでもいかなる状況でも満址をリーえるというものではないっ それでも，iEし〈適用  

することにより，この手続きをできるだけ公平な評佃に近づけることができる。使用者側  

も労働者側も，それ㌢求める杜利をもっている。  

5¶3 辞仙川紙  

くなぜ成績評価か＞労働者は．l～l分の成績か上司から認めfっれ，それに兄合って支払われ  

ることを期待している。さらに，良如・な成績は・k期にわたって職業的なキャリアにプラス  

に働くことも期待していいはずである。   

事業所で川い㌔ノれている成韻語輔肛手続きは，あらゆる部「■†における，さまぎまなf［t当課  

題をもち，さまぎまな上司のもとにいるなかで，統一・一的な取扱いを確実にする．ユ その前提  

条件は，．l二■；」と労働省が有する情報をおけいにすべて示すことである。  

く統一的な書式＞   

図表4に示すように，労働者仝月に対して同じ評価指標にもとづいで評価をノ行う。  

54 評価拍旨標  

54、1専門的な能ソJ  

（1）専門的知識は格付けされている協約卜の要件に対応する。  

（2）知識の実用性は，W働黄の地位に対J心する職務をたいていは独ノ」で満足できる程度に  

遂行できることを指す。  

（3）知識の清川とは，萬’峠，【ニ1分の粗当を問題な〈処理することであり．同僚の援助はわ  

すかで済むことを指す。  

（4）担当を越えた知識とは，rl分の抑．、Ii分粁ではない職務にある同僚を援助できる状態に  

あることを指す。  

542 作業方法  

（1）作業遂行とは，その者に委ねられてし、る課題を効率的に，すなわち，さほど滞ること  

なく［」課のなかで処理できることを一桁す。  

JO7   
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図表4 成績評価l  

人寸i這果‡lし、lト首グ）連絡  

従業員番け  氏 名  
i汁算専一偉二部署  

職 ノ按  代金変更の時期  

「   
成，   績指標   成縞等級  

．i面「画面  
l∴ る水準に  る水準を る水準に   る水準を る水準を  
必工ずし  ほとんど 達してい やや上回 ほとんど  

しヽ   も達Lな  常に連し  る  っている ノ削二L二Illl       ている    ′ノている  758∫1ワム ■  85訂95謂ワ6   101105％＞105％  4山 5ノ〔】さ二      求め1丁っれ  求甘）‘、ノれ 求められ   ‘求められ 求められ                                                 専  肋勺な突＝．識        知  舐の犬川件  
加  
頼   

手扇巨力  
決定行動  

作業力法   
ポイントを心神てし、  

ること  
安  全件／情報保護  

協力  
紛了l▲解決能力  

指導的振る舞い  

〕別  斗l遵′、〕二  

′剃  「 作＝業結果  田              僅                         「   創二 円  劫IlミレF～11グ）柔軟さ 造性／独、㌣性 発′性  
コスト意識  

」   

、】冊i瓜介．汁  

甘仙された才指標の数  
平必」ノ∴－こ（介．汁／指▲標数）  ：これはト小lの  ％に利巨11する  

従来グ）r・り1は  ％にfl11した  
実際の労働協約をトト■lる什意の丁さ！′l  ユー一口  

1差リl槻定なし  

〕協約を卜l叫る付：意のト、」1とズミリl勅定  

新しい協射」を卜．lLりる什意グ）手’！1  七  

本人箸ネ  廿付  上司箸名  【l什  

元本は人■】う・i課に  」方■働者にはンj二L与「 200ニ川二21」‡札イ1二  

（2）構想に関する能力とは，規在の構想に従ってl十分の課題を処理L，かつ，多様な課題  

の解決のために新しい発想を持ち込むことに投、ンニてる状態にあることを指す。  

J（ガ   
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（3）決定行動とは，決是に必要な不実を知っている限り．しばJ）く考■えれば，いつでも決  

定することができることを桁すし，  

（4）ポイントを心得ているとは，その課題分野が仰に依＃しているかを知り，自分の相当  

のなかで個人的な叶能性を探ることを試みることを指すこ、  

（5）安全性および生産現場における事激職‖二とは，職場における安全性確保を考え．規程  

を遵守することに努めることである。  

（6）情報保碓とは，人事情報ならびに取引先ないL顧客の情報を第三者に漏らすことなく  

械し、，イ呆管するすることである。個人関連情報の消去にあたり連邦情報保護法および事業  

ノ貯組織法87条1墳6皆の諸原則をサ慮することでもある。  

54－3 社会的な態度  

（1）協力とは，（訓育報をできるだけ速やかにlりけこと，②「l分の経験や知識を，必要な場  

合にはr‘】ら手是供すること，（言＝て1分の4rl当をさほど疎かにすることなく，同僚を手助けする  

こと，④同僚の粗菓やアドバイスが有意義な楊恰には，それを受け入れ自分の什事に活か  

すことを指す。  

（2）紛争解決能力とは，関係肴と協力的な話し合いを通じてトラブルおよびミスを率直に，  

かつHしユ批判的に分析し去lリ］することである∪  

（3）指導的地位にある従業月に求められる指導的な振る舞いとは，第1に，労働者を配置  

し，■指導し，評価し，彼の能力をり」き卜げるように促す能力であり、それは，労働者の長  

所をさらに伸ばし，その短所を甜）Iiする手がかりをヤえることであ㌢），資栴を高めること  

を促すことである「，   

第2に，良好な職場の雰囲気を醸し糾すことであり，場合によっては個人指導により，  

誰でもが溶け込めるような′（ランスのとれた職域の雰囲寮を作ることである。   

第3に，労働■肯を支えることであり，それは，労働者の利‘．キを外部から，上級および別  

の部門から守ることである。  

5－44 作業結果  

（1）晶 ①職務遂行のイ】－効性，それは頼当職務をllrlてノに拾って，平均して，期待されてし、  

る集中度を維持して処理・遂行することである。 ②その作業結果の範岡は，各「1の職務  

記動こ定義されている範岡ならびに介意された規模に対応するこ ③所要時間では，労働  

若木人によって用いられる時間は，事前に合意された柁度と対応する。  

（2）賀（卦イ乍業規程および手続楷ホを遵守すること。上司がそれを伝達することが前提で  

ある。（参作業結果にミスのないことし〕作：業遂jfの正確さおよびミスがないことは，企業  

内の標準的水準に達していれば迫りる。  

（3）期限を遵！、j：すること。労働舌に責什のない期限の遅れは，ここでは対象外である。  

545 作業態度  

（1）労働時間の柔軟さとは，労働協約および事業所協定「フレックスタイム制」にもとづ  

〈企業1月の規定の範囲内で労働時間を利川することである。  

Jりリ   
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（2）創造性，独二む性および仁1発作とは，問題を認識し，作業進行を促進するような解決を  

発見することである。   

（3）コスト意識とは，労働首が操作‖r能な上昇を維持することである。  

5■15 成績等級および点数化   

各項Hごとに成績評価が行われる。その等級基準は，表5記載のとおりである。その1ノニ  

均帖がバーセンテー∵ジで表ホされる。それをもとに，表にもとづき手当貼が決まる。   

L二司が評価を行う。評価名は，場合によ▼ノては，プロン工クト・リーダーや評価につき  

専門的に責任ある者にH席を求めることがあるL   

評佃頻度は，年1l口け’ある。時期は，ユ＝＝511から4月1E］までの聞である√，   

新規採用者に対Lては，協約規定と小葉所l勺の取り決めが教えられ，成績評佃の意義お  

よび目的が知らされる。   

事業所内で期待されている成織は，等級3と評価される。   

上fi］は，少なくとも午1回，成絹手1を点検し，前年の成績をもとに労働省と評価懇談  

を行うし〕  

56 戌貼点数 表にホLた過りである。  

57 川の評価原則  

．上司が評価表に記入するt仙二，上司はいかなる観点から評価し，なぜそのよーうに評価す  

るかが労働者に明らかにされなければならない′－ それゆえに，踊illi懇談は客観的に十分な  

準備を伴って行われる必要がある。   

許帆 特に標準を－卜因る評他の理111付けはり1碓にされる必要がある。   

これを客観的に行うために，以卜に川の評価原刊を完三める。  

571評価する機が熟すためには，採11J緩，一㍍の期削が必要である。労働者が職場の事  

情を理解し，ーて†分の租当をこなせるようになった後に失地される必要がある。それゆえに，  

評価までに必要な期「捌は，才ll．三1与業席の雉しさとかかわる。  

572 ■評仙は労働者の一時的な京ガと関係なく行われる必要がある。馴動者の感情が動揺  

しているときには，行わないことし，  

5－73 成績評価は客観的な観∴■さ：からのみ行われる。これは人物的な価値評価ではか－。そ  

記載されている寸旨標にのみ関わり，評仰i者は労働者を卜分に観察Lているこ  

とを前提としている。  

574 成緑綱領こあた・－ノては，職務評朝と混合されてはならない。職務評価は，賃金グル  

ープへの桁付けの基礎になるものであり，それは抑．サ労働者とは関係ない。成禎評価では，  

作業遂行に関する，J∴よびそれと結びついて労働制二間する督的および二旨抽勺な水准が問題  

とされる。  

575 評佃懇話炎では，資料に記載されている，許価指標のみが話題とされる。評価刈‘象老に  

とって，ノ且号に関する，ほかの指標にもとづく．甘仰が考慮される恐れが常にあることに留  

意する。  
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表5 成絹点の置き換え  

平均点数  成績等級（％）  手当（％：l  

く現業労働者〉  

1．（）  75‰   1．し）0％  

769云  1．00％   

1＿2   77†！占  l．50％  

78％  2．50％  

79ワb   3．00：も   

1．5ノ∴  80？ム   4．00ワ云  

81％   4．5（）％  

82％   5．50％  

H3？b   6．00：も  
H4？G  7．0（）％  

85％  7．50％  

86％   8．50％  

87ワム  9．00‰  

R8？も  10．00％  

89％   1（）．50％  

90％   11，50‰  

91ワ。   12．00％  

92％   13，（）0％  

トナニう？∴   13．50％   
2．9∴■  用   94ワ云   14．50（も   

3．（）′た  95？ム  15．0し）％  

95？b  16．00％  

96％   16．50％  

96％   17．00具）  

3．7点  

3．H点  

3．9点  1（）0％  21．50％   

4．0一〔■、（  101％   22．00％   

4．1点  l＝l？J   23．00ワ。   

4，2点  102㌦  23．50？も   

4，3ノ  川2％   24．50％   

4．4∴  ・  103％  25．00‰   

45点  1り3Uム  26 り0ワ6  

104（＼，  26．50％  

104％    ⊥27・50％  
1（）5％  28．00％  

105㌔  29．1）0㌔  

1069ム  30．（10％   
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〈職員〉  

成績等級（％）  手当（％）  平均点数  

1．仇・烹  75フム  1．00フム  

76％   1．00％  

77％   1．00％   

準％  2．00％   

79％  2．㈹％   

寧0％  2．00％  

3．南東  

81％      82％       3．00％   1．7ノ  」  82％  3．00％   

83％  

1．9一   84％  4．00％       4．00％   
5．00％   1．8ノ              2．0ノ    85％    2．1ノ    86％   5．50％   

2．2′  6．00％   

2．3一  88％   6．50％   

2．4一  89狙   7．00％   

2．5ノ   蔽  87％                            7．50％  2．6点                 91ワ占    8．00％   
2．7点  8．5n％   
2．8ノ  

2．9点  92％        93％   

93％   
滴  す盲i画      旨†品茹1  

1（I．00％  

9痛              9痛   10．50％  

11．On％  

12．（）（）％  95％       96％      96％  11．50％    97％     ／    97％   ⊥旦  12．50％        98％   13 
．00％   

98％   13．50％       99％ iOO％   14．00％ 14．50％   
15．00％   

101％  15．50％   
川2％  16．00％  
101ヲ・占                           102％  16 

．50％  

103％   17．00％  

17，50％  

105％  
18．50％   
19．50％  

103チ㌃      104％  

4．4点  

4．5点  

4．6点  

二l．丁，こ十．  

ノ／ニ）   



岡 法（54－4）892  

57，6 いかなる職務に対しても，成績指標はその課題に応じて解釈されなければならない。  

上司は，具体的な職務に関連して，個々の指標で何が理解されるのかを明らかにしなけれ  

ばならない。l二司はまた∴ たとえば糾宜Jニグ）職務で「作業の質」という指標のもとに何が  

理解されるかを明らかにしなければならない。  

577 一度限り達成された高い，または低い水準の成績は，評価にあたっては考慮されな  

い。正しい評価にとって、評佃期間トータルの成績が考慮されるのであり，一度限りの山  

来車は考慮されない．1  

578 評価のためには，部PFl内部における成績の標準的な分抑という考え方が大切である。 

あるグループの評価にあたり異なった戌敲結果が生じうる。その際には，協約上の格付け  

にむとづく課業が異なっていることがとくに針慮されるべきである。憧れた成績や最低レ  

ベルの成績は，通常の良好な成姑よりも圭れに生じるだけであるじ  

579 ある部門の複数の労働者を評佃する際には，「クロス比較」か重要であるu 労働者  

ごとの達成された総得点の比較と、並んで，成姑指腰ごとの個々人の結果の比較む重要であ  

る。ここでは労働者を指標ごとに評価することは合理的である。同格の複数の労働者の成  

績を指標ごとにクロス比較することは，兎要な関連性を兄いだすのに役立つ。  

5710 評価のためには十分な時間が必安である。評価懇湖は評価自体と同様に二重要であ  

る。それが双方とも満足して行われるためには，卜分な準備が不吋欠である。  

58 何を考えなければならないか   

すべての労働者につき評価表が記人されなければならない。それは確実な記録とするた  

めにボールペンで記入されるべきである。   

労働者は成績評価につき説明を′受けたことのi証印］として，その旨をサインする。そのサ  

インは，労働者がその評仙に同意したことを意味するものではない。労働者が評伸二製議  

を表明することはそれとは関係ない。労働者は．評価に対して汀分の意見を書面で衣明する  

ことができる∴古見表明が評価去に記載されない場合にほ，それは添付されるものとする。   

労働者ほ，自分の評価表の：／j二Lを受け取る。  

59 成績手当の確定   

その確定は毎年2月1しlとする「ノ   

その金額は，成績札・カニの総数にもとづく。それをユーロに換算するために，パーセント  

が各成埼点に，協約上の基礎月給をもとに記載される。   

評価が従来上lうも成績手当を1城綿させるときには，労働舌は従来グ）成柏・ト当を引き続き  

3カ月間支給される。その後に評価懇談がノ行われる「ノ 労働省の成描か改善きれていないと  

いう懇談の結果になったときには，成績手当は‡成放されうる。  

」・．位の協約グループに昇格した場合には，さしあたり従米の成績手当が支給きれる。3  

カ月間の経過の後，新しい協約グループで個別的に行われる成績に応じて，成績手当が新  

たに確定される。同じ協約グループ内の次の協約等級にあがるときには，成績手当は従来  

通りである。  

／／、■ゞ   



891ドイツにおける一制動条件規制の交錯  

．乱行規定に従って支払われるべき成績手当にもとづいて，従来から支給きれてきた成績  

手当を含めて，すべての杵難の手当は法的な根拠にかかわらず算定される。新しい賃金の  

確定の際には，従来の総額カヾ減楯されることはない。  

⑥S社2 S社における社会給付  

・結婚、55ユーロ，  

・拙踵（－子ども1人につき）¶1け0ユーロ，  

・年金受給開始に伴う退職一【13（）ユーロ，  

・誕生Ll（31〕歳，40歳，50歳，60歳およひ、65戌）15ユーU（ワイン1締または花束1   

個）  

・fl三職死亡または元従業員のタヒ亡wlり0ユーロ（ 

・入院者見舞い 】 プレゼントのみ，15ユーロ  

・永年勤続表彰 、－プレゼントのみ  

1け午勤続：従業員代表から13ユーロ別当の化丸 もし〈は事前に電話で要望がある場合   

には，ワイン1箱，人新郎から′ト切手（3（J7ユhロノ）   

25年勤続：従業員イじ表から本1柑（3（）ユーー口和1），人事部から小切手（614ユ←一口ノ，   

3〔）年勤続：従業員代表からワイン】本，人事部からシャンペン1本，   

35年軌続：従業員代太からワイン1箱，人事部からシャンペン1本，   

40年勤続：従業員代表から本1什（訓ユーロ相当），人事部から花束と小切手（1227ユー  

ロJlつ   

〔※ なれ ここでI従業員代長から」と定められているが，その財源はすペて使用者  

負拍である。したがって，「従業員代太かノ〕」と「人事部から」の違いは．誹が手渡すかの  

違いにすぎない。）   

ほかに通勤手二当，食事代補助（現物）が支給されている。  

⑦S社3〔事業所協定「フレックスタイム制」（2004年7月時点）〕  

経営陣は，事業所操選出間の延長を，外匡lにある：上場に対するヴアルトキルヒェおよぴ  

ロイテの所在地をさJ〕に競争力あるように展開するために適した措嵩として二哩解する。労  

働時間貸し借り口座（Arbeitszeitkonto）の扶大およぴさらなる交代制勤務の導入により，  

操業時間は延長される。このほかに個人の生准労働時制旧し倍「）廿座への第1歩が協定さ  

れる。これは，たとえば個人的な研修のたれ または家族介護のための「休暇」，早期ijl退  

の叶能件，ならびに企業年令への有利な組み込みを含む。  

JJイ   



同 法（544）890   

1 適川対象：＝サ社の労働署全員であるい  

2枠組み条件  

2，1個人の合意   

労働時間の確定およびフレックスタイム制の連舶こ際しては，労働者の個人的なニーズ  

が考慮されなければならない。ただし，急迫した事業運営上の必要性がある場合を除く。   

労働時間の決必こあたっては，事業所の利害と仙人的利害は同等の重要さをもつ。ヱニュヒ  

ープ組織の場合にiま，労1動時間の配分にあたり，労働者はグルー7りと調整して，個人的な  

必要件と事業所の利益を考慮しなければなLない。部「－1内部における調整は，友好勅に，  

かつ，合意のうえでそ了われる阜  

22 ′芳働時間   

月曜LJから金曜「†までの通常労働の基礎は，適用されている′身働協約，および祝日と週  

末を連続して休日にするために休日とな／ノた平「］の埋め合わせの労働時側に対応する。   

いずれの部門でも，必懲な場合には土什勘二も出勤が許される。その場合には，できるだ  

け適時に従業員代表に提案きれる。一般協約7条5．2の定めの影響を受けない。土曜勤務は  

一般協約10条1．4にもとづき手当が支給される「ノこれは，製造部門およぴそれ以外の時間外  

労働が使用帯かごっ指示されたすべての部PL＝こ当てはまる。   

間接部門の労働者が針已責任の範l胡内でおこなう土耀労働は，フレックスタイムの枠内  

で手当なしに行われる。土曜労働には例外がおかれるものとする。従業員代表は土曜出勤  

した労働者につき，翌週に通知される。土曜川勅令の人数が間接部門の労働者の10％を繰  

r）返し上回る場合には，このような取扱いは石われず，舟び従業月代表の共同決定の対象  

となる。   

信頼に満ちた協力の原則は，ここでは特別な方汰で運用される。   

労働時間法によれば，1し1の労働時間の」・＿限は，休憩を除いて10時制である。この10時  

間を超える労働時間分は、フレいノクスタイムのなかにほ含まれない。   

個々人の労働時間の遇択にあたり，枠組み労働時間は，1ド「†（月曜「lから金曜Rまで）  

は6二30から19：00までと協定される。製造部刊のような特定の部Plでは，枠組み馴動時  

間は，5：00から19二Ot）までとされる。   

間接吾lユ門ではすべて9 二し）0から16：3（ほでの問は出社していなければならない。特殊な  

サービス部PL】（付属資料に別記）では，B：0（）か了）16：30までの問は連絡がとれるように  

Lてぶかなければならない。  

23 時間把握   

労働時間は，時間把握システムによって把捉昔れる。3」二場の労働者は全員，この適用  

を受ける。  

24 交代制モデル  

享受資に高書咽て旦L些婁裾こ24時間を交代制勤務で稼働きせる  ことにつき，  

双方は交渉を行う用意があるし 土曜「lは，修理ぶよび整備に優先的に当てられ，フレック  
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スタイムの適梢刈■象とする。その場合には，特別な腱快傑碓の措置が講じられる。組み立  

て汗軒一汁二2交代制勤務を偉人することが交渉されるu  

25 協約適用外職長i   

協約適用外職月は一般的な時間把促は適用されず，1［1の労働時間が日時聞ないLlO時  

間を超えるときには別記の様式に記入する。   

協約適月】外職員は，上戸‖こよる加重欄頼を理山′とする正式の懇談を求める権利を有する。  

法律上の労働時間上限は遵守される。  

26 生涯労働時間   

事業所当事者は，このテーマにつき，2り04年8月末までに事業所協定を締結する。  

27 休憩   

円山な休憩時F呂」に関する規定が協定さjL，それは，本事業所協定の基本的な考■えのもと  

に利用されるものとする。  

271朝食休憩   

6：30から8：45までの剛に始業する者には，15分間の休憩が差し引かれる。   

この時聞弓りこ中断が生じるときには，それは休憩に練り入れられる。始業が8：45より遅い  

者に対しては，朝食休憩は与えられない。15分】封Jの人休憩は，いずれにせよ記録される。  

15分に達しない休憩は記録されない。   

事業所敷地から二＼エち去る場合には，ロ」様に．退出時別が記録される。  

27－2 昼食休憩   

昼食休憩は，11：30から13：30までのF古田二取られる。12ニり0から13二3（ほでの問では，  

原則として30分の休憩が差し引かれる。ゝ すなわら，二子れ または事後に記録された時田‖ま  

追加して差し引かれる、，  

12：00から13：訓までの制に中断か記録された場合には，それは30分間の差し引きに含  

まれる。   

フレックスタイムの縮小にあたっては，12：On以後の終貰ならびに1二う：30より早い始業  

では休憩は差し引かれないことに注意すること。  

例1：人橋8：00 退出12：15〔、   

この場合には30分の休憩が差し引かれる、，すなわち，朝食イ木憩15分（8：00から8 二45  

までの間）と】5分の強食休憩（12：nOかごフ12：15までの問）。  

例2：人橋13：00 迫川17：00－〕   

この場合には30分の休憩が差しリlかれるlノ それは常食休憩の30分（13二Onから13：30の  

間）である。  

3 実施  

31賃金の基梅   

賃金計偉の基礎は，適用されている協約である。川列賃金は，実際に提供されている労  

働時間とほ関係なく支給される。  
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二i2 フレックスタイム利一枠組みモデル  

く図表6－1＞  

（1）まず，「】他部分はプラス，マイ十ス月30峠間（標準帖）   

フレックスタイムの枠を超えるか，それともその枠内で什事をするかは，労働省本人が  

決め，その時問編成にほ本人が童任を負うく、月3（川寺間の帽を1カ月を超える期間で卜回る  

場合には，」∴司と本人の間で1放り決められる。  

（2）′l．■よ線部分はケi3仰引瑚以l二，6（）時間以内（叶産能力上のチ備）   

この労働時間規定の適用にあたっては，事業所当事者は，労働時間は通常Il】地部分（標  

準幅二）のなかで収まることを基本とする。点線部分（生席能力上の予備）に達しても事業  

所当事一都ま，イ小ゝブかの対策を講じることなく見守る。それでも，労働時間貸し借りl」座が  

仁l地部分に速やかに戻るのが望ましい〔一   

骨働者が1カf］間の経過のうちにノ∴・：線部の日限を超えたとしても，月末までに再び’点線  

鮎分の枠内に戻っている場合には，本協定の枠内であるものとする。月末時点で，なおわ  

ずかでもそれを超えている場合には，超過城高がなくなるか，もLくは，上僧部が従業員  

代表でf］末に労働者のために菜務引き′受けを堤案する。超遇残高の翌月への繰り越しは認  

められない。  

（3）斜線部分はf16卯寺問を上回るものであり，従業上i代表との調整ないし共同決定の対象  

となる   

月60暗闘のL限超過が，超過か生じた斬Hをまたがる場合には，時間外労働（Mehrarbeitこ）  

として申請される。さらに，し層部は，暗闘残塙を減らすための措置を協定するために、  

従業員代表との協議を始めるし，その際には，超過の期間を知らせ，再び点線部の枠州二戻  

るための措置を知らせることが重要である（）  

（4）調整期間   

LilJと労働省は，24カ月の調整期間い＝二少なくとも1担＝ま，プラス，マイナス10時間の  

残高の範圃が通過されるように，フレックスタイム残高を逆用する義務がある。  

＜図表6－2＞   

月61時間以上が時間外労働とされるハ  

3－3 製造部門のフレックスタイム制  

＜図表7－l，2＞  

34 プロジュクト部門のフレックスタイム利   

これはトL司からプロジェクト参加労働者として認められた者に対してのみ適凋される。  

謙がそれに該当するかは，従業員代表に通知される。そグ）際には，限ごっれた労働者のみか  

該当することを基本とする。その人数は30人を下川るものとし，それを超える場合には，  

′ヽ   

JJ7  



887 ドイ、ソにおける労働条件規制の交錯  

図表6－1 フレックスタイムー枠組みモデル①  

図表6－2 フレックスタイムー枠組みモデル①  

（61時間以上分は時間外労働）  
早期退職の吋能性   

時間貯蓄  
（長期時間口座）   
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図表7－1 フレックスタイムー枠組みモデル②  

図表7－2 フレックスタイムー枠組みモデル（彰  

（81時間以L分は時間外労働）  
早期退職の可能性   

時間貯蓄  
（長期時間口座）   

社内継続訓練  
または休日   
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使用者烏従業上i代表と㌢め協議する。関係労働者の労働時瀾‖ょその80％以上がプロジェク  

ト閥係に充てられるものとするL、  

この規定は，瑚▲丞二進子」二lいのプロノェクトに関する期限またはそこにおける役割にもとづ  

く作業につき，適用される。  

く図表8－1，2＞  

J」］81時間を超える分が時聞外一リコー働とされる〔⊃  

35 デ【タは毎凡 人事部から提供される  

従業H代去は常時，労働者ごとの労働L肘ti】残高を含め，計算酬立部署（1く（）StenStelle）の  

労働時間残高をオンラインで閲覧することかできる。  

4 労働時間貸しJjよび倍りの減少  

労働者は上司との話し合いにもとづいて峠l川里位または廿里位でフレックスタイムから  

の取リf1■けことができるり 子ーーム作業に従事しているリj・働者▲は，そのフレックスタイムか  

らの取り出Lにつき所属する十一ムと合意しなければならない。2‖を上山る減少にあた  

っては，卜司と調整されなければならない．。  

5 喪失時聞  

病気または有給の職朋免除の場合には．脇机卜の1‖あた斗圧吊走労働時Irりを基礎に，事  

前のl州射寺聞が追加されて処理される。  

6 時間外労働  

行司は，3色モデル け主：∩地，点掛取 斜線部の3」メニ分を桁す）の定めに応じて，従  

業員代表および人事部との適時の調整にもとづいて，峠Fj与」外労働を協定することができる。  

フレックスタイムは，労働協約の意味にぉける支払j）れるべき暗聞外労働とは，明確に  

lズ別される。  

フレックスタイムを事後に略聞外労働に取扱変更㌻ることは許さオLない。  

時間外労働は特別か時間外労働＝畑にもとづいて運用される〔、  

時間外労働は承認された場合にのみ支払われる。承認かない場合には，協約卜の1ド均的  

な所定労働時間を超える労働時間はプレ、リクスタイムにおけるプラス時悶＝こなるにすぎな  

い。時聞外′労働の支払いは協約規定にもとづいて石j）れる。  

7 出張   

出張時Hりは，出張胡川規程にもとづいて貸い二記帳される。  

8 退職者の扱い   

労働者が退職する場斜こは，その署は退職Ilまでに′剃軌時間貸L僧り＝座を清算する。  

解雇の場合には，残りの貸／津川1は支払われる（，什ノJ▲時lⅢはそれに応じて賃金から控除は  

Lない。上司がその時間調整を行う。  

9 フレックスタイム記録   

労働者は，請求をすれば，月々のプレ・ソクスタイム記録せオンラインで受け取るものと  
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図表8－1 フレックスタイムー枠組みモデル③  

図表8－2  フレックスタイムー枠組みモデル③  

」／  
＼′＼   

／   

／   ＼   

＼       ／＼  

／ r   
／／り   

／／ て‘  ゝ ＼   
＼ 、  ＼ヾ  ＼ 、   

、＼ヾ  ＼ ノl   
刃  
＼セ  

・・・＼  

卜  

所定労働時間  

（181時間以1二分は時間外労働）  
早期退職の可能性   

時間貯蓄  
（長期時間Il座）   

社内継続訓練  
または休日   

60時間を限度に 全室削二よる支払 

い   

▼
∴
．
 
 
 

て
、
ノ
 
 
 

た
る
 
 
 

み
す
 
 
 

栢
と
 
 
 

に
限
 
 
座
上
 
 

を
 
 
 

蓄
間
 
 
 

間
9
〇
 
 

二
 
 
 

ム
 
 
と
 
 

イ
る
も
 
 

夕
す
の
 
 

ス
足
音
脚
 
 

ク
決
A
ロ
 
 

ツ
き
の
 
 

レ
つ
と
 
 

7
に
者
 
 

が
せ
働
 
 

司
乗
労
 
 

L
L
．
「
∵
（
1
 
 

↓
 
 

短期間のフレックスタイム  
による調整  

J2J  



883 ドイツにおける労働条件規1iりの交錯  

する。  

1（〕規程に従った取扱い  

本プレ、、ノクスタイム規程は，H蛸の原則にもとづく  フレックスタイム規程のイ＼誠実な  

取扱いおよび個人的な利益を得ることは労働はl二の問題を引き起こすことにつき労働者全  

iiが理解することを，我々は望む。   

本事業所協定を規程過りに運用することにつき，労働者および上了ilは同様に責任を負っ  

ている。   

疑わしい場合には，フレリクスタイム委H会が決定するら  

11フレックスタイム委員会   

従業上i代表と経営陣は それぞれ2人以上のト」数で情成されるフレ、ソクスタイム委員会  

を指名する。両者は，1週潤」の猶予期問をも1てフレックスタイム委員会を招集する権限  

を有する。   

当委員会は，必要五ときに協議L，本事業所協定の妥当性を検討する。  

12 終結規定   

本事凛所協定は署名のUより発効する。これは3カ朴聞の猶イ期間をもって、ト年ごとの  

末に解約することができる。  

ヴアルトキルヒ 2仰4年6f】：iO「l（従業員代表およぴイ射rl者の署名）  

⑧′ト売1〔小売業・賃金労働協約（03年7月締結）〕  

過川刈‾象：バーデン・ヴュルテンペルク地域  

1 賃金（職員）  

11 グループ1 職務指標：畠二㍍ノl即勺な，または機械rl勺な職務  

例：グループ2の要件を充足しない販亮＝，浩二類綴じ込み，郵便袋詰れ 書き写し，コヒ  

－取り，単純なか「ドフ ァイル作成，両日一．ラベル貼り，什分け・整理などの業潮に従事す  

る職員  

12 グルーー7P2 職務指標：Fjl純な批シ呈i■1動でいより高一青い職傍グルーー7じの職胡指標を充足  

しない。  

例：販売ii，単純な職務の会詔机ごいl（セルフ十卜一ビス会計を含む），監視清動を含んだ梱包  

テーブルの職上i。インテリアすlし当職＝。行岬および兼題r矧■1の職Ii，受け入れおよび発送  

商宜．を＃㌣鞠l識をも√Jて検査する4‘lし、t川鋸i〔〉 手折…L，Ii金計算Jjよび督促の単純業雅，文書  

保管，統計，見積もり，会計監軋．注文処理を川当する職呈；し 速記タイピスト 電前受付  

紐当職員。  

13 グルー7P3 二一般的な指示の椛伊Il勺で仙、ンニして職稚を迷子十す‾る。  

例：筆頭販売員（ErsterVerkaufer）．1［：分け監悍，「ロ7，附rrJ，地域および集計会計な  
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らぴに消費市場およびそれ以外のセルフサービス会計などの1ランク高い職務を含んだ会  

計担当。4人以内の販売上iを従えている販売主任（食料品販売を除く。職業訓練生は0．5人  

として計算する）。ショーウインドー・インテリア担当。倉庫管理者，材料仕入れ管理者，  

必要な部門および謎律に関する守F■里∬識を有した発送職上ま。外凶語知識が必要とされる案  

内業務職員。簿記係，賃金支払牒，クレジット問題および顧客苦情処理相当，統計担当，  

申請にもとづき千祇往米を主に単独て処坪するか，または速記タイ7dで外凶語を受信・送  

イ言するような速記タイピスト，外国語を川いた電話業務。  

14 グルー704：当該業務部門に対Lて独立して責任を持って／行使する職務  

例二購入権限を有する筆碩販売員，仕入れ係，販売主任（Substitut），会計・7ロア・販売  

管理者（AAufsicht）。4人を上［qる部卜を擁する販売グルーフロリーダー（食料部門を除く）。  

複数の部下を擁するショーウインドー・インテリア担当，外勤における顧宥和談業務を伴う  

室内インテリア担当。倉樺への人荷・出荷および保管を受け持つ独立した倉庫・材料管理者，  

家屋検査を代表する家屋管理者。外国語潮訳のための速記タイピスト，独立した秘書。  

15 グループ5：課題領域に対Lて責任を負う，または指ホ・処分権限を有する管理的業  

務  

例：t七人れ係，部門長（什人れ，販売，総会計（Hauptkasse），総簿記，専門教育，  

監視，家屋管理，インテリアなど），専任専門教育。中央倉席または発送部門の責任者，処  

分・仕入れ権限を伴う支店長ならびに102万ユーロ余りの年間売上を擁する販売所（食料部  

門を除く）の長，食料部門の地区長および職売責任者。  

賃金表：職長（月軌 禅イJ〉∴ユーロ）  

グルー7bl  グルー702  グループ3  グルー704  グルー705  

1．1814．－ 1．2070．¶  開始時賃令   

2．1814∴一一   2．2207．  2893，   

3．1877．   3． 2364．   

4．1965．   4．2573．   

5． 2075．   

6． 2230．  

1▲ 1333．一一  1．1395．   

2．1404，－   2．1429．   

3．1480．－   3．1565．   

4．1551．   4．1584．－一  

5．1741∴－  

6．1986．－  

注二各グルー70に記載されている左側の数字は経験年数をさす。  
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2 賃金（現業労働者）  

現業労働者  

賃
金
等
級
 
 

職  務  

軽作業で坤純な作業を什う補助作業  
例こ販売における単純な作業の補助員，ラベル貼り，配達人，包装  
台における包装作業，清掃員。  
倉揮および、発送の軽度で単純な作業  
エレベーター運行者，運転補助員。  
包装作業上i，倉碓・発送作業主ま。  

監視業務を什う守衛。  
重労働または特別な童≠を作う包装・倉坪・発送作業員。フォーク  

リフト運転員。   1829．  

5  

物飼育員。  】8（J4．  

6  

田  

験助手。  
8   

験を問わなし、。  

＜ほかのグルーープに分粕できない］トⅠ二業的業務＞   

6  

7  ltり3ないし．4年の肴，   

8  同5年以上の者。   
6  4年以1二の鋒廉をもつ，手∴l：業的な作業の一呪業′芳働乱 なお，この  

等級の労働者は，現在のf二l∴業者の規定との規堆からしてより高く  
格付けされるべきである。栴付け変更後3ないし4年たって等級7  

に，5年以後には等級8とされるり   

2  2  縫7・，アイロンかけ〔，   1537．  

4  補正縫い，カ山一テン縫し、。   17（Jl．  

3   

5  

る補l仁縫し、。  18（）4．  

7   2051．－“  

ロ  皿洗い十伝い。   146l．  

2  食堂補助員，ナ丁所補助ii′ユ   1537∴－  

3  食堂スタッ∵7   1612．  

4  調理補助，往文取り次ぎ係．冷肉料理や用の簡易食堂ウェイタ【。  17（）1，  

6  見習修行後1年・ないし2年たった調二阻およぴケーーキ製造の柑Ⅲれ   1933．  
7  

理およぴケーキ製造の補助こ  2051．  
8  

2230．  

4   1701．   
往：職務グルーーープ1の賃金等級4「監視業務を什う′・1■衛…17（）lユーロ」は，上の賃金等  
級二う「甘装作業月など」の賃金紬よりも低いか，二♂）ように定められている。  
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職  務  

駐車場笥二衛。  
洗車，ガソリンスタンドの補助H，この業務の経験が4隼末端で，  
生じる仕事をすべてこなさなければならない非熟練のガソリンスタ  
ンド給油係員または駄卓場‘、1て衛。  

ガソリンスタンド給油係上iとしての専門教育（3年間）を一受けた給  
油係員，5年以1二の経験を和する給油係員または駐車場守衛。  
広範囲の会計や指ホ権限を有するなど，特別な表作を什う熟練の給  
油係月または射卓場さ、1て衛。  

仮にその着か一緒に働くとしても，5人以1二の部Fを擁する筆頭の  
給油係員または駄卓場守衛。  

3 職某訓練牛報酬  

31報酬は月々，餌面でつぎのとおりである。  

第1fl三次 597ユーロ，第2年次：666ユーロ，第3年次二764ユーロ  

32 チ定された訓練期間が韻初から右∵効に短縮されるならば，認められたdll練期間はイfわ  

れたものとLて報酬の高さに反映する。   

所定の訓練期間が訓練生本人の側の事偶により延良された場合には，延長期間中には，  

着後の所定の訓練期間の執酬が支給されるt」  

4 社会的手当  

41労働協約のなかで，つぎの食餌の社会r当が支給されるてノ  

・子どものいない既婚者，末晰，離女仲の，16歳以下のfどもを養育する労働者には10．23ユ  

】 ロ，  

・既婚で，16歳以卜の十どもを養育する従業勘こは，15．34ユーロ   

手当は自分の世帯を構える叱別または離鮒した従業員にも支給される。また，法律上の  

扶助義務により親族の唯一の扶養者になっている従業員にも支給される。単身者に対する  

手当紙は．10．23ユーロとし，既姉のそれは15．34ユーロとする。  

42 人相が同じ企業に働く場合には，いずれかのみに社会手当は受給される。夫婦はいず  

れが受給されるかを使用石に通知しなければならない。この選択は佃淵者の同意をえて変  

更できる〔）夫婦が使用者の問い合わせに対して変更を拒否すれば，使用者はいずれが社会  

手こり1を受給するかを確定するものとする。   

Hじ企業仙二働きながJ），二Jr・どもをかかえて離婚した場ノ糾こは，十どもの保護権を有す  

る者が社会手当の請求権を有するr、  

43 社会手当の請求権は，贅什允他の際に主張される。それが遅れる場合には，社会手当  

は3カ月閉まで遡って請求できる  

44 臨時手イ云いの捌こは社会手三11の請求権はない。  
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⑨ノ」＼売2〔ノ」＼売業・一一般協約（バーデン・ ヴュルテンペルク地域  

適用，1994年締結）〕  

1粂 適用範開   

この労働協約は、地理的にはバ【デン・ヴュルテンペルクで，専門分野的には小売業ぶ  

よび通信販売のすべての事業所ぶよび支店に対し，人的には職業訓練丑を含む労働者全員  

に対して適用される。   

事業所もしくは重安な事業所部「－11に雇川されている労働者の採用および解雇につき独立  

して権限を有する者，または労働契約および事業所内の地位にもとづき通常，たいてい日  

分の責任で委ねられた使用者権限を行使するような管埋的職員には適用されない。  

2条 労働関係の開始および変更  

1 労働契約は吉山で，通常は採用前に締結される。そこでは少なくとも，試用期間が定  

められる場合にはその期間，職務の樵顆および範岡，協約上の格付け，賃金の金額および  

構成，そのほかの収入ならびに特別に合意される解雇子告期間が定められる。  

2 労働関係期間内の変動二あたっては，労働協約に特別な定めがない限り，1項が適用  

される。これは，拡大された賃金算追により行われ，それは変更を正確に証明しなければ  

ならない。  

6条 所定労働時間  

1 週あたり所定労働時間は，この協動が適用されるすべての労働者につき，休憩を除い  

て，37．5時間とする。つ 休憩は労働時間には含まれない。そグ）長さは，少なくとも法律の定  

めにもとづく。  

2 第1項と異なる定めは，事業所組織法87条にもとづく事業所協定，または，従姜員代  

表のない事業所では個別労働契約により行うことができる。ただし，つぎの条件を満たす  

かぎりである。  

（1）体系的に，かつ事前に確定された労働時間および休暇の定め（たとえば，回転式休暇  

制度，週休閲左肘」，過4L」勤務制，延長週末制，過ごとに交替する多シフト制度など）が  

合意され．かつその際に暦年52週の平均が過当たり37．即寺問になー），  

（2）年間労働時間の定めがないヴj・働時間制度の場合には，休暇はまとめられ，かつ，6週  

間または四半期の平均が予め規制されていること。  

3 9条3項の意味における営業時間延長業磯を契機に，従業員代表のない事業所で従来  

の日々の休憩合計時間は従業員の意思に反してノ変更されてはならない。ただし，急迫した  

業務上の必要性がある場合を除く、つ   

事業所組織法87条1耳12号は，この定めに関係なく適用される。  
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4 過当たり労働時間は通常，週5日以内に配分される。ただし，業務上の必要性がある  

場合， または，それから外れることが従業員の要望に反しない場合を除〈。  

5 法律のヰ兄Uに該当する労働時間数は．提供されたものとして扱う。  

6 労働契約にもとづき，労働時間短縮に組み込まれうる，または当該労働契約の変更に  

同意されているようなパ・「トタイマーは，それが短縮されても関係従業員の意思に反せず，  

法定失業保険における保障義務の限度内に収まる限りでのみ，その時間数を38．5時間から  

37．5時間に短綿されうる。  

7 従業員代表が選出されている事業所では，休偲を含む日々の始業および終貰ならびに  

労働時間の曜日ごとの配分は，パートタイマーの適用を含めて、使用者と従業員代表の間  

の交渉で確定される。事業所組織法87条が適川される〕労働時間規定は事■菓所内に掲示さ  

れることによって周知される．  

8 営業時間延長のために18：30以後も就労する従業員は，本人の希望があるときには，  

ユ8：30以後のは週3Lロlを超えて就づj・させられないものとする。   

ただし，体系的な労働時間配分の範囲内で，複数の勤務時間帯（Schicht）が過ごとに交  

替して確定されている場合，過41」勤務が合意されているとき，または4過ごとに長い週  

末（土曜から火曜まで，または金曜から月曜まで）が達成されている場合を除〈。   

従業員代表の選出されていない事業所では，当該従業員と個別労働契約により同様の定  

めを取「）決めることができる。   

販売部門の従業員は，希望があれば，土曜勤務が月3回を上t亘lることはな〈，法定の休  

暇請求権を考慮にいれて各暦月1回は土曜に勤務から免除されるものとする。   

営業時間が延長される事業所ては，従菜員の社会的な利且 ならびに延長により生ずる  

特別な負担が考慮されるものとする。   

急迫した個人的な事情があり，その時間借に勤務することを本人に期待しがたい場合に  

は，従業員の希望により，月曜から金曜までの18：30以往ないし土曜の16二00以後の勤務  

を全部または－一部免除される。通常，つぎの場合がこれに該当する。  

・近親の家族または共同生活■者に，医師の診察によれば付き添いおよび介護が必要である   

にもかかわらず，それを確保できないとき，  

・12歳以■Fのその児塞の1叫：請および監督に欠けるということが信用できるとき，  

・職業訓練生で職業学校の授業口に該当するとき，  

・妊娠中の女性。  

18：30以後に勤務し，かつ20：00の閉店時割に期待しうる時間内に，通常もっぱら公共  

交通手段を利用している老がその住居に公共交通手段によって帰宅することができなし－と  

きには，その者は2（）：00よりも早い時刻に勤務を免除されるものとする。  

9（1）6条は，年少労働保護法21条aグ）範囲内で年少者にも適用される。  

（2）職業訓練時間は，年少労働保護法にもとづき，つぎのように扱われる。すなわち，  

・算定は，協約にしたがい過37．5時間とされる。  
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・訓練「1は，休憩を含め実際の職業学校時聞として符定される。  

・訓練生がその［1のうちに事業所に戻る必婁がある場合には，学校と事業所の問の必要な  

移動時間が労働時間として算入される。  

この定めは成年に達した職業訓練生にい酎1］される。  

10 販売部門の従業よ引こついては．求められ履イ」二されたづJ・働時間は，『1な時間手当を含  

め，将来に対Lて跡づけることかできるものとして理解される。  

8条 時間外労働等  

1 6条1号にもとづ〈所定労働時間を卜Iulる労働時問は時間外労働として扱われる。  

9条 時間外労働制こ対する割取手、11  

1 手当は，つぎの過りである。  

一過39時間をトニIHlる時間外労働については25ワG，  

週44時間を上回る時間外労働については50％。  

2 時間外労働等には遅くとも当り上本までにはト’11が丈払われる。  

3 時間外労働等は，従業員代表と了解のうえで，相当するF当が代償休暇によって償う  

ことができる。  

⑲K百貨店1 協約上乗せ支給される労働者の賃金変更す定  

く図表9参照＞  

⑪K百貨店2〔任意の社内社会給付〕  

1 従業員割引販売   

従業員は，社内で販売されている商■1了．につき，従業ユ呈購買の実施に関する規程にもとづ  

いて購‡引こあたり割引を受ける。これは従業吊本人Jjよび勺二計を共にする家族の必要によ  

り，またプレゼントのために行われる。これは従業ii本人による購買のみならず，パート  

ナーおよぴそのほかの過当な肴による購人にも池川されるし   

クレジットかドによる支払い，，］給振込rl座（M（）IlatSkonto）からの控除は認められ  

ない。   

従業員は従業員購英指針の厳‘、〕＝につき責任をfり。   

企業は，経営上の必要があるときには．従業呂燭胡を一時停け－することができる。   

企業は，イこ当に割引で構呈iした従業墨から，賦貰した再鋸i一．を返却させ，その者が割引購  
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買することを禁じることができる。  

2 疾病休業補償手当（Krankengeld）   

6週間の賃金継続支払いの後に従業員がなお労務提供不能である場合，つぎの期間，疾  

病休業補償に手当が支給される。  

・小断なく5年以上勤続した場合には42L］（6週間），  

・中断なく10年以上勤続した場合には84【」（12週間），  

・中断なく20年以上勤続した場合には14n「］（20週間）。   

支給金額は，社会法則こもとづく法定医療保険の疾病休業補慣と実質賃金蘭の斧紬とす  

る。   

民間医療保険がある場合には，か菓内医療余席の疾病休業補償＊が基礎となる。それが  

ない場合も，同様である。同じ病気により労働不能が繰り返される場合には，支給期間は  

3年内で合計される。  

3 結婚・出産補助   

主たる生計維持者は，中断なく1年以l二勤続した後，結婚したl］に50ユーロの商品券を，  

また，中断なく1年以上勤続した後に子どもを出産した場合には125ユー一口の商品券を渡さ  

れる。   

配偶者が働いていない，または配偶省の収入が夫婦の収入合計の、ド分に達しない既婚者  

は，主たる生計維持者とLて扱われる〔，出産補助は，未婚の母親に対しても同様に支給さ  

れる。  

4 永年勤続   

中断なく10年，25年，40年または50年勤続し，さらに引き続き勤続する者に対しては，  

証明斉と記念贈与が渡される。記念贈与の金鋸はつぎの通りである。  

・勤続川年の者には，月給1カ月分。ただし，300ユーロを上限とする。  

・同25年の者には．月給2カ月分。ただし／，600ユーーロを上限とする。  

・同40年の省には，月給4カ月分。ただL．1200ユーロを．【二眼とする。  

・同50年の者には，月給5カ月分。ただし，1600ユーーロを1二限とする。  

5 死亡時における賃金の継続支給   

従業員が，配偶者ないし未だ専門教育を伯了しておらず，かつ25歳末満である子どもを  

残して死亡Lた場合には，関係家族の－一致Lた要やにもとづき，つぎの基準で引き続き賃  

金を支給する。  

・小断なき勤続1年以卜の削二つき，1カ月分，  

・l司3年以t∴の者につき，2カ．「」分，  

・同5年以上の者につき，3カ片分，  

・同10年以上の者につき，4カ月分。   

従業員が配偶∵古も扶養すべき子どもら残さすに叱Lし，かつ，その者が扶養すべき親を  

有している場合には，その親は前言己の請求権を打する。  

J．‘了（ノ   



岡 法（54－4）874   

6 追加休暇   

企業は従業員に対し，協約上の休暇に加えて，つぎの追加休暇を与える。ただL，労働  

協約に特別な定めがない場合に限る。   

小断なく15年勤続した者に対して1日，同じく20年勤続した者に対して2【1，同じく25  

年勤続した者に対して3口，同じく3n年勤続した者に対して4日とする。   

従業員が退職した場合には，1該年には追加休暇は与えられない。従業員が職業生活か  

ら引退するときには，追加休職は月単イ葺二で比例持分して与えられる。  

7 援助基金   

理由ある場合，従業月は当社扶助基金から特別な事態を克服するために援助を与えられ  

る。そのためには書面により申請が，人事部または従業員代衷に行われる。申請の採否は，  

基金の同意委員会（Bewi】ligungsausschuLS）が決定する。  

8 結び   

この指針は1986年1月1日より発効するし、たとえこの給付が任意の給付である旨の留保  

のもとに数年偶に渡って支給されたとしても，この任意の，いつにても取り消すことので  

きる給付に対しては請求権は生じない。  

⑲K百貨店3〔旧H社の社会給付（5）〕  

1 個別事業所協定にもとづ〈取扱い  

11 年末子当   

従業員は業績に依存した年末手当を支給され，その金額は原灘として12月の賃金の85％  

から110％の問とする。支払いは一部は当該年の11月に行われ，残りは翌年の6月に行われ  

る。  

l2 クリスマス手当   

従業員はクリスマス祝いのために勤続年数に応じてクリスマス手当を支給され，それは  

11月に支給される。  

13 永年勤続休暇（Treueurlaub）   

従業月は10年，25年およぴ40年を勤続した年に，有給で2．5日ないし10日の永年勤続休暇  

を与えられる。  

ト4 従業員割引販売   

従業員および、一一緒に買い物する資格を有する者が，自分日身の必要からこの企業の店舗  

で買い物をする場合・には，通常，10％ないし15％の従業員割引が行われる。いくつかの商  

品およぴサービスに関しては，割引対象から除かれる。従業員特別版売の際には，いくつ  

かの部門では通常の割引率は引き卜げられる。  
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15 従業員食堂   

食堂を備える析舗では，従業拙ま二i三食ならびにコーヒー・－を，牛ごとに調整された統一的  

な同定価椅で提供される。さらiこ，そのほかの條定し算定された品F］が提供される。  

16 レンツキルヒェ保養所   

当社の従業員は，賀川の一部を負押して隼1回レンツキルヒェ保養所で2週間過ごすこ  

とができる。そのさいに配偶者，もしくはけ親家庭では：√どもを同作することができる。  

17 企業内の親休暇   

従業貞は4年勤続Lた後には，鹿川則l削小に1度だけ介業内の親抹暇を取得することか  

できる。その期間は，法定の育児休業，協机上の親休暇とりンクLて，．■11放から合計6年  

間を限度とする。   

企業内親休暇制「仰いも従業日割ウl販売が行われる〔〕それ以外の請求権はない。  

18 育児休暇および近親者介護のための職務免除   

生計をといこする，12歳木満の児耽の介護のために，社会法典45粂の要件のもとに無給  

で職稀免除が認められる。   

この場翻こ，児塵が12歳以上，14歳末満であれば，年目りで5［ほでの職務免除を請求で  

きる。この場合には，介業は社会法典45粂にもとづく疾病休業補偶に相当する金紬を支払  

1。   

生計をともにする近親考の介推が必壕な場合には，そのために斗lⅢ1011を限度に無給の  

休暇を請求することができるく〕  

2 純一一的な中火事某所協定にもとづく社会給付  

21言己念ト1   

記念［1には，従業眉は企壊に対する忠、勤を．組められ，二れへの感謝として，認証と贈与  

を授けられる。その基準は，中断なき勤続が，  

・10年の者には，600マルク，ただL，1カ1】分の賃金制を限度とする。  

・25年の都二は，1，200マルク，ただし，㍗カ什分の賃牒灘を限度とする。  

・40年の者には，2，40（〕マルク（以】二はすべて課税芳し），ただし，4カ月分の賃金髄を限   

度とする。  

・50年の者には∴j，20（）マルク（うち2，400マルクは．深税なし1，ただし，5カ月分の賃金縮   

を限度とする。   

勤続期日寺川1にパートタイム雇川の期l用を含むものは，パートタイム期間中はそのときの  

尖際の就労時間をフルタイマー一に換算して期lⅢか算定される。  

2・・2 出産補助   

3カf」以ト．勤続している従業員は，そのr一どものJl掴主により200マルクの補助を支給され  

る。これは，子どもが死産の場合も含む。ただL，母親保護法の意味における早産にとも  

なう死産はこれに該当Lない。   

山鹿補助は，f一どもを養イ・縁組した場合にもぅ一えられる。  
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2－3 結婚祝い令   

3カ月以上継続Lて勤務した後には，従業員は結婚にあたり20（）マルク∴紬肝式および金  

納式にあたり社会保傾睾よび課税義務のある200マルクの贈与を与えられる。  

24 死亡見舞金   

3カ月以上継続して勤務した従業Hが死亡した場合，せ門教育を帽rしていない未成年  

の子ども，またはそれがいない場釦二は残された配偶者に死亡比舞金が渡される。   

困窮事案の場合には，成年隼齢が・Jlき卜けられて，職業専門教育が修了していないかぎ  

り，18歳以L二，21歳末満の了・どもにも，就業規則にもとづく妃亡比舞令がリ▲えられる。   

人事部長および従業員代衣は，凶窮事案（たとえば，片親のいない√ども．金銭関係．  

そのほか）であれば，りl前にもとづき死亡見舞金がリーえられるという理解で一致している。   

従業員が丁どもも配偶者も残すことなく死亡した場合には．死L見舞金iよ，死亡者に対  

Lて扶養義：紡を負っていた′都ニリ・えられる。   

請求権を有する者の一人に支払われた場釦こは，すべての請求権者に対Lて免責する効  

果が生じる。   

扶養義務を負う老がいない場合には，社会イ呆険條金から理非につき支給される死亡見舞  

令では不址し，ほかにノブ法がない場合にかぎり，粗搾費用が死亡見舞金勧を限度にリ・えら  

れる。、   

死亡見舞金の金瓶は，つぎのとおりである。  

・3年まで継続して勤務した一場合は，賃金1カJ］分，  

・3年をL二回って継続Lて勤務Lた場合は，壬号令2カノl1分，  

・5年を卜blって継続して動胡Lた場合は，賃金3カf」分，  

・10午を＝llトノて継続して勤務した場合は，賃金4カ月分。  

25 社会県条   

例外的事案とLて、l′一分に帰請軸†lがなく生じた阻牲な状態を克服するために，扶助を  

うけることができる。そのための書【如こよる小話は，人事郡長または従業員代衷に提出き  

れる。法的請求権はない〔   

パートタイマーーは，軌兼帖「H＝二按分してリlき卜げられることな〈扶肋をうけることがで  

きる。  

26 特別な場合における休暇  

261 3カ月以1二継続して勤務した従業上iは，つぎの場／斜二特別な休暇をり▲えられる11  

・3L】：∩分の雛兵乱 配偶苫，rどもおよび親の死亡，虹居。   

一家を構え、かつ，新しい情家契約を結ぶことを提ホする従業員も同様である。  

・2ll出産，自分の子どもの堅†Jおよび聖体拝領，自分の組婚式ぶよび金婚式，義理の  

親，いとこおよぴⅥ分の軋菊姉妹の死⊥1「1分の「どもの結軋軋  

262 この特別休暇は，これが与えJJれる出来事の当什．前‖または翌日のいずれかに，  

従業員の希望にもとづいてリーえられる。前拙条件は，労働義務があr），その者が労務を提  
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供できる状態にあることである。11曜および法定祝し一はこれとは関係ない。  

263 この定めは，パートタイマーに対Lても，換算されることなく，同じ形態て㌧与・えら  

れる。  

2－7 追加休暇  

2一ナ1主に，少なくとも年間6カ月を地卜室で就労する者に対しては，年2日の休暇が追  

加して与えられる。もっぱら地F室で就労する者には，年4日の休暇が追加して与えられ  

る。クーラー設備を備え付けた地下室で就労している者には，追加休暇は与えられない。  

272 主にエレベータ・一道行者とLて就労する者には，1年間の勤続の後に，年2日の追  

加休暇が与えられる。  

2－8 従業員食堂   

各店舗には従業員食堂が設置される。そこでは少な〈とも食事および飲み物がその目的  

にふさわしく保管され嗜められている。   

経営陣および従業員代表は，この施設を継続的に監視する義務を負う。従業員は秩序を  

保ち快適に利用するために協力する。食事時間には，そのために指定された部屋のみが利  

用される。食器は丁寧に扱われ，食堂から持ちHlしてはならない。  

29 時間外労働時の給食   

屋間フルに就労した後に20：00を超えて時間外労働が行われるときには，1．5マルクの価  

格の飲み物が提供される。  

2－10 制服   

従業員には作業服規程の基準にもとづき作業服が用意され，それは標準的な範田内で洗  

濯され，良好な状態に保たれる。規程は人事部に掲ホされる。  

2－11 日動申達転手の特別手当   

1年間に無事故運転の場合には，自動申運転手は等級分けされた特別手当を支給される。   

手当額は，経営陣と従業員代表の間で取り決められる。   

証明可能な，第三者によって引き起こされた事故は，手当支給を妨げない。  

3 一般的指示  

3－1パートタイマー   

パートタイマーは，それがしlごと，半∪勤務，時間単位で就労していても，同定した従  

業員であるかぎり，支給の時点で提供している労働時間数に比例技分して，この社会給付  

を与えられる。ただし，この規定または中央事業所協定に別の定めかある場合を除く。  

32 －一一括払い従業員（Pauschalkr宜fte）   

この協定または社会給付に関する個別規定（たとえば，クリスマス手当，年末手当）に  

もとづく納税義務のある手当は，労働協約にもとづく納税義務のある社会給付とは異なっ  

て，一括納税によってすでに償われている。一括支払いの従業員はそれにしたがって，納  

税義務のない社会給付のみを支払われる。  

／．‘‖   
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⑲K百貨店4〔人事二考課：職業訓練生用〕  

1 専門知識  

（1）商品知識および各J占「】に関する知識，と〈に性質，利用可能件および環境調和件に関  

する知識を白面にイか－こなせるか。  

（2）売上市場に関する紬乱 とくに地域の競争柚手およびトレンドに関する知識を自由に  

使いこなせるか。  

（3）杜し当部門の商品絶頂㈲度の‖的および構造を知り，そのための補助道具を適切に利用  

できるか。  

（4）関連する法律・命令を遵守L，機構上の規程をうまく適用しているか。  

2 顧客に対する態度  

（1）コンタクトを適時に親舶二とっているか。進んで，かつ，適切に情報を提供しているか。  

（2）顧客の要望を把捉し，商品使用方法を説明し，その利点を示し，異論に対して適切に  

対応しているか。  

（3）棲数の用件，商．甘取り替え，苦情などの困難な状況でも注意深〈，かつ，適切に振る  

舞っているか。  

（4）場合によっては部門を超えてでも，提供できる条件の中で顧客の要望を満足できるよ  

うに努めているか。  

3 同僚・上司に対する態度  

（1）連絡取「）の際に，開放的で配慮をともなっているか。  

（2）グルー70にとけ込んで，ほかの省を助けているか。  

（3）同僚と協力しあい，批判に対して建設的に対応Lているか。  

（4）自分の仕事を通じて，グループの作業成果を確実にするために貴献しているか。  

4 個人的な学習態度および勤務態度  

（1）知識を吸収し，深め拡げ，状況に応じて適用できるか。  

（2）アイデア，刺激または提案によって学習や作業の成果に貢献しているか。  

（3）任された課題を確実・迅速に遂行しているか。  

（4）必要な作業を認識し，独立して処理しているか。  

（5）状況の変化に迅速に対応し，負担が高まるときにも対応できているか。  

【評価基準】1：期待をはるかに下回る。2二期待をはっきりと下回る。3：期待をやや  

F桓lる。4 こ期待に治っている。5：期待をやや上回る。6：期待をはっきりと上回る。  

7：期待をはるかに上回る。  

この評価につき，lこ司意Lます。二つぎの点で了解しません。一－－－  

署名（本人，上司）  

／、‘了、う   
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⑲Ⅰく百貨店5 休日カレンダー  

＜図表川参照＞  

⑮K百貨店6〔就業規則（6）〕  

9 ヴ∫働時間，休憩   

所定労働時間ならびに始業・終業時刻およひ休憩は，使用者と従業∫i代表の間の事業所  

協定によって定められ従業闘二周知される。時聞計測にあたっては，タイムカーードが基準  

になる（，  

10 時間外労働   

時間外′芳働が法律およぴ′ブナ働協約によって．汁零され，かつ事業所組織法の範囲内で従業  

員代表の同意を得た場面こ，峠†j］外分働実施の汁l■rが経営陣または人事部泣から行われる。  

23 賃金支払い   

賃金支払いは事後に各日の終わりに，過ノブ；～－は現金によってでは乙・くL】座払込により†け）  

れる。従業員は賃金および才り即釦二関するi址苫を捜されるし 杜会保険負和．食は法律規定にも  

とづいて算定され，賃金から控除され，管酷の疾病金′畔に渡される。   

企業疾病金種またはその代骨食碓の帖成上iである疾痛保険加入義務のある従業員は、疾  

病保険に対する仲川者側“川1．として実際に支払われる疾病保険魚拍金の1ll分を受け取る。   

年収が超過するために保険加入義務のない従業員が作意に法定疾病保険に加入する場合  

には，疾病保険魚机金に対する便川者n打力に対する請求権を有する。この使川者負担分  

は，それぞれの疾病保険ハ頼金の半射＝二二！ユたる、、   

艮聞疾病保険加入者のために，企業疾病金種鋸「1余の疾病保険に対する使用者負担分が  

計算される。それは実際の鋸∫l令の！卜貼を限度とするr〉  

⑲K百貨店7〔事業所協定（労働時間関係，1998年11月30日締結）〕   

H祉（甘業譲渡される前の介業名）フライブルク友情と従業l＝i代表の問で，二事業所組織  

法87条1項にもとづいて，つぎの事業所協定が締結される〔J  

l 過f「1範囲 錘各）  

2  通常の労働時間H∴よび休憩の仲   

通常の労働時間は以Fの峠問帽の抱囲内で配芯される。  

J．フ6   
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図表10 休日カレンダー2000年［グループl用］  
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」   始業時刻   終業時刻   

月曜一一－水曜   9：25   19：10   

木曜金曜   9：25   20：10   

土曜   8：55   16：10   

クリスマス第4週聞の上曜   8：55   18：10  」  
注：この時刻は，その後の閉店時問法改正にともなう営業時間変更によ－），変更されて  

いる。  

早番勤務および食料ないし鮮魚点肝■」の会計相当の労働者には，以下の異なる労働時間粋  

が適用される。  

始業時刻   終業時刻   

月曜一一水曜   7：30   19：30   

木曜一一【金曜   7：3（〕  20：30   

7：nO   16：30   

クリスマス第4週間の土曜   7二O   1とミ：3（〕  

労働時間法における最低休憩時問は蹟守される。さノ）に，労働者は以下の範囲内で休憩  

を与えられることを請求できるら  

1し］あたり労働時間   黄小休憩時問   

4－6時間   40分   

6－8時間   60分   

8時間を上回る   90分  

労働者が希望する場合には，この幅を超えて休憩を与えられることが許される。  

3 そのほか   

年間で以Fの日には，これとは異なった取扱いが適川される。  

J3β   



岡 法（54－4）866  T 9：00   
亮頭蒔訂㌦ ‾   
8：55   

従業員集会    「クリスマス前画面か ら12月30日まで 

のあいだの月  9＝25  

曜から金曜まで  

バラの月曜日   
休I†   

リスマスイブ   在雄品調査  7：30  ク  8：55  

終業時刻  

罰  

云こ二∃ ゝ、、」 ㌫ト「  夏および冬の期末バ→ナニ  

＝」  ール：袖「】  

4 自由時間規定   

労働者は少なくとも週1llの休＝を請求できる。4週間内に金曜・土曜・月曜に及ぶ長  

い週末を，クリスマス前4週間以lノぅには，土曜・f川是・火曜にわたる長い週末を請求でき  

る。  

5 労働時間および休し」の備に   

労働時間の取り決めおよび計l山＝二関しては，1998咋】川12「1の電子時間測定の導入およ  

び適用に関する事業所協定の定めか適用される。それ以外の点では，以下の諸原則による。   

日々の労働時間を延長Lて，それか実際に有われた場合と同様な範囲内で，休日の追加  

時問によって調幣することを，労働者は請求することができる。12月31Hまでに調整きれ  

なかった労働時剛ま，すべてをまとめたイ木「Jの形で3月311」までの翌年に与・えられる。そ  

の際には，辛苦所内の都合が考慮きれる。   

労働者は，2000年1月1Fl以後，川町制動Hの3分の1を最長で2∩：10まで，月間労働  

日の3分の1を最長で19：10まで働く義務をilう。1l1あたり労働時間は8時間チトを超え  

ないものとする。．   

導人される午である1999年にはこれとは異なって，年間労働時間算定に伴い生ずる休日  

の貸し（Guthaben）はつぎの仲川りにもとづいて付ケされる。  

（1）休「］前日を17二30で？▲仕舞すること，および休tl翌r］を遅．■11軌することにより，さら  

に隔週土曜に10：00の遅出軋によるし そのほかに，年間3回を限度に土曜を休tlにするこ  

ともありうるし、  

（2）第1週の勤凝時間シフトを始業10二（州とL，また第2週における－一斉終業時刻を18二  

30とすることによる。  

J39   



865 ドイツに上；ける労働条件規制の■交錯  

6 年I別所走労働時閥と尖労働時間の算定  

年F帥析定労イ動時間（Jahres－S（）11－Arbeitszeit）の算定ならびに年間実労働時間（Jahres－1sト  

Arbeitszejt）の把握およLJ（差し・；．きに関しては，199針目＝］12【1の電1・時間制這の導入お  

よび適用に関する事業所協定の定めが過川されるく  

労働苫は，その者・に実地されている隼l朴実労働時間の算定ならびに各月への配分につき、  

衡平の始めに書面で知らされる。場（H二よっては′巨じうる牛l抑ソ；・働時間の差甘残高は完全  

に，かつ，年1畑こ調整されるべく計iLlllされるものとするしつ  

7 発効と解約  

本協定は1999年1月1＝に発効するLJこれは十週澗」の解約菩如㈲憫を趨！、トされたうえで，  

暦年の終わりに，1999年12月ご∋1‖に初めて，終了する＝、  

8 変更条項  

現在実施されている労働時間合意が行部署で売上に過した構成にはな一フていないことが，  

顧客頻度分析にもとづいて確定された場合には，協定1車」引ま遅滞なく，該当部門の労働  

時間規制（所定労働時間およ洲本川根苫の相克）に閲し交渉を始める義務を負う。  

人員投人時間がそれに対応する亮h祁分の7（）％（数仲基準）を下回るときには，もはや  

適切な配居ではないということを共通の認識とする「  

標準的なライバルであるカウフホフ祉の睾■業時間が1999・午に予定されている改築により  

変更された場斜こは，1998年ボ†」5llの札益調整にもとづいて耳事業所における終：半時刻  

は新しい営業困叩‖こ統▼一される。  

9 議事凝メモ  

労働時間年間計画：20川〕午以後の年㈹労働時J札汁l輌二関しては，部JJl疑および労働考に  

予想される年内労働時l聞配分を明1、）かにするために．毎叶二，新しい労働時間モデルが検討  

される。そのさいに生じる労働時間芳しリlきは，隼lノ小二休暇計画の範関内で，事業所協定  

「時間把捉」の諸凧附こもとづいて介意のうえで計画されるものとする。  

⑰K百貨店8〔事業所協定（労働時間関係，2003年7月29口締結）〕   

フライブルク支店の支店長と従業烏代演のあいだで，改1卜された閉店鳩間法，およひフ  

ライブルク支店の千畑二間する2（）03年7り28‖の労働協約における取り決めにもとづいて，  

以下の協定を行う。  

・適用範囲   

事業所協定で定められる諸偵則は，肌克部【■LJ、労働峠l肛枠を作っている管坪部門および  

旅イJ部門のすべての′ガ働割こ過川される。食堂郎l■【】に関しては現在，事業所内部の取り決  

めがある。上場の営業時間が進長されたことにより，それに対応する従来の規定の時間枠  

は拡大される。  

上狛   
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・労働時間および休憩の枠組み   

通常の労働時間はつぎの時間枠のなかで設定される。  

日々の労働時間枠の開始Jiよび終r  

月曜食峠  9 二25  2t）二10  

土曜  8：55 18二1（I  

クリスマス準備の4J卜曜 8：55  2（）：10   

そのほかの4ki］のL岬は，3カJ］F裾こは通知Lて，同業者■（Wettbewerb）との協定により  

取り決められる。良い土曜は，2004年1fjに関しては遅くとも2003年12月：il口までに定め  

られる⊃ 2（購昨に関しては，川月41】およぴ12J］271］とする。  

・そのほか   

労働暗闘および月面時間の配置ijよび配分に閲するさらなる取り決めは，1999年12J］10  

tlの事業所協定「労働鴫問」の粧則か過川される。もL㈲軸こおける蛭争状儲で，重要な  

ライバルが営業時間を変配した場合には，事業所と労働音の利一、キを考慮したうえで官業時  

間を現実の競争状態に適合させるために，遅滞な〈交渉が行われるものとする。   

この事業所協定は200二川二8Hl【1から発効するものとする。）  

⑲K百墳店9〔磁気カードによる時間測定の実施および適用に関す  

る事業所協定（1998年11月12口締結）   

tI祉フライブルク支情のⅥ胴部および従業員代表のあいだで，以下のように合意される。  

A はじめに   

時間把握および合意に抵づく労働峠聞の実施とともに，ポ某所の利器と労働省のイl札人祇  

な労働時間希望が調整されて，労働時問の改善された軋分が達成されるものとする。  

B 磁気か一ドによる時間測定の実施  

11場所，記入権限   

勤務および不在の時問を合判拍引二把捉し確定するために，屯r・帖＝那柑定が実施される。  

その場所および記人権限は付属資料1に定められる。   

労働者は，自分が勤務する階で，什．軌の抑私 人事受付係（最終山l1は24時間，労働者  

全員に対して開かれている）で三i己人できるリ  

ト2 時間批塀∴カードおょび，i已人   

時間把捉器は労働者全員の平等取扱規則にもとづいて扱われる。   

労働者はいずれも時間誉斜にあたり仲人証‖ノ】カードを保持する。それを紛失Lた場合に  

は，その背川は企業が負ぃする。   

このカードは，それが発行されている労働者に対Lてだけ利用が許される。労働者は，  

か－ドを規杜にしたがってイ射りすることにつき貰什二をfミうハ  
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時間把捉器の利用によ／）て，以卜の時間か把握される。すなわち，勤務時間（Anwesenheits－  

zeit）  

一始業および終業，私的な退席時間、一休悪の開始および終了，私的な買い物（Besorgung）。  

外勤，建物検査，適川門，商ん■l′受け取り，およひ従業員食堂の労働者は，始業および終  

業のみを記入する。  

職業訓練生は始業，終業および休憩のみを記入し，言Ill練は記入しない。  

部門長，研修中（脱売係長ないLは部門長への準イJ削 グ）労働省は，合計訓練時間を含め  

て，始業，終業および休憩を記入するり ただし，年間所是労働時間は記入しないものとす  

る。  

13 峠「札L限  

時間の．L二眼はつぎのように定められるっ すなわナ〕，時間計測は個別の労働契約またはそ  

れぞれのデルⅥプの事業所協定にもとづく労働時間の開始より始まる。  

時間計測は，個別の労働契約またはそれぞjLのグループの事業所協定にもとづ〈労働時  

間の終了に1n分を加えて終了する。  

14 労働者全fiに，4暗一ヲjJを超える所定労働峠l瑚につき出勤日あたリ5分間の移動時間  

（Wegezeit）が与え；）れる。  

15 欠勤日・不在に対する暗闘‖寺．し   

休Lり十与に関Lては，労働協約卜の規定および事業所協定か適片jされる。一方働不能，保  

養，協約上の職叔免除およびそのほかの有給の不イl三時間にあた1ての賃金継続支払いにつ  

き，付属資料2に記載さjLた需用吊伸二もとづき貸しノノが行われる。   

時間把握システムの運行開始にあたっては，時間外労働カードのうえですでに提供され  

ている労働時間の差し引きは貸し方に記入されるし  

16 記入リスト   

毎F】，部門ごとに．このシステムによって把握された労働時聞の情報は印刷さJして部門  

長に渡される（記入リスト）ン   

労働者がこれに異議あるときは，三治＝l，」易合によっては従業員代表を同伴して，異議に  

つき説明を受ける。  

2 労働時間編成の諸原則   

始業，終業ならびに休憩に関Lては，あご〕ゆる佃別労働契約および事業所協定（たとえ  

ば，凹転システム，パ」トタイム労働など）が適用される。  

っては関係する同僚との合意にもとづいて，労働  l二司との合意にもとづし－て，場合によ  

玉 里些二重墨   守一い終業，休憩の延長または短縮，それ以外の勤務小斬の形で，  

時間から逸脱することかできるっ ただし，それによって営業が危う〈される，もし〈は法  

規およぴ．私行事業所協定の定めに違反する場合は この限りではない。   

個々人の年間所定労働時間の範囲内で，七日Jと労働者は前JJ20［1までに労働時間の・！‡休  

よび労働時間の長さ・配置（Lage）を合意する。  的な労働Hお   
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理由のある例外的な場合に人矧配置計画がこの時点までにまだ確定されていないときに  

は，労働時間の配置は遅くとも14「l前までに確定される。合意された労働時間は，合意に  

もとづき，労働契約上の労働時間ないしは事貴所協定にもとづく労働時間から逸れること  

かできる。   

合意が成立しない場飢こは．従某月代表と人事部長が呼び≠され，事業所組織法87条1  

項にもとづいて確定的な合意が臼指される。   

時間外労働が大規模になったときの補偶には，バー・一デン・ヴュルテン／ヾルク地域小売業  

湛本協約の完三めが適用される。   

パートタイマーーのL］々の労働時間は，従来同様に，これと関連していない。   

呼び欄L労働は許されない。  

3労働時間計画   

「はじめに」であげた目標を迅成するために，B2にもとづく諸規則により労働時間計  

画が2f都営で実施される。  

31年間労働時間」計画   

個々人の・平間所に労働時問の範囲内で，休暇のための欠勤，労働時間差し引き調紫のた  

めの休u，月を超えた労働時間の移軌フルタイマーC7）叶変的な休H（variable Freizeittage）  

に関する計画および合意を通じて，労働パーごとに月々の計画労働時間が合意され，記録さ  

れる。   

休暇什上土に関しては，法律，協約ならびに事業所協定が適用される∩  

32 人員配置計画   

年間労働時間計画で合意されたJ」々の労働時間をもとに，具体的な馴動Rおよび労働時  

間が合意され，記録される。  

4 年間労働暗闘  

41前記目的を速成するために，個々の労働制二は個別馴動契約で合意された月間労働時  

間」にもとづいて，年制所定労働時間がつぎのように算㍍される。   

労働契約で月間労働時間が合意されている労働制こ関しては，年間実労働時間（Jahres－  

Brutto－Arbeitszeit二1＝契約で合意されている月間労働時間数Y12カ月。   

協約にもとづく労働時間か過川されている弱働者では，年制実労働時間＝協糸鋸二もとづ  

く過当たり労働時間数×52週（場斜こよっては52．2週ないし52．4過）。   

rI÷問実労働時間から，コド鯉」的な1廿1たり労偲時間で算定きれた法定週休が差し引かれ  

る。そして，販売部および通常全平‖に働いている部門の労働・者には，月曜から上峰まで  

のすべてのイ木口が，それ以外の部門の労働者には，月曜から金曜までの休日が，労働日が  

囲定しているパートタイマーには休［lに該三Jlする出勤【1につき手当が支給される。   

ザ均した］【」あたり労働時間は，年聞失労働時間を〔52週（場合によってほ52．2過または  

52．4週）＞ご5口二 で割った数字である。  

42 この年聞所完労働時間は，各暦年隕位で計算される。丸1年でない場合には，年間所  
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～ヒ労働時間の算定では休日のみが剃用始めから考慮される。  

各暦年開始後の新規採用う糾こは，fl三籍期間に応じて年間所定明働時間が確定される「ノ  

43 調整された月間労働暗【とIjは年間所定労働時間に刹Lみ込まれる（⊃万が一，過剰または過  

少の労働時間数が生じそれを調整する場合には，法律ぶよひ闇約の定めを考慮して行われ  

る。  

平間所定労働暗闘は12†J31Jほでに到達されるものとする。ガが‥一，時間の差し引きは  

翌年に引き継がれ，時別外労働の場合には休11グ）形で付与される。  

12月31日までにいたる時間外労働は，3J】31‖までに調整されるものとする。従業員代  

去には毎月，実際の差し引きの情報が提供される。）  

44 H々の舶L両賞令算定の基礎は，州別労働女都鳥いし協約にもとづ〈月当たl）労働時間  

数である。年間途中の退職にあたっては，実際に枕伏された時間数が算定の基礎になる。  

合意されている時間数上りも多〈て，または少なくて．万が一，調整が必要となる場合に  

は，できるだけ余分に働く，または休Ilをイ・」■与することによって調整される。それができ  

ない場合には，金銭によって清算する。  

5 データ入力および移転   

時間把捉システムにらとづくデータは．友情甘時I肛際涯計算機に記録保存され，そこで  

印刷することができる。   

記録されたデータおよぴその佃リl廿岬購∴ テ」タカタロブで確定的に列挙される。この  

データカタログを拡張するには，従業員イt去のト」意を必要とする。   

計向システムおJ：び能率給（Leistungslolm）算定システムが当祉の計算機で行われる場合  

には，関係するデ→タの移転はこの言「算概で行われる．．   

能率給眉是の「川てノで7fわれるデー一夕移舶ま，や某所協に「能率給」で確定づれている部  

門の労働者に対してのみ村木れる（，   

人橋管理の「川勺で時間把捉システムを川いることは，従業員代表との事前の取り決めに  

もと一ブいてのみ行われうる。   

管理部には，計画のために，計算卓佑部署（Kostenstelle）ごとの毎月の労働時間差し引き  

および労働時間の現状デ」タが，清拝匝二切りのために，12JJ31日までの労働者ごとの労働  

時間差しノ引き残高が，移転される。   

規子l：の計井システムにデー一夕が移転されることはない。男働老ごとの労働時間カレンダ  

、（休l1のグループを含め，重要チ」タにもとづいて毎月およぴl【々の労働時間），および  

労働者ごとの休暇巾請および取得さオtた休暇カi■，PIASから時間把捉システムに移転される。   

それぞれの有効な事蔑所収定「PIAS」の定めが考慮される。記金表されたデータは前記の  

け的のためにのみ佐川されることをはっきりと確認する。ほかのシステムへの接続は行わ  

れない。   

労働者がこの事：某所から退職した後には，その〉裾二関するあらゆるデー、タは消ユこされる「ノ  

さらに，6カ†jを経過した†1々の記会長およぴ2カ年を経過した月間記録は消去される〔）あ  

五  
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らゆる記錨に保管期限が記される。  

6 従業員代表による監視  

61従業首代表は∴事業所協定か遵守されていることを監視する権限を有する。このため  

に従業員代表は年間約23帆不定期に，約5（1人の労働者を単イう∴に入力されているデータを  

検査することができる。検査にあたり事業所協定の遵守につき根拠ある疑いが生じたなら  

ば，従業月代表は事業所組織法即発：i号にもとづき，より詳細な便川名との協定にもとづ  

いて専門家を呼んで協ノ」を得る権利をイ】する．っ  

62 従業員代表は時問把握システムかごっ作成されるりヱトにつき，それが最初に作成され  

るときにサンプルを渡されることにより暗闇を提供される∪ 従業員代表は常時，あらゆる  

リストを閲覧することができるしつ 幸業所組織法にもとづき．従業ii代表は新Lい－1ストに  

つき懸念を抱いたなノブぱ，そのリストは仲裁委員会が設苗され開始されるまでは印刷され  

ない。  

63 リストはすべて，付牒資料4とLてこの協定の一部になる。  

6－4 付属資料5に列挙された人々は，時間把握システムにもとづくあらゆるデM夕に接近  

する（Zugriffhaben）ことができる。変更は即刻通知される。  

7 人事上の摺＝置   

経営陣は，時間把握システムの導人だけを契機として，整理解届を提案はしない義務を  

負う。成績管理はノ行われない。  

C 研修   

仝労働者は．時間把掘システムの導人に先：＼ナニち，ミ引∫■ほU識をイi▲する労働省からシステム  

の過斤＝こつき研修を受ける。従業員代表はこの研修企画に参画する。新規採用者に関して  

も同様である〔  

D 発効，解約   

この事某所協定は1999年1J11rlより発効する⊃ それは6カ月聞の猶予期倒を経て月末  

に，1999年12月3＝」に初めて解約されうる「  

（期軋 使用者と従業員代表議長の署名） （付属資料 略）  

⑲K百貨店10〔従業員向けパンフレット「申し合わせにもとづく   

労働時間編成」（1994年）〕  

1 概要と課題  

l1なぜ小し合わせ（Absprache）にもとづく労働時間編成か必要か   

あなたに最も好都合に甘分の休l】を決める。人員配置訂頑ではお互いの会話をもっと増  
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やす。必要な場合には，たとえば変通の便を  くするために，遅くに出勤L，また早くに   

退社する（，  

もしあなたが労働時間編成の最も＝理想的なやり方を考えれば，これと似たことを思いつ  

くでしょう。その際の中心ノ．‡は，たいてい，H分の労働時間を確定する際の自己決定と裁  

量を拡大したいという要望です。   

以■下に説明する「申し合わせにもとづく労働時間組成」というモデルは，あなたにとっ  

て労働時間配分で仰がベストであるかをより深く考えるうえで，手助けになるでLよう。  

言葉がきれいだ？ 小身を作っていない約束だ？ 一度ご覧になれば，あなたの積極的な  

協ブ」をいただけるでしょう。  

1－2 枠組みは何か   

私たちが労働時間織成の‖」決定拡大を考えるとき，まず，これがどのような枠組みの  

もとで行われるのかをみてナ；く必要か凍ります。顧客相談および販売への十分な準備を首  

尾よくこなすという我々の中心的な裸題を遂行するのに十分な人数の従業員が各部門に配  

置されるべきであるグ）は二【1然です。   

小売業では，それはさほど容易にできることではもちろんありません。というのも，該  

当する仕事の分巌は，一部ではかなり多様であり，たとえば擬古ク）披グ）愛執 繭品乱逆お  

よび特別販売活動などに大きく規定されているからてす。   

部門における従業fi敏も，常時川越なくこなせるように必要な人員は必ずしも配置され  

ていません。   

あなたの個人的な要望を具体化するにあたっては，このようなあらゆる枠組み条件を考  

膚、しなければなりません。  

13 「申し合わせにもとづく労働時間編成」は，どのように援助されるか   

吾即－］で誰がいつ動け，誹サ休みであるかにつき．あなたが同僚と・緒になって決めるこ  

とをお願いします「，  

申し合わせでは，  あなたは勤務時lⅢを  チ㌧1ムのなかでお／上いに調整し，そのようにして  

あなたの個人的な要望を計画のなかに反映させて欲しいと思います。   

あなたが計画の単位期間1f】の勤務希望をイ云え，lrfl僚のそれも知らされることは，調整を  

うま〈行うための条件です、あなたに計画の重要な枠組み条什のすべてを知らせ，明確な  

勤務割り案を含んでいる概括的な勤務割り資料を渡されることもそれに含まれます。この  

勤務案引ぺ僚とフェアに申し合わせてあなたが蓑住をもって検討することにより，あなた  

の個人的な希望が最大限かなえられ，部t■Llにぶける労働時Il服鼠成が事業所の枠組み条件に  

ぴったりと適合することが保障三されます。   

それではあなたに，年間鮒動時間の計帖こあたり，またJ川ijの人員舵置計画において労  

働時間中L合わせがどのようにできるのかを．説l州一ていきます。  
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2 勺三間労働時日j」計画  

2－1年間労働時間計両では．どこが新しいのか   

「年間労働時間計画」では，まずあなたは，あなたがこれまで毎年，休暇計画にあたり  

行ってきたこととまったく同じことをします。あなたはたとえば予定している旅行を予約  

する，または自宅改築を職人に紙むために，自分の休暇希望を調整Lます。   

さらに，あなたかもし前年に所定よりも多く，または少なく働いている場合には，それ  

を相殺するための時期も計画する必要があります。   

そのために，つぎの計算プ」一法により，あなたは，予定されている規模ならびにあなたが  

実際に勤め上げるべき労働時間せ匁けされますし、  

個々人の「年間実労働時間」は，つぎのように計許します。  

協約上の週あたり労働時間×52．21二なし、しは52．0／52．4）過＝年間名目労働時間  

一休「1数×1【1あたり労働時間 ＝年間所定虜働時間  

一休暇 一  差し引き調整 ＝年間実労働時間」  

2－－2 年間労働時間封ぜ両二あたり「「1し合わせはどのように石われうるのか   

年間のなかで月により売1∴および顧客頻度は大き〈異なることは，みんな知っています。  

すなわち，ある時にはわずかな人数がいれば足りますが，他のときにはl卵寺に大勢の従業  

員が出勤していることか必要てす。計画でiよ、各月にどれほどの欠勤が予定されるかが部  

l－1ごとiこ情報提供されます。この標準案が尊重されれば，各flに予定されている業務量を  

こなすために必賀な従業員数が確保できる〔あなたのH1勤および欠勤の巾し合わせでは，  

毎月の計画案をできるだけ詳しく定めるように心がけてください。チームのなかでこの申  

L合わ－せがいいほど，また各部「■l】のなかではかの伸僚の葉望に配慮が払われているほど，  

あなたの個人的な希望がチームのなかでかなえられます。  

23 年間労働時間計画烏あなたにどのようなメリットがあるか   

以L二のことを要約すると，つぎのようになります。  

・自分の長期的な余暇希望が最大限実現されます。  

・部門の少ない従業員に大きな負拍がかかることが減ります。  

・計画年の人員配置にとって意義のある重要な事情が包括的にあなたに情報提供されます。  

3 月問の人員配置計画  

31いかなる基1蓮にもとつし、て，f＝‡ilの人相配置計画中し合わせは進められるのか   

年間労働時間計画の場合と1i了】様に，ノl川－1の人ji門己置計画でも，あなたが【1身の酉己・置を同  

僚と申し合わせをして確定することができるように，情報が提供されます、つ 日々の勤務時  

間帯を確定する  

十】間計画ではそれに関する配置案が提案されます。ここでも配置計画案を守ることが，部  

門のニーズにマッチした人員配嵩計画をイ末節します。  

747   
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32 人員配置計画の小し合わせはあなたに何をもたらすか  

このように．設定されたJ川鮎汀画でも，r仰の小は持ちつ持たれつ（ei11eHandw去Chstdie  

andere）」の原則が当てほまり，これまでは弱・働時間の決めカではほとんど無理だった，仙  

人的な裁屋が広がi′）ます。  

たとえば，休［二1をあなたの都合にあわせて取持できます。パートナーが休みの口や，学  

校で父母懇談会が行われる，または家族パーティーの畔備をしなければならないようなと  

きに，ト′1分の都合にあわせて休みを取れます。それは同僚との申し合わせにより，一層可  

能になります。  

1時価単杵の休みも取りやすくなります。それにより，たとえば週末へ向けての買い物  

をゆっくりでき，検査のアポイントメントのために卓でいくことも可能になります。  

あなたはいつも，部PL】の誰がいつ勤頗しているか，いつ広告局伝行動が始まるか，いつ  

新しい同僚が部門に来るかなどの情報を知左されます。  

4 労働時間の電磁式把握  

電磁式骨働時間把†射ま，あなたが提供した労働時間を正確に把捉し，年間および月間で  

f定されている労働時間と比較するのに投に立ちます。  

4－1記帳にあたり何に気をつけるべきか  

原則として堤供された労働暗闘は，部†≠近くに取り付けられている時間把握端末装置に  

i：る記帳（B uchung）で把捉されます。  

受理された記帳は，一一リ．，音ノ［iシグナルおよび透明窓にある時聞預金＝座残高の表示に  

よって確認されます。  

受理されなかった記帳は，汗テ圭iシグナルが中断することにより，および透明窓における  

ミス表ホによりホされます〔）  

42 端末襲用引こおけるミス表ホ  

／封j着 ミス」という去ホは，2度続けて到着記帳か7fわれた場合に行われます。その  

場斜こは，退出ほ己帳のみが叶能です。  

「退出 ミス」という表ホは，2度続けて遊山記帳が行われた場合に行われます。その  

場合には，到着記帳のみが可能です。  

「ミスの端末装置」という表ホは，従業iiが許可づれていない暗間把握端末装置に記帳  

Lようとしたときに行われます。  

J4β   
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く記入ん法〉  

4，3 時間算定枠はどのように働くか＝   

従葉月には全員に時間算定粋が；王められ，それは，いかなる限度内で記帳が時間算定〝）  

スタートまたはストッフロにいたるかを確定Lています。   

もしあなたがこの限度枠外で記帳をし．ますと，記帳は確かに行われますが，しかしなが  

ら時間帯宝は限度でもって開始または停止になります。さらに，あなたの時間L1座には貴  

初の「到着」記帳により，従業上i代表との帆で合意されているルイ川寺聞が貸Lんに記入さ  

れます。  

44 あなたの提供した労働時瀾＝まどのようにして保持されているか。  

lJ々の計柳二もとづいてあなたのIlケの労働特別は，到着一迫丑の記帳にもとづいて算  

定され時間＝推iこ保持されます．その際に，‖11風 月11嫌および年別［1座の3推知の時  

間l1座に云己入されますー．   

月＝蟻は当該月ですでに提供された実労働時間を記入Lます。   

牛開口雁は．当該jFC7）実労働暗闘を把捉Lます。⊃ それは年終了後に消去されます。  

rけl座  月間［l座   年間L】座   

2．1．   8二tO   8‥10   8二10   

3．1．   8：00  16：10   16二］〔）  

31」．  6二00  157：10  157：10   

し2＿  7∴jO  7：30  164二40  

柱：Fl‖雄は卜l々の出勤を把握します、ユ それは11々，消去されます   

日々の記帳は記帳リストに記録され，リストは翌‖，部門に刷十られます。それはつぎ  

の事頬を含みます。  

Jイ9   
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・ある日に記録されたあらゆる記帳，  

・日I一座，月【1座および年間口庫の現時点の状態，  

・その日の時点で有効な時間上限。  

4－5 なぜあなたも記帳リストを監視するする必賀があるのか。  

それは，あなた本人が最も適切に，あなたの労働時間が完全に記帳によって把捉されて  

いるか否かを判断できるからであり，あなたも記帳リストの監視に協力して欲しいからで  

す。あなた自身が必要な訂l仁のきっかけをつくることによって，あなたの時間口座運′邑■が  

正確であるように配慮することになります。  

く表‖参照＞  

注二あなたは戸足労働時間に照らし／Jつご夫労働峠問をつねに清算することによって，差  

しリlきの誤差が生じないようにl助力して〈ださいl  

4－6 記帳によって把捉されなかった労働時Hiは，市子引こあなた♂）時制LJ座に貸し〃として  

記人されなければなりません。貸Lんは，たとえば，つぎのようなときに生じます。すな  

わち，  

・言じ帳ミスにより，またカ【ドを持参することを忘れたために労働時間が把］埋されなかっ   

た場合，  

・出張期間中，倉庫で仕事Lノていたとき，または協約にもとづ〈職務免除の時軋  

・休暇中または労働災害による欠勤Ll㌧   

それに対し，たとえばあなたが休憩の記帳をすることを忘れた場合には，時間が控除さ   

れます。   

訂止およひ月Lノノ記帳は，訂h正明または欠勤孟Eを．・示して行われますl〕   

ニの制度に記入された訂正および貸L方記腰は，「時間訂正」という見出Lで総計として  

記帳リストに，ただL，詳細は部門で閲覧を絆されるL汀1tてリストにもホされます。  

47 どのようにして，あなたはlて1分が提供した過剰または不足の時間を概観することがで  

きるか。   

毎月の千定実労働時間の照合は，「差し一J【き」という指標により，どの程度あなたは予  

定労働時間をこれまで実際にはも守っているかにつき，情報を提供されます。さらに，あ  

なたが予定に比べてもっと休暇をとってもいいのかこプラス差L引き），それとも追加して  

出勤しなければならない（マイナス差し・Jlき1のかも知らされます。あらゆる記帳，事後  

の時間川里変更おょび実際の差し・jlきは，あなたが翌日に「時間把握」を知らされ，「労働  

時間証明」という表・呪でホされますっ   

く表12参照＞  

5 巾L合わせiこもとづく実施   

¶l申し合わせにもとづく労働時間編成」は，あなたをどのように支えるのか。   

いいし合わせにもとづ〈労働時間」は，今llからり＝：lにかけて何の支障もなくすぐにで  

九  
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きるものではありません。巌終的には，前述したようなメリリトが廿標となっているこの  

方法で，あなたが協力しあって進めるにあたり，あなたには，上司や同僚ともども，なお  

しばらく時間が必要です。   

丑・賀なことは，部門でどのように小L合わせを兵体的に実施するかにつき，できるだけ  

量初から従業員聞でJj姑、に決めてお〈ことです。－誰がお膳ご、エてをするか。いつ，どこ  

で話L合うか。もし合意が成よLない場斜二，どうす るか。   

それは，あなたが他の人と共同して童付二を負わねばならない問題の一郎に過ぎません。  

そのた〝）の第一一の操助は，仲射町外問題」というタイトルのビデオフィルムの貸し出Lです。  

あなたは，たとえばそれ利伸僚問の詳しあいのために，それを人事捏1から借り出せます。   

肝に銘じておし、てほしいことは，あなたがはかの同僚の希望を考慮する場合にのみ，あ  

なたにとってのメリ・ソトが生じうるということですりこのようにして初めて，「虻し合わせ  

にもとづく労働時間編成ないこはできない，著作け†i‡相の寄囲宗が醸成されます∪  

川 トj推業卜司協約（ノルトライン・ヴュストソ7トーレン地蚊．1と）75年1時）は 毛塚勝利「所ド1  

、ソ企ノ虜成業にJjける′甘勘協約と企業内′廿便閃協定」相聞人！7：法線論集56・571上（1986年）207亘以下   

に，フォルクスゾァーケン杜の馴劫協約は，徳永・重良舶『西ドイツl主動中二「業のノ芳性関係』り985   

午，御茶の水苦榔326真以Fに，フユ∴－ケレ社の企業別労働髄澱は，塵取直樹「ドイツ連ノこ；共和   

国7エーゲレ労働協約上人分大ツ緯漬論渠現題2リ・（lリ92f仁：1D7打以下に椚介づれている、  

（2）199n年5月8什締結のト‖払机は，レーバブイッシュ苫＝・内行他訳『1先代ドイリ′プj・働法』＝則5」工   

法作文化祉）5㈹貞以F参川1。なJ；，いくつかの点て■変裏または追加されていることがわかる。  

変軋・ご丈二712 ‖巨視定で（土週ふたり所定」、ノj・働畔問の髄土主にあ7二り2rlご・以内の代休イ、1リーという帖   

聞補偶の選択ノほがあノ）／二が，現fト：まない－ユ  

新規の焼成とLて2′・∴〔：7ウ ニのi■h＝1の欠封＝堵侶‖土，カリこ3．訓＝印†ほで，それに対し特別に餌食が   

支給されることなく．・れ前また上＝里引こ理めけりせのイトjiをできる。l削り1†し悟りで算定するこ   

とも許されるt）  

711フレックスタイム制を含めて、労働1l、川IJの不出」竿な分耽匿結果斗．じる′ソj・働時間調整の楷   

差は，二！；該労働符に毎月d＝り】される‖  

（3）令鳩席業・職1i】叫ナのこの・芳働脇机（ノルトライン・Tアニスト‾ファー一レン地扱．1975年打払  

1992申軋〔－フ二で過川あり）は，藤川†ドイツにおける労仙協定等の実例・卜」岡山人・、羊法」’f：会雑誌   

46巻1リ・t199（i斗）185頁以F，令姉｝た柴・現業ノ芳働省J吊け）川協約ほ，七j家・前掲注（l）217貪以   

Fに紺介されている。  

（4）二れとトi」じ■田畑こつき，ラインラント7いファルツ・ラインへ、ソセン地ノJ‘金属齢某の協約が緒力   

作十「ドイツにJjける戊給力lほ合制度と法的規整の構造」季l骨ガ触法1別十1削り・t1999勺こ）143∈くに   

紹介されているし〕  

伸 二れはこの幸私憤がK祈にl吸収される前にH什であノノた」1峠の規程である。これは事業！勺了協定三  

／、▲；、’J   
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とLて定められているら なお，lマルクは約0．5ユ【ロに机1する。  

（6〕これは，藤内・前掲盲i‡侶）46巻2リ▲266どiで招介Lている（訂打餞1FiK朴と同じ串案である。  

五  
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